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総括研究報告書 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

研究代表者  林 基哉  北海道大学大学院 教授 

 
研究要旨 

2019 年度の特別研究「健康増進のための住環境についての研究」では、住宅環境に係る健康影

響・健康増進及びその機序に関するエビデンス、住宅及び健康影響に関連する統計データの収集が行

われた。その中で、我国における外気温低下による過剰死亡率が北欧よりも高いなど、住環境改善の

重要性を示すエビデンスが得られた。この他に、SVOC 等の化学物質、湿気、音、光等の影響に関す

るエビデンスを整理した。また、住宅統計、人口動態統計、省エネルギー住宅の普及率等を用いて、

我国の住宅環境に係る健康リスクの全体像を想定するためのフローを検討し、新たに必要な情報の整

理を行った。本研究は、上記の成果に基づいて、健康住宅に求められる条件を整理し、健康住宅のガ

イドライン作成のための基礎資料を得るとともに、住宅環境改善の健康状態に対する効果の検証を行

うことを目的としている。令和 2 年度には、住宅環境に係る健康影響に関するエビデンスの収集・整

理を行い、住宅環境の実態と健康影響レベルの想定に関する分析方法の検討を行った。令和 2 年度以

降は、住宅環境の実態を踏まえた健康リスクの想定を行うとともに、省エネルギー住宅の普及などの

動向を踏まえて、住宅環境の改善にともなう健康状態の改善に関する推定と検証を行う。 

令和 2 年度には、以下の進捗があった。健康維持増進住宅研究から、空気質、温熱環境、コミュニ

ティと健康との関連性、屋外環境の影響を金額へ換算する手法、スマートウエルネス住宅研究からは、

断熱改修前後における居住者の血圧や活動量の変化と健康影響評価に関する知見を得た。国内外の文

献調査からは、WHO 健康と住宅のガイドラインと関連情報、騒音による循環器疾患への影響に関する

知見が強化された。また、気象データと人口動態統計を用いた疾病による死亡の季節依存性に関する

分析、コホート研究による、死亡率の外気温閾値の推定、化学物質及びダンプネスによる健康リスクの

実態分析によって、住環境改善による健康リスクの低減を示す基礎を構築した。また、1990 年時点の

断熱等級別の住宅ストックをベースに断熱等級別の着工戸数を積み上げる方法により，健康影響抑制

の将来推計方法の基礎を構築した。 

 

研究分担者 

佐伯 圭吾・奈良県立医科大学 医学部  

杉山 大典・慶應義塾大学 看護医療学部  

荒木 敦子・北海道大学 環境健康科学研究教育センター 

長谷川 兼一・秋田県立大学 システム科学技術学部  

森 太郎・北海道大学 大学院工学研究院 空間性能システム部門 

桑沢 保夫・国土技術政策総合研究所 住宅研究部 

 

 

 

東 賢一・近畿大学 医学部  
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A．研究目的 

1970 年代以降、住宅の省エネルギー化が推進さ

れ、新旧の住宅性能に大きな格差が生じる中、建

材等の化学物質、真菌・ダニ、ダンプネス等にとも

なうシックハウス症候群・アレルギー疾患、室内

温熱環境の影響が示唆されている高血圧症、脂質

異常症、虚血性心疾患、脳血管性疾患とヒートシ

ョックのような状態像など、多様な住宅環境に係

る健康リスクの可能性が指摘され、その対策が厚

生労働省及び国土交通省などによって検討されて

きた。 

近年、健康・省エネ住宅推進議連や健康・省エネ

住宅推進委員会（「健康・省エネ住宅普及啓発活動」

を行う学識者、自治体、省庁などによる委員会）の

議論を通じて、健康住宅への関心が改めて高まり、

厚生労働省においても健康・省エネ住宅の健康に

対する影響を調査研究するべきであるとの要請が

あった。また、国土交通省の「スマートウエルネス

住宅等推進事業」の調査により住宅環境の健康に

対する影響が示唆され、さらに令和元年 5 月 10 日

に改正建築物省エネ法が成立し、室内温熱環境の

整備が進むことが期待されている。 

2019 年度の特別研究「健康増進のための住環境

についての研究」では、住宅環境に係る健康影響・

健康増進及びその機序に関するエビデンス、住宅

及び健康影響に関連する統計データの収集が行わ

れている。その中で、我国における外気温低下に

よる過剰死亡率が北欧よりも高いなど、住環境改

善の重要性を示すエビデンスが得られつつある。

この他に、SVOC 等の化学物質、湿気、音、光等

の影響に関するエビデンスを整理している。また、

住宅統計、人口動態統計、省エネルギー住宅の普

及率等を用いて、我国の住宅環境に係る健康リス

クの全体像を想定するためのフローを検討し、新

 
図 1 研究の構造 

2023(R5)

想定される
成果

2020(R2)

方法：　WHO健康住宅ガイドライン、健
康維持増進住宅研究、スマートウェル
ネス住宅研究開発など、国内外の住宅
環境に係る健康影響に関するエビデン
スの収集と整理

2020-2022
(R2-R4)

方法：　我国の住宅ストックの現状、建
築基準法、省エネルギー法等の住宅関
連施策の動向に関する調査、我国の住
宅環境と住宅環境に係る健康影響レベ
ルの推定と将来予測

2019(R1)

2014-2018
国交省他：
スマートウェルネス住宅研究開発

2000-2003
国交省他：
シックハウス対策技術の開発

2007-2012 国交省他：健康維持増進住宅研究 1997-2000
国交省他：
健康的な居住環境形成技術の開発

厚労科研（特別研究）：健康増進のための住環境についての研究

健康住宅のガイドライン案　（健康エビデンスに基づく健康増進のための住宅環境改善）

方法：住宅環境に係る健康エビデンスと住宅環境の実態を踏まえた住宅環境改善効果の推定

健康住宅のガイドライン作成のための基礎資料
住宅環境改善の健康状態に対する効果の検証

本研究：健康増進に向けた住宅環境整備のための研究

1) 健康エビデンスの収集・整理 2) 住宅環境の実態と健康影響の分析

3) 住宅環境改善の健康状態に対する効果の検証2021-22
(R3-R4)

健康増進住宅の整備
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たに必要な情報の整理を行っている。 

本研究は、上記の特別研究の成果に基づいて、健

康住宅に求められる条件を整理し、健康住宅のガ

イドライン作成のための基礎資料を得るとともに、

住宅環境改善の健康状態に対する効果の検証を行

うことを目的としている。令和 2 年度には、住宅

環境に係る健康影響に関するエビデンスの収集・

整理を行い、住宅環境の実態と健康影響レベルの

想定に関する分析方法を確立する。令和 2～4 年度

に、住宅環境の実態を踏まえた健康リスクの想定

を行うとともに、令和 3～4 年度に、省エネルギー

住宅の普及などの動向を踏まえて、住宅環境の改

善にともなう健康状態の改善に関する推定と検証

を行う。 

 

B．研究方法 

（１）居住に係る健康エビデンスの収集・整理（R2

年度） 

住宅環境と健康影響・健康増進に関する最新情

報を収集してガイドラインに向けて整理する。 

① 健康維持増進住宅研究成果にもとづくエビデ

ンス整理（桑沢、長谷川） 

健康影響低減（空気質・湿気、温熱環境、屋

外環境の影響、ライフスタイルの調査から得

られた、健康影響要因、開発技術要素、室内環

境ガイドラインに関する情報）、健康増進（住

環境満足度や CASBEE 健康チェックリスト

総合スコア、ストレス・健康・慢性疼痛などの

身体症状）に関する成果を整理する。 

② スマートウエルネス住宅研究開発委員会成果

のエビデンス整理（長谷川、森） 

断熱改修等の温熱環境改善に係る健康関連

事象（年間室温と血圧の季節差、温度ムラと

血圧、断熱改修と血圧低下、室内温度とコレ

ステロール値、室内温度と可活動膀胱症状な

ど）についての成果を整理する。 

③ 国内外の住宅環境に係る健康エビデンス整理

（東、荒木、杉山） 

世界保健機関（WHO）及びその欧州地域事

務局（WHO 欧州）、欧州北米、国内の研究機

関を対象に、室内温熱環境及び空気環境等の

室内環境要素と健康影響に関する最新のエビ

デンスを整理する。 

④ スマートウエルネス住宅、トップランナー住

宅、健康増進に配慮した復興住宅に関する調

査（全員） 

健康維持増進を目的とした、先進的住宅事

業に関するヒアリング及び実地調査を行い、

事業コンセプト、設計施工状況、居住者の健

康状態等の情報を収集整理する。 

（２）住宅環境の実態と健康影響の分析（R2 年度

～R4 年度） 

① 総務省統計局住宅・土地統計調査、省エネ住

宅普及率を用いた住宅性能の実態（桑沢、長

谷川） 

既存統計データを用いて、住宅ストックの

仕様、温熱空気環境に関する性能の地域分布

を把握する。 

② アメダス気象データ、人口動態統計、家計調

査を用いた気象と死亡率の関係（森） 

アメダス気象データの観測点と死亡地との

突合を行い、家計調査から暖房レベルを推定

したうえで、気象条件と死因別死亡の関係性

を明らかにする。 

③ 室温の死亡率上昇閾値の推計：既存データと

コホートデータリンケージによる分析（佐伯） 

既存情報を用いて、外気温低下による寒冷

曝露からイベント発現までの潜時を考慮した

最新の分析手法(DLNM)を用い、死亡率が上

昇する外気温閾値を推計する。さらに住環境

の健康影響に関するコホート研究（平城京ス

タディ n=1127）の室温データと外気温の相関

から、死亡率が上昇する室温閾値を推計する。 

④ 化学物質及びダンプネスによる健康リスクの

実態（荒木、金、開原） 

地域、築年数等を踏まえ、化学物質濃度及

びダンプネスに伴う健康リスクの実態を推定

する。 

（３）住宅環境改善の健康状態に関する効果の検

証（R3 年度～R4 年度） 

研究１、研究 2 を踏まえて、住宅環境の改善に

よる健康増進効果の可能性を明らかにする。 
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① 省エネルギー法の普及に伴う室内温熱環境の

改善による健康リスクの変化（桑沢、長谷川、

森） 

省エネ住宅の普及による室内温熱環境の向

上と健康増進効果について、地域性を考慮し

て推定する。 

② 居住リテラシーと健康リスク低減効果の推定

（長谷川、荒木、阪東） 

既存の住まい方マニュアル、居住リテラシ

ー調査の結果を整理し、健康住宅ガイドライ

ンの基礎とする。 

③ 住宅環境に係る健康リスクと QOL 及び医療

費の関係（杉山、小林、阪東） 

居住環境と疾病、障がい、高齢化、QOL の

関係、医療費及び環境改善費の関係について

整理を行い、住宅環境の改善効果の波及範囲

に関する考え方を示す。 

 

以上のように、本研究は既往の文献および公表

データに基づいており、個人情報を全く使用せず、

倫理面の問題は発生しない。 

 

C．研究結果及び考察 

C1．居住に係る健康エビデンスの収集・整理 

健康維持増進住宅研究成果にもとづくエビデン

スについて、以下に示す。健康維持増進住宅研究

第一フェーズでは、住宅内の空気質、温熱環境さ

らには屋外環境、コミュニティと健康との関連を

検討しており、屋外環境の影響を金額へ換算する

手法など、今後の研究上参考にするべき点が多く

ある。 

・健康維持増進住宅研究第二フェーズでは、第一

フェーズにて実施されていた内容を継続して成果

を上げている。浴室・脱衣室温の許容値や屋外気

温の影響などについては具体的な数値が挙げられ

ており、住宅の健康性評価に活用できる。また、健

康チェックリスト、コミュニティの健康チェック

リストについても評価への活用が期待できる。 

・住まいの健康性評価ツール CASBEE 健康チェ

ックリストは、健康維持増進住宅研究委員会にお

ける成果を活用し、簡単なインターフェースで自

宅の居住環境の健康性を判断できるツールとして

の活用が可能である。 

・コミュニティの健康性評価ツール CASBEE コ

ミュニティの健康チェックリストは、健康維持増

進住宅研究委員会における成果を活用し、自宅の

おかれたコミュニティの状況から地域における健

康面の問題を判断できるツールとしての活用が可

能である。 

住宅内の空気質、温熱環境さらには屋外環境、

コミュニティと健康との関連に関する各種の調

査・研究成果が示されていた。また、これらの研究

過程で示された成果を活用した、「住まいの健康

性評価ツール CASBEE 健康チェックリスト」、

「コミュニティの健康性評価ツール CASBEE コ

ミュニティの健康チェックリスト」は健康面の問

題を判断できるツールとしての活用が可能である。

住宅環境と健康影響・健康増進に関する最新情報

を収集してガイドラインに向けて整理する。 

スマートウエルネス住宅研究開発事業は，一般

社団法人日本サステナブル建築協会が主体となり，

全国各地の医学・建築環境工学の学識者で構成す

る委員会（委員長：村上修三，東京大学名誉教授）

を構成している。平成 26 年度から令和元年度にか

けて断熱改修を予定・実施する住宅を対象として，

改修前後における居住者の血圧や活動量等を計測

し，住環境の変化に伴う健康への影響を評価して

いる。調査が終了した直後から得られたデータ（改

修前後を対象にした約 1,800 世帯，約 3,600 人を

対象）を分析し，以下の観点から貴重な知見を社

会に発信している。 

① 家庭血圧と室温 

② 健康診断数値と室温 

③ 過活動膀胱・睡眠障害と室温 

④ 入浴習慣と室温 

⑤ 疾病・症状と室温 

⑥ 身体活動と温熱環境 

また、過年度に環境調査を実施した世帯に対し

てコホート調査を企画し、改修を終えた住宅の毎

冬の状況を把握することにより、断熱水準による

健康影響について検証を継続し、断熱と健康に関

する更なる知見を蓄積がされている。 
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国内外の住宅環境に係る健康エビデンスについ

て以下に示す。住環境による居住者の健康影響と

して、主として室内環境化学物質に起因するシッ

クハウス症候群や化学物質過敏症、真菌・ダニ等

によるアレルギー疾患、室内温度に起因する高血

圧、脂質異常症、虚血性心疾患、脳血管障害等の多

様な疾病が示唆されている。生活習慣病等に関わ

る住宅環境要因について、世界保健機関（WHO）

の動向や関連文献を収集・整理し、これらのエビ

デンスに関わる情報をとりまとめた。WHO では、

2018 年 11 月に住宅と健康のガイドラインを公表

して以降、これらのガイドラインを各国がどのよ

うに実施できるかについての議論が行われてきた。

とりわけアフリカやアジア等の途上国を中心に議

論が進められ、2020 年 1 月にはジュネーブで会合

が開催された。但し、ガイドラインをどのように

実行するかについては、各国の社会経済状況の影

響を大きく受けることもあり、各国における

WHO の住宅と健康のガイドラインの実践をサポ

ートする目的で、各国における健康住宅に関係す

る法規制等をレビューして「Repository: 所蔵庫」

としてとりまとめたものを 2021 年 1 月に公表し

た。また、COVID-19 の世界的流行の状況下にお

いて、基本的な感染予防策に加えて、予防的措置

として、適度な室内換気を確保することや、その

ための改善方法に関するロードマップを 2021 年

3 月に公表した。その他の文献調査では、建築物室

内の温度、湿度、換気と居住者の健康影響との関

係に関する文献レビュー、ダスト中準揮発性有機

化合物（SVOC）の指針値に関する検討結果につい

て、国際雑誌に論文として公表した。また近年、住

宅環境として、住宅周辺の緑化環境（Greenness）

が生活習慣病（循環器疾患、悪性腫瘍等）のリスク

低減に関与することを示唆する疫学研究が欧米諸

国で報告されている。住環境による健康増進に向

けた新たな分野として、このことに関する疫学研

究のレビューを行った。緑化環境から期待される

事象としては、自然緑化や人工的な緑化によって、

ストレスや不安の緩和、大気汚染や騒音の低減、

ヒートアイランド化の低減、身体活動の促進があ

る。文献レビューの結果、緑化環境との関係が示

唆されるアウトカムとして、総死亡、虚血性心疾

患、脳卒中、高血圧、糖尿病、メンタルヘルス、肥

満との関係が示唆されていた。 

騒音による健康影響については、これまでに世

界各国で数多くの研究がなされている。本研究で

は健康障害の中でも循環器疾患に影響を与えると

考えられる住居因子に関する先行研究について、

直近 1 年間で新たに発表された研究を対象とした

文献調査を行い、今後わが国において健康増進の

ための住居環境に関する研究を進める上で必要と

思われる課題の抽出を試みた。 

WHO の関連ガイドライン（WHO Housing and 

health guidelines および Noise guidelines for 

the European Region）を参考にした検索式にて

PubMed を用いた文献検索を行い、9 件の対象文

献を抽出した（検索対象：2020 年 12 月 15 日から

過去 1 年分）。評価対象となる居住環境因子につい

ては、その出現頻度やこれまでの知見を鑑み、１）

各種騒音と循環器疾患の関連 ２）室内温度と循

環器疾患の関連 ３）大気汚染と循環器疾患の関

連 以上の 3 カテゴリーに先行研究を大別するこ

ととした。英語以外で書かれた文献や学術論文化

されていない thesis および学会抄録は最終的な評

価対象から除外した。また、アウトカムである循

環器疾患については虚血性心疾患・脳卒中の発症

もしくは死亡・循環器疾患による救急受診・循環

器疾患による服薬（除く降圧薬のみ）といったハ

ードエンドポイントを扱ったものに対象を絞って

検討を行った。 

文献検索の結果、１）各種騒音と循環器疾患の

関連については 6 件、２）室内温度と循環器疾患

の関連については 1 件、３）大気汚染と循環器疾

患の関連特に騒音と循環器疾患の関連については

2 件の文献が抽出された。１）の騒音曝露と循環器

疾患の発症・死亡などとの間に概ね正の関連が見

られた。２）については、温暖期では室温が上昇す

るにつれ、寒冷期では室温が下降するにつれ、よ

り短い累積曝露時間で循環器疾患による救急受診

に対するリスクが上昇していた。３）については

騒音と同様に、大気汚染と循環器疾患の発症・死

亡などとの間に概ね正の関連が見られた。今回抽
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出された研究の中に日本国内で行われた研究は抽

出されず、既存の国内コホート研究と協働して研

究を行う場合には、新型コロナウイルスの影響で

現地調査が難しい状況を踏まえると、曝露因子の

評価を住居単位で行う事は困難を伴うと思われ、、

騒音などの曝露については住居単位ではなく市町

村レベルのデータを利用した retrospective なア

プローチするのが現実的ではないかと考えられた。 

 

C2．住宅環境の実態と健康影響の分析 

気象データと人口動態統計を用いた疾病による

死亡の季節依存性に関する経時的分析については、

以下の知見が得られた。日本人の死因で心疾患、

脳血管疾患、呼吸器疾患、不慮の溺死溺水は冬季

に増加するという報告が多い。本研究では 1972～

2015 年の人口動態統計死亡票と気象データの関

係を整理し、健康で安全な建築、都市計画の指標

とすることを目的とした。個々の死亡データと日

平均気温をマージさせてデータベースを作成し

(1)CSVM、(2)Death Index、(3)死亡数重み付け月

平均外気温と月別死亡割合による分析を行った。

その結果、下記の知見を得た。 

欧州 30 か国と日本 6 都市について、CSVM と

冬期の外気温の間には正の相関が見られた。 

CSVM と二重サッシ・複層ガラスの窓の普及率

との間に負の相関が認められた。JD Healy らによ

る欧州を対象とした研究においても、窓の性能と

CSVM との間には有意な相関が認められており、

冬の寒さを意識した生活スタイルにより、冬期の

死亡割合は低くなることが示唆された。 

月別死亡割合の外気温に対する回帰係数は寒冷

地で小さく、寒冷地以外の地域でも 1980 年頃よ

り改善の傾向が見られた。また、死亡割合が低外

気温と高温で高くなる現象は年齢調整を行うと小

さくなった．高温、低温気象下での高齢者へのサ

ポートによって死亡数を減少させることができる

と考えられる。 

月別死亡割合の回帰係数と建築的な要因の比較

に関して、暖房費の増加割合との相関関係があっ

た。冬に暖房費を多く使う地域ほど回帰係数が小

さかったため、暖房によって死亡率を削減できる

と考えられる。 

室温の死亡率上昇閾値の推計では、以下の知見

が得られた。外気温が低下する冬に死亡率が上

昇する現象は、1900 年代前半から世界各国の統

計から認識されていた。近年、統計分析法の進

歩により、低い外気温に曝露後に死亡するまで

の潜時を考慮して正確に相対危険や過剰死亡数

を推定する方法が開発され、研究が進んでいる。

この方法を用いて推定したわが国の外気温低下

と関連する過剰死亡数は、喫煙や高血圧による

過剰死亡に匹敵することから、公衆衛生上重要

な課題である。外気温低下による死亡率上昇の

対策として、ＷＨＯは住環境に関するガイドラ

イン（2018年）を公表しており、冬の室温を 18℃

以上に維持するように勧告している。しかし室

温の目標値設定の根拠に乏しく不明瞭である。

室温コントロールの目標値の設定にはコホート

研究によって、対象者が曝露する室温を測定し

ておき、死亡率の上昇する室温の閾値を明らか

にすることが望ましいが、そのためには数十万

人単位の大規模コホートの設定が必要となるた

め、現実的ではない。そこで本研究では既存の

死亡率および外気温データと、筆者らが実施す

るコホート研究参加者の室温データのリンケー

ジによって、死亡率上昇の室温閾値を推定しよ

うとするものである。 

本研究では、コホート研究参加者が居住する

奈良県の人口動態統計と気象庁の外気温データ

を用いて、外気温低下と死亡率上昇に関して、

温度曝露から死亡までの潜時を考慮した時系列

分析モデル  (DLNM: Distributed Lag Non-

linear Model)を行い、死亡率が上昇する外気温

の閾値を推定する。続いて著者らが実施する前

向きコホート研究のベースライン測定において、

同時に室温と外気温を測定した結果に基づいて

回帰式を推定し、外気温の上昇閾値に対応する

室温とその信頼区間を推定する。今年度は分析

に用いるコードを統計モデル開発者から入手し、

テストデータを用いた分析を行って、実効性を

確認できた。既存データの分析に用いる死亡デ

ータの利用について厚生労働省に申請し、デー
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タの入手を待っているところであり、研究はお

おむね順調に進行している。 

化学物質及びダンプネスによる健康リスクの実

態については、今の知見が得られた。室内環境と

学童の自覚症状との関連に注目し、以下のように

整理した。今日、特に都市部においては、人々は一

日のうちの約 90％の時間を室内で過ごす。そのう

ち自宅で過ごす時間が50-60％を占める。加えて、

新型コロナコロナウイルス（COVID-19）による感

染拡大を受け、外出の自粛、および休校や在宅勤

務の増加により、多くの人が自宅で過ごすことに

なった。過去の学童を対象とした調査から、室内

環境のうち、ダンプネスの増加、排気の無いガス

や石油暖房器具の使用、換気システムが無いこと

が、シックハウス症候群やアトピー性皮膚炎、喘

息有訴のリスクを上げることを報告した。しかし、

一般的な風邪症状と自宅環境との関連については

明らかになっていない。そこで、本研究では、最近

1 年間のよく風邪をひく、咳が続くといった自覚

症状と病院受診の有無と自宅環境との関係を明ら

かにすることを目的とした。 

本研究は、2008 年－2009 年に北海道札幌市の

公立小学校 12 校の全校生徒を対象に実施した調

査票調査のデータを用いた。子どもの自覚症状と

しては、Andersson によるシックビル質問票

MM080 for school から、最近 1 年間の自覚症状

（「息がゼイゼイする・息苦しい」「せきが長く続

く」「よくかぜをひく」「何回も抗生物質を服用す

る」）4 項目に加え、それらについて「病院にかか

ったか」を用いた。住環境としては、自宅の構造、

築年、居住者数、過去 1 年の改修の有無、喫煙者

の有無、換気装置の有無、ペットの有無、カーペッ

トの有無、幹線道路からの距離について調査を行

った。自覚症状の有無と住環境についてはχ二乗

検定および、ロジスティック回帰分析では性・年

齢で調整した。解析は JMP（SAS）で行った。 

結果が回収できた 4,408 人（69.0%）を解析に用

いた。有訴割合は、「息がゼイゼイする・息苦しい」

13.0%、「せきが長く続く」15.5%、「よく風邪をひ

く」9.5%、「何回も抗生物質を飲む」7.1%だった。

性・年齢で調整後も統計学的有意な関連が認めら

れた住環境は、戸建て以外の住宅、喫煙者がいる、

換気システムがない、カーペットの敷き詰めがあ

る、幹線道路の近くの住宅、築年、ダンプネス指数

であった。医療機関を受診したケースのみにする

と、築年経過と、ダンプネス指数の増加がリスク

を上げる結果が認められた。 

築年の増加やダンプネス指数の増加のみならず、

木造以外の構造、集合住宅、喫煙者がいる、換気シ

ステムがない、カーペットの敷き詰め、幹線道路

の近くの居住が、息苦しさ、長く続くせき、易風邪

の罹患、抗生物質の服用といった自覚症状のリス

クを上げることが明らかになった。こういった症

状のリスク要因には基礎疾患の有無など様々な要

因が考えられるが、住環境の改善によってリスク

を下げる可能性がある。本研究の限界としては、

検討した要因、例えば築年数の古さと換気設備が

ないことは相関しており、どれが独立した要因で

あるかまでは検討できていない。また、横断研究

であり、因果関係を述べることはできない点があ

る。 

健康影響抑制の将来推計方法について、以下の

知見が得られた。統計データを組み合わせて、住

宅ストックの断熱性能の地域分布を推定する手法

の構築を目指している。断熱性能が高い住宅スト

ックが増加すれば、それに伴う室内温熱環境を始

めとする室内環境の質の向上と健康増進効果に期

待できる。 

本年度は、構築している手法を用い秋田県を例

として、2050 年までの断熱水準(無断熱、1980 年

基準、1992 年基準、1999 年基準)の割合を推計し

た。住宅ストックに占める断熱水準別の割合は、

各年の着工住宅に占める断熱水準別の割合から戸

数を想定し、1990 年時点の断熱等級別の住宅スト

ックをベースに断熱等級別の着工戸数を積み上げ

ることにより、将来推計が可能となる。 

今後、この手法を全国に展開し、都道府県毎の

現状と将来推計を行う予定である。住宅ストック

の断熱水準を知ることができれば、断熱仕様と温

熱環境の関係についての数値シミュレーションに

より居室の最低気温や気温の出現頻度分布等を求

めることができる。また、断熱性能に見合った温
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熱気環境を把握することができ、各地域の住宅性

能の実態や将来を予測することが可能となる。 

 

D．総括 

健康維持増進住宅研究から、空気質、温熱環境、

コミュニティと健康との関連性、屋外環境の影響

を金額へ換算する手法、スマートウエルネス住宅

研究からは、断熱改修前後における居住者の血圧

や活動量の変化と健康影響評価に関する知見を

得た。国内外の文献調査からは、WHO 健康と住

宅のガイドラインと関連情報、騒音による循環器

疾患への影響に関する知見が強化された。また、

気象データと人口動態統計を用いた疾病による

死亡の季節依存性に関する分析、コホート研究に

よる、死亡率の外気温閾値の推定、化学物質及び

ダンプネスによる健康リスクの実態分析によっ

て、住環境改善による健康リスクの低減を示す基

礎を構築した。また、1990 年時点の断熱等級別

の住宅ストックをベースに断熱等級別の着工戸

数を積み上げる方法により，健康影響抑制の将来

推計方法の基礎を構築した。 

 

E．研究業績等 

１．論文発表 

1) Hayashi M Yanagi U, Azuma K, Kagi N, Ogata M, 

Morimoto S, Hayama H, Mori T, Kikuta K, Tanabe 

S, Kurabuchi T, Yamada H, Kobayashi K, Kim H, 

Kaihara N. Measures against COVID-19 

concerning Summer Indoor Environment in Japan. 

Japan Architectural Review 2020;3(4):423–434. 

https://doi.org/10.1002/2475-8876.12183. 

2) Azuma K, Yanagi U, Kagi N, Kim H, Ogata M, 

Hayashi M. Environmental factors involved in 

SARS-CoV-2 transmission: Effect and role of 
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COVID-19 infection control. Environ Health Prev 

Med 2020;25:66. https://doi.org/10.1186/s12199-

020-00904-2. 

3) Wolkoff P, Azuma K, Carrer P. Health, work 
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2021;233:113709. doi: 

10.1016/j.ijheh.2021.113709. 

4) Glorennec P, Shendell DG, Rasmussen PE, Waeber 

R, Egeghy P, Azuma K, Pelfrêne A, Le Bot B, 

Esteve W, Perouel G, Pernelet Joly V, Noack Y, 

Delannoy M, Keirsbulck M, Mandin C. Towards 

setting public health guidelines for chemicals in 

indoor settled dust? Indoor Air 2021;31(1):112–115. 

doi: 10.1111/ina.12722. 

5) 東 賢一. SARS-CoV-2 の伝播に関わる環境要

因. 空気清浄 Vol 58, No.3, pp. 124–129, 2020. 

6) 東 賢一. 世界保健機関（WHO）による「住宅

と健康のガイドライン」. 公衆衛生, in press, 

2021. 

7) ⾧谷川舞，森太郎，羽山広文，林基哉，人口

動態統計を用いた疾病による死亡の季節依

存性に関する経時的分析，日本建築学会環境

系論文集 2021 年 5 月 第 86 巻 第 783 号

（掲載決定） 

8) Tai Y, Obayashi K, Saeki K, et al. Hot water 

bathing before bedtime and shorter sleep onset 

latency is accompanied by a higher distal-

proximal skin temperature gradient in older 

adults. J Clin Sleep Med. 2021, in press. DOI: 

10.5664/jcsm.9180 

9) Okumura K, Obayashi K, Saeki K, et al. 

Association between NT-proBNP and nocturia 

among community-dwelling elderly males and 

females: A cross-sectional analysis of the 

HEIJO-KYO study. Neurourol Urodyn. 

2021;40(1):112-9. 

10) Saeki K, Otaki N, Ishizuka R, Obayashi K, et al. 

Development and validation of nutrient 

estimates based on a food-photographic record 

in Japan. Nutrition journal. 2020;19(1):104. 
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school environment in association with sick 

building syndrome among elementary school 
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Health Prev Med, 25(1):28, 2020 

 

２．書籍 

なし 

 

３．学会発表 

1) 東 賢一. リスク評価の考え方. 令和２年度

空気調和・衛生工学会大会ワークショップ, 福

井, 2020 年 9 月 18 日. 

2) 東 賢一. 世界保健機関（WHO）による「住宅

と健康のガイドライン」. 第 79 回日本公衆衛

生学会総会シンポジウム, 京都, 2020 年 10 月

22 日. 

3) ⾧谷川舞, 羽山広文, 森太郎, 林基哉：⾧谷川

舞, 羽山広文, 林基哉：気象データと人口動
態統計を用いた疾病発生の季節依存性に関

する経時的分析・その 2 外気温と月別死亡割

合を用いた分析，日本建築学会大会学術講演
会梗概集, 日本建築学会大会学術講演会, 

DII, , 2020.9 

4) 佐伯圭吾、住環境因子と健康との関連−平城

京スタディからわかったこと− 、第 79 回日

本公衆衛生学会総会（シンポジウム） 2020 年

10 月 

 

F．知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

居住に係る健康エビデンスの収集・整理 

研究分担者  桑沢 保夫  国土技術政策総合研究所 住宅研究部 住宅情報システム研究官 

 

研究要旨 

本研究における研究計画・方法に示されている、 

「1) 居住に係る健康エビデンスの収集・整理（R2 年度）① 健康維持増進住宅研究成果にもとづく

エビデンス整理」に対応して、「健康維持増進住宅研究」及びこれに付随する研究成果等を整理し、以

下のように取りまとめた。 

・健康維持増進住宅研究第一フェーズでは、住宅内の空気質、温熱環境さらには屋外環境、コミュニ

ティと健康との関連を検討しており、屋外環境の影響を金額へ換算する手法など、今後の研究上参考

にするべき点が多くある。 

・健康維持増進住宅研究第二フェーズでは、第一フェーズにて実施されていた内容を継続して成果を

上げている。浴室・脱衣室温の許容値や屋外気温の影響などについては具体的な数値が挙げられてお

り、住宅の健康性評価に活用できる。また、健康チェックリスト、コミュニティの健康チェックリス

トについても評価への活用が期待できる。 

・住まいの健康性評価ツール CASBEE 健康チェックリストは、健康維持増進住宅研究委員会におけ

る成果を活用し、簡単なインターフェースで自宅の居住環境の健康性を判断できるツールとしての活

用が可能である。 

・コミュニティの健康性評価ツール CASBEE コミュニティの健康チェックリストは、健康維持増進

住宅研究委員会における成果を活用し、自宅のおかれたコミュニティの状況から地域における健康面

の問題を判断できるツールとしての活用が可能である。 

全体の結論としては、以下のとおりである。 

住宅内の空気質、温熱環境さらには屋外環境、コミュニティと健康との関連に関する各種の調査・

研究成果が示されていた。また、これらの研究過程で示された成果を活用した、「住まいの健康性評価

ツール CASBEE 健康チェックリスト」、「コミュニティの健康性評価ツール CASBEE コミュニティ

の健康チェックリスト」は健康面の問題を判断できるツールとしての活用が可能である。 

A．調査目的 

本研究における研究計画・方法に示されてい

る、 

「1) 居住に係る健康エビデンスの収集・整理

（R2 年度） 

① 健康維持増進住宅研究成果にもとづくエビデ

ンス整理 

健康影響低減（空気質・湿気、温熱環境、屋外

環境の影響、ライフスタイルの調査から得られ

た、健康影響要閥、開発技術要素、室内環境ガイ

ドラインに関する情報）、健康増進（住環境満足

度や CASBEE 健康チェックリスト総合スコア、

ストレス・健康・慢性疼痛などの身体症状）に関

する成果を整理する。」 
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に対応して、「健康維持増進住宅研究」及びこれ

に付随する研究成果等を整理した。 

 

B．調査対象 

以下の文献等を調査対象とした。 

表 1 調査対象 

 プロジェクト等（参照文献等、実施年度

等） 

C-1 健康維持増進住宅研究_第一フェーズ 

（2010 年 3 月_健康維持増進住宅研究_

第一フェーズ報告書、2007-2009) 

C-2 健康維持増進住宅研究_第二フェーズ 

（2013 年 3 月_平成 24 年度「健康維持

増進住宅研究 委員会・コンソーシア

ム」報告書、2010-2012） 

C-3 住まいの健康性評価ツール CASBEE 健

康チェックリスト（2011 年公開） 

C-4 コミュニティの健康性評価ツール

CASBEE コミュニティの健康チェック

リスト（2013 年公開） 

 

C．調査結果 

C1．健康維持増進住宅研究 第一フェーズ 1) 

C1.1．概要 

住宅や地域の健康環境品質を向上し、生涯健康・

生涯現役を実現するための、新たな住宅環境やコ

ミュニティのあり方を検討するため、関連する産・

学・官の協力体制のもとに、今後の住宅市場にお

けるイノベーション達成を視野に入れつつ、市場

改革・学術改革・政策改革を目指して、健康維持増

進を実現する住宅環境に関する研究を行うことを

目的に、2007-2009 年度に実施された。委員長は

村上周三建築研究所理事長（当時）である。全体委

員会の下にある開発企画委員会と「健康維持増進

住宅研究コンソーシアム」に設けられた「健康影

響低減部会」、「健康増進部会」、「設計部会」、「健

康コミュニティ推進部会」が連携して研究が進め

られた。 

C1.2．主な成果 

（１）健康影響低減部会 

室内空気質・湿気、室内温熱環境、屋外環境の影

響、ライフスタイルの各面から調査・検討を行い、

健康影響低減のための要素技術の開発に関する基

礎的検討を行った。 

室内空気質・湿気問題の検討では、児童のアレ

ルギー性疾患の有症率上昇を背景に、居住環境要

因と健康影響との関連性に関する疫学的調査を実

施し、全国の小学 4、5 年生を対象とするアレルギ

ー性疾患の有無と種類に関する全国規模のアンケ

ート調査（サンプル数約 26,000 件）から、以下の

ような結果を得た。 

・アレルギー性疾患の有病率は、49.9%であった。 

・全体的にアレルギー性鼻炎の有病率が高いが、

地域性は見られない。 

・アレルギー性疾患の原因としては、花粉、ハウ

スダスト、ダニが多い。 

・喘息は、ダニやハウスダスト、またアレルギー

性鼻炎やアレルギー性結膜炎は花粉が主要な原因

である。 

・カビは、アトピー性皮膚炎の主要な原因の一つ

であった。 

上記アンケート調査の有効回答から 3,000 件程

度の対象を抽出し、アレルギー性疾患と居住環境

との関連についての詳細アンケート調査から、以

下のような結果を得た。 

・「何らかのアレルギー性症状（現在）」を持つ児

童は各地域で 50～60%程度である。 

・両親が有している症状として最も多かったのは

「花粉症」であった。 

・児童の「花粉症様症状」や両親の「花粉症」 の

有症率は、関東地方で高い傾向が見られた。 

・ロジスティック回帰分析の結果では、周辺環境

のうち「工業地域」が呼吸器系疾患の発症リスク

を高める要因として有意であった。 

・「窓・サッシ以外のカビの発生」、「水シミの発生」

が症状と有意な関連性をもつ。 

・ダンプネスに関わる「カビの発生」や「水シミの

発生」が、アレルギー性疾患に何らかの影響を及

ぼしていることが示唆された。 

100 件の住宅を対象とした実測調査で、調査対

象をアレルギー性疾患の症状の有無によりケース
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群とコントロール群に分類し、測定結果を比較し

た結果、以下のような結果を得た。 

・ケース群の住宅においてはカビの生育状況に影

響を及ぼす相対湿度 70%超過率が有意に高い。 

・ロジスティック回帰分析により、アレルギー性

疾患に居住環境要因が及ぼす影響の大きさが季節

により異なり、冬期では室内環境の影響が大きい。 

・コントロール群とケース群の室内浮遊真菌濃度

の間に、低い濃度では明確な差がないものの、濃

度が高くなるにつれ、コントロール群に比べケー

ス群の濃度がより高くなっている。これは、室内

に真菌の主な汚染源が存在しているためであり、

アンケート調査の結果と併せて考えれば、子供の

アレルギー性疾患に真菌が重要な関わりを持って

いることが明らかになった。 

室内熱環境問題の検討では、まず、人口動態統

計に基づく家庭内事故住宅における健康影響要因

を検討するため、家庭内事故と循環器疾患による

死亡についての過去 10 年間の人口動態統計の関

連資料を概観した。 

・家庭内事故の死亡総数の経年変化を見ると現在

に至るまで増加している。 

・2006 年の死亡総数は 12,152 人にのぼり、交通

事故による死亡者 9,048 人をはるかに上回ってい

る。 

・内訳は、浴槽事故が最も多く、次いで転倒が多

い。 

・家庭内事故の死亡総数を年齢階級別にみると高

齢者に多い。 

・循環器疾患による死亡について、2006 年、2001

年、1996 年の心疾患と脳血管疾患の都道府県別死

亡率を高率な順で見ると、死亡率が高いのは東北

をはじめとして寒冷な地域に多い。 

・心疾患と脳血管疾患の月別死亡率は、夏に低く

冬に高い傾向が認められるが、例えば、秋田の季

節変動は両疾患とも大きいが、同じ寒冷地であり

ながら北海道の季節変動は比較的小さい。 

以上より「これらの疾患には、気候に加えて寒

冷刺激など室内熱環境が発症の契機となると推察

される。」としている。 

冬季の温熱環境と生理・心理反応については、

冬季の居室や浴室、トイレの温熱環境の実態や高

齢者の生理・心理反応との関連性を検討した。調

査対象は、65 歳以上の高齢者が居住し、浴室・ト

イレに暖房がある住宅（暖房あり住宅）とない住

宅（暖房なし住宅）で、調査地域は、秋田（暖房あ

り住宅 1 戸、暖房なし住宅 2 戸）と大阪（暖房あ

り住宅 2 戸、暖房なし住宅 2 戸）である。各室温

度と外気温を 1 分毎に一週間測定した。また、高

齢者にトイレと入浴の模擬行動を依頼しその間の

皮膚温、血圧、心拍数、温冷感、快適感を調査し

た。これにより、以下のような結果を得た。 

・調査期間中の外気温は秋田で平均 0℃前後、大

阪で 10℃を僅かに下回り、居間の気温は両地域で

大差無い。しかし、居間以外は大阪では差がない

ものの秋田では気温が低く、居間との温度差が大

きい。 

・秋田で暖房なし住宅では、居間と 10℃以上の温

度差がある。暖房あり住宅では浴室やトイレと居

間との温度差が小さい。秋田の暖房なし住宅の高

齢者が、トイレ、浴室に移動すると血圧は明らか

に上昇した。 

以上より、「住宅内の温度差が高齢者のトイレや

入浴行為に対し生理・心理的なストレスとなるこ

と、ヒートショック対策としてトイレや浴室の暖

房は効果的である。」としている。 

夏季の室内外温度差と生理・心理反応について

は、室内と屋外を想定した被験者実験により、エ

アコンが苦手な人とそうでない人の生理・心理的

反応を調べ、体質を考慮した快適な室内温度条件

を検討した。被験者は 21～22 歳の青年女子 10 名

をエアコンが苦手な人（5 名）、そうでない人（5

名）の 2 群に分けた。夏季屋外を想定した 35℃、

室内を想定した 28℃と 25℃に設定した曝露室を

準備した。被験者は 28℃の前室で椅座位安静状態

を保ち舌下温、血圧、体重を測定した後、コルチゾ

ール分泌量測定のため唾液を採取し、35℃の暑熱

曝露室へ移動させた。暑熱曝露室で 15 分間過ごし

た後、28℃または 25℃の冷房曝露室へ移動し、さ

らに 15 分間過ごさせた。その後、唾液を採取し、

再び暑熱曝露室で 15 分間、冷房曝露室で 15 分間
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過ごさせた。唾液の採取後、冷房曝露室を退室さ

せ、前室にて舌下温、血圧、体重を測定した。これ

により、以下のような結果を得た。 

・平均皮膚温は、暑熱環境では両グループとも

35℃を越えたが、冷房環境では 33～34℃であった。 

・冷房曝露室 1 回目と冷房曝露室 2 回目の条件間

に有意差があり、25℃に比べて 28℃の方が高い。

躯幹部皮膚温は苦手グループが高い傾向を示した

が有意差はなく、末梢部皮膚温は 2 回目冷房曝露

で低下し、苦手グループ方が有意に低値を示した。 

・自覚症状調べでは、苦手クループでは、ねむけ、

だるさ等の疲労の訴えが多い。一方、好きグルー

プは全ての項目にて訴えは少ない。 

人口動態統計を使用した福岡県市町村別入浴死

については、溺死は家庭内事故死の主な死因であ

り、福岡県は溺死死亡率がこの 10 年間、全国 1 位

となっていて、溺死死亡率は福岡県内の市町村で

も大きな違いが認められるため、市町村間の死亡

率の違いを、生活環境（人口、人口密度、高齢化

率、公営住宅世帯率、介護状況など）との関係から

検討した。 

・福岡県内の 83 市町村から選んだ低死亡率群（10

町村）と高死亡率群（14 市町）を 2 群とする判別

分析を行い、2 群を判別する線形判別関数（誤判別

率 0.030）を求めることができた。有意な係数の項

目は、公営住宅世帯比率であり（P=0.038）、その

他、比較的関連が大きな項目は高齢化率

（P=0.068）、老人保健施設数（P=0.065）であっ

た。公営住宅世帯比率と老人保健施設数の判別関

数の係数は負の値を示しており、公営住宅世帯比

率や老人保健施設数が低い市町村での溺死死亡率

が高いことが示された。 

以上より、「これらの施設が整備されていない地

域（市町村）では、高齢者が安全でない住居で生活

する機会が多いことが高い溺死死亡率をもたらす

要因のひとつであることが示唆される。一方、高

齢化比率の判別関数における係数は、正の値を示

しており、高齢化比率が高い市町村では、溺死死

亡率が高いことが示された。本研究では、溺死死

亡率は人口構成で補正された SMR を使用してい

るが、高齢化が進行した市町村では、高齢化比率

で説明される割合を超えて溺死が発生することを

示すものである。」としている（SMR：標準化死亡

比 standardized mortality ratio）。 

溺死と住宅との関係については、住宅構造等で

検討した項目は、住宅総数、木造住宅、防火木造、

非木造、65 歳以上が居住する住宅、建築年代、跨

ぎやすい浴槽が設置された住宅、高齢者のための

設備がない住宅などを対象とした。 

・低死亡率群（9 市町）と高死亡率群（ 11 市町）

を 2 群とする判別分析を行い、2 群を判別する線

形判別関数（誤判別率 0.133）を求めることができ

た。有意な係数の項目は認められなかったが、比

較的関連が大きな項目は跨ぎやすい浴槽の設置率

（p=0.079）であった。 

以上より、「浴室設備の状況が溺死と関連している

ことが示唆される。」としている。 

高齢者の冬季入浴環境に関しては、全国調査デ

ータの分析として、夏期と冬期に全国の 11 地域で

戸建住宅を対象にして室内温熱環境を中心とする

アンケート調査、及び住宅内の気温の実測調査の

結果を用い、調査対象住宅の設備や居住者の温冷

感、冬期の住宅内の各場所における室温との関連

性について分析した。その結果、以下の点が明ら

かとなった。 

・コンクリート住宅、ユニットバス、浴室の窓は

複層ガラスであることが外気温の影響を小さくし

ている。 

・浴室やトイレの暖房効果が認められる。 

・居間と浴室やトイレとの気温差は午後 8 時頃に

最大となる。 

・住宅内の各場所における温冷感と実際の室温は

共通でなく、浴室やトイレの寒さには比較的寛容

である。 

・各地域で居間と浴室の気温差が大きいと入浴事

故死亡率も高い傾向にある。 

・札幌は外気温と平均室温の関係が他の地域と異

なっている。 

以上より、「冬期においては住宅内で居間と浴室

やトイレの気温差を小さくしてヒートショック

（寒冷ストレス）を軽減することが健康増進住宅

を目指す一つの方策であり、浴室やトイレでの暖
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房をはじめ住宅設備を改善することにより、気温

差を小さくすることが可能である。」としている。 

屋外環境影響については、ヒートアイランド現

象に伴う「睡眠障害」や「疲労」 の発生について

アンケート調査を行った。外気温上昇が睡眠障害

に及ぼす影響、夜間の外気温変化と睡眠障害発生

の関係を把握するために、2008 年 8 月 24 日～8

月 30 日の 7 日間にわたり、東京 23 区および大阪

府に居住する 20 歳以上の男女（各都市 500 名）

を対象に、インターネットを用いたアンケート調

査を行った。調査内容は、初日のみに回答を行う

「回答者の属性」と「ピッツパーグ、睡眠質問票

（PSQI・J)」、毎日回答を行う「その日の睡眠状況

（SQIDS)」の各項目に分類される。PSQI・J は過

去 1 ヶ月の睡眠状況に関する問い（①睡眠の質、

②入眠時間、③睡眠時問、④睡眠効率、⑤睡眠困

難、⑤眠剤の使用、⑦日中覚醒困難）であり、各 0

～3 点の 4 段階で評価し、総合得点（0～21 点）を

算出し、この PSQI-J を参考として毎日の睡眠状

況を判定する SQIDS を構築した。これにより、以

下の結果を得た。 

・SQIDS の回答と 0 時外気温（入眠時気温を想定）

との関係を評価した結果から、睡眠時に冷房を使

用しなかった場合、0 時外気温が 24.7℃未満のと

きに睡眠障害者率は変化せず、24.7℃以上になる

と外気温が 1℃上昇するごとに 0.37 点増加する気

温感度が確認された。この結果から、24.7℃から

30.0℃において、1℃上昇するごとに睡眠障害者が

7.3%増加すると推定された。 

次に、ヒートアイランド現象を再現するメソス

ケール数値気候モデルを用いて、ヒートアイラン

ド影響が無い場合（人工被覆および人工排熱無し）

の計算を行い、現状との差を基に大阪府内の市町

村ごとに影響を定量化した。さらに、上述の結果

を基に、被害算定型環境影響評価手法（LIME)に

より睡眠障害影響を障害調整生命年（DALY）とし

て定量化し金銭換算を行った。相当損失年数（YLD）

における睡眠障害の障害度を 0.05、障害期間を 1

日として評価した。これにより、以下の結果を得

た。 

・夏季晴天日におけるヒートアイランド現象に伴

う大阪府全体の睡眠障害の健康被害影響は

172,660［万円／日］と評価された。 

外気温上昇が疲労に及ぼす影響について、日中

の外気温変化と疲労発生の関係を把握するために、

2009 年 9 月 8 日～10 月 8 日にわたり、大阪府に

居住する 20 歳以上の男女 400 名を対象に、イン

ターネットを用いたアンケート調査を行った。調

査内容は、初日のみに回答を行う「回答者の属性」、

毎日回答を行う「その日の生活状況」 と「疲労の

程度」の各項目に分類される。「疲労の程度」につ

いては、感覚や行動に関する 14 項目の質問につい

てそれぞれの疲労程度を回答する「Chalder 

Fatigue Scale (CFS) 」 と自身の経験における極

度の疲労に対する日々の相対的な疲労程度を回答

する「Visual Analogue Scale」の 2 種類の方法に

より評価を試みた。これにより、以下の結果を得

た。 

・CFS の回答と日最高気温との関係を評価した結

果から、外気温 26.4℃を分岐点とし、26.4℃以上

の範囲で 1℃あたり 0.17 点増加する気温感度が確

認された。 

・臨床による評価結果から、CFS が 20 点以上で

「疲労感を感じる」、25 点以上で「慢性疲労症候

群（Chronic Fatigue Syndrome）として判断され

る」が、ヒートアイランド現象の存在によるそれ

ぞれの影響金額を LIME により上述の睡眠障害と

同様の方法で評価した結果、「疲労感（障害度 0.01、

障害期間 1 日）」については 1,277［万円／日］、

「慢性疲労症候群（障害度 0.1、障害期間 1 ヶ月）」

については 3,737［万円／日］の被害が大阪府全体

の健康被害影響として評価された。 

上述の気温と睡眠障害および疲労との関係に加

え、既往研究成果を基にして、ヒートアイランド

現象が人間健康全般に与える影響について LIME

による被害金額の定量化を行った。対象とした健

康影響は疲労（疲労感、慢性疲労症候群）、睡眠障

害、各種感染症（咽頭結膜炎、流行性角結膜症、手

足口病、突発性発疹、腸管出血性大腸菌感染症）、

熱ストレスによる死亡、熱中症による死亡である。

各種感染症は鳴海らにより、保健所で、定点観測
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を行っている 87 種類の感染症のうち、報告数から

季節変動がみられ、気温と明確な相関関係が得ら

れた疾病を対象とした。また、熱ストレスおよび

熱中症による死亡については、玄地らが算出した

気温感度を用いた。これにより、以下の結果を得

た。 

・最も被害の大きい健康影響は睡眠障害の

172,660（万円／日］であり、次いで熱ストレスに

よる死亡の 14,830［万円／日］となった（いずれ

も夏季晴天日の大阪府における被害）。各種感染症

や疲労感については相対的に影響が小さい結果を

示した。 

健康影響の低減に資するライフスタイルの現状

とあり方にかかわる方策について①保健衛生と住

宅における「ライフスタイル」、②行動変容にかか

わるステージ分類、③情報収集・判断・環境調整行

動にかかわるモデルの提案という観点から住宅メ

ーカ一、エネルギー供給者から既往の関連資料を

収集し、その現状と動向を把握した。これにより、

以下の結果を得た。 

・「ライフスタイル」は広義に捉えられ、浴室（水

周り）や居間での疲労回復、省エネ・親自然性など

が目立つが、居住環境との関係が直接示されたも

のは少ない。 

・環境構築要素・環境要素別に「どのような指向

を持っているか」「具体の調整手段」「期待される

効果と課題」などを整理し、建築技術・機器性能等

の革新高度化や、社会制約等の変化に対応したリ

テラシー構築に不十分な点が多い状況が示され、

検討の必要性が明確となった。 

（２）設計部会 

健康維持増進を考えていくにあたって、「健康」

をどのようにとらえるかの概念把握を行った。東

洋大ライフデザイン学部に所属する教員を対象と

したアンケート調査を行い、医学・工学・社会科学

などのそれぞれの視点から見た健康概念を収集し

た。これにより、以下の結果を得た。 

・健康の維持や増進のためにはある程度の負荷を

かけることが必要であること、求められる健康が

人々によってそして段階によって異なるというこ

とが指摘された。 

健康に関わるイメージの構造階層を把握するた

めに、評価グリッド法を応用したアンケートによ

る健康イメージ調査を行った。アンケー卜は部会

委員を通じて配付、さらに行政（福岡県八女郡黒

木町）の協力を得て中山間地域での追加調査を行

い、地域・年齢層の異なる 88 名から回答を得た。

これにより、以下の結果を得た。 

・健康に関わるイメージ構造分析図として集約し、

住宅に関わる健康ニーズの全体像を描き出した。

ニーズに関して「運動」「食事」「入浴」「趣味・く

つろぎ」「睡眠」「前向き思考」の 6 つの分類を得

た。 

2008 年度に開催された「第 1 回健康維持増進住

宅設計コンペティション」（審査委員長：隈研吾）

において、308 件の提案が集まり、応募作品の図

面に記述されている説明文から「設計者が考える、

人が健康である状態」に関する事項を抽出し、キ

ーワード化、それに対する具体的な技術的提案の

傾向分析を行った。これにより、以下の結果を得

た。 

・「コミュニケーション」、「室内環境（採光・空気・

温度など）」が多く取り上げられているとの分析結

果が示された。また、建築における技術的な提案

としては、新たな室や領域を加える「付加」的な手

法、空間を相互に関係づける「空間構成」による手

法があることが導き出された。 

（３）健康コミュニティ推進部会 

都市圏（郊外住宅地）のモデルとして北九州市

八幡西区八枝地区、地方都市（郊外・農山村）のモ

デル地区として、高知県梼原町、地方都市（街な

か）のモデル地区として、長野県上高井郡小布施

町を対象とした調査データを統合し、「健康形成要

因モデル－3 都市モデル－」の作成を試みると共

に、各都市間の比較を行うことで各都市の特徴を

明確にした。 

分析の詳細は、これまでに各都市単独で作成し

たモデルと同様に、まず『住まい・コミュニティ』

と『健康』それぞれに関して因子分析を行い、2 次

因子モデルを作成する。次に、『住まい・コミュニ

ティ』によって『健康』が規定されるという仮定の

下、これら 2 次因子を用いた多重指標モデルを作
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成し、各種適合度指標を用いて、モデルの微修正

を行う。最終的に得られたモデルに対して、多母

集団の同時分析を行い、地域区分による母集団間

の比較を行うと共に、母集団毎のモデルの異質性

（等質性）に関する検討を行った。尚、今回使用し

た 3 都市の調査データの有効回答数は合計 2,493

サンプルであった。 

住まい・コミュニティの 2 次因子モデルについ

て、検証的因子分析に基づくモデリングを行った。

尚、モデリングの際には探索的因子分析の結果を

全面的に採用した。両モデルとも適合度は良好で

あり、どのパス係数、共分散についても 0.1%有意

であった。これにより、以下の結果を得た。 

・『住まい・コミュニティ』の 1 次因子として、『社

会支援環境』が強く規定されており、観測変数と

しては「地域活動」「まちなみ・景観」等の項目が

抽出された。 

健康の 2 次因子モデルとして、探索的因子分析

の結果を参考に検証的因子分析に基づくモデリン

グを行った。両モデルとも適合度は良好であり、

どのパス係数、共分散についても 0.1%有意であっ

た。これにより、以下の結果を得た。 

・『健康』の 1 次因子として、『身体的健康』が強

く規定されており、観測変数としては「年齢相応

体力」「運動」等の項目が抽出された。 

3 都市の健康形成要因モデル（3 都市モデル）と

して、上記の『住まい・コミュニティ』及び『健 

康』の 2 次因子モデルを結合し、健康形成要因モ

デルを作成した。相互関係性を見ると、『健康』は、

『コミュニティ』から標準化推定値 0.21 で規定さ

れ、『室内住環境（住まい）』からも標準化推定値

0.39 と直接規定されると共に、『コミュニティ』か

ら『室内住環境（住まい） 』を経て間接的にも影

響される。これにより、以下の結果を得た。 

・同モデルの適合度も良好であり、同モデルによ

り『健康』の 29%を説明できることが明らかとな

った。 

地域区分による母集団の異質性（等質性）の検

討のため、多母集団同時分析を行った。尚、制約条

件は、測定モデルの因子パタンが群間で等しいも

のとしている。これにより、以下の結果を得た。 

・どの都市においても健康の決定係数は概ね 30%

を示した。北九州市、梼原町、小布施町の 3 都市

に共通するモデルが存在することが明らかとなっ

たが、「地方都市－郊外農山村（梼原町）」→ 「地

方都市－まちなか（小布施町）」→ 「都市圏－郊外

住宅地（北九州市）」となるにつれ、『住まい』から

『健康』への影響が小さくなり、逆に『コミュニテ

ィ』から『健康』への影響が大きくなる傾向が見ら

れるなど、都市形態・規模による健康要因の異質

性が示唆された。これは強い制約条件を与えた際

の適合度にも表れており、これまでに各都市単独

で、作成したモデルの有用性が認められる結果と

なった。 

 

C2．健康維持増進住宅研究_第二フェーズ 2) 

C2.1．概要 

住宅や地域の健康環境品質を向上し、生涯健康・

生涯現役を実現するための、新たな住宅環境やコ

ミュニティのあり方を検討するため、関連する産・

学・官の協力体制のもとに、今後の住宅市場にお

けるイノベーション達成を視野に入れつつ、市場

改革・学術改革・政策改革を目指して、健康維持増

進を実現する住宅環境に関する研究を行うことを

目的に、2010-2012 年度に実施された。委員長は

村上周三建築研究所理事長である。第一フェーズ

と同様に全体委員会の下にある開発企画委員会と

「健康維持増進住宅研究コンソーシアム」に設け

られた「健康影響低減部会」、「健康増進部会」、「設

計ガイドライン部会」、「健康コミュニティガイド

ライン部会」が連携して研究が進められた。 

C2.2．主な成果 

（１）健康影響低減部会 

この部会は，健康に及ぼす各種の影響要因を医

学的，建築的観点から明確にし，それらを排除し

て健康で快適な環境を実現するためのガイドライ

ン案，要素技術，設計手法，ライフスタイルなどを

提案することを目的とする。特に，以下に示す重

点的に検討すべき健康影響要因に着目した。 

①室内空気汚染 

②室内の湿気問題 

③室内の熱環境問題 
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④屋外環境が与える健康影響 

⑤その他の健康要因 

⑥健康影響低減のためのライフスタイル 

以下には、これらのうち主な成果を示す。 

 

図１ 健康影響の原因となる各種要因 

 

室内空気環境・湿気環境と健康影響については、

本調査において実施した『居住環境と児童のアレ

ルギー性疾患の関連性についての詳細なアンケー

ト調査（ n = 1,662）』をもとに，室内の結露やカ

ビの発生といった住宅のDampnessと各アレルギ

ー症状との間に何らかの関連性について分析した。

これにより、以下の結果を得た。 

・北海道から九州・沖縄地方に至るまで「アレル

ギー性症状」の有症率は各地域で 50%を超え，程

度の差はあるが半数の児童は何らかの症状を有し

ている。症状別では，「花粉症様症状」が北海道で

40%，東北地方以南では 50%を超えている。特に，

関東地方では 60%と高い割合を示している。 

ダンプネス（高湿度環境）の程度を代表する指標

として Dampness Index を用いた。これは、居間

と寝室の結露，カビ，水シミの発生の有無を加算

したものであり，「0」はいずれも発生せず「6」は

両室に結露等が全て発生することを表している。

北海道や東北地域では Dampness Index が「3」や

「4」の住宅割合が高い。一方，関東以南では「1」

や「2」割合が増加しており，寒冷な地域の方がダ

ンプネス状態を申告する割合が高い。また，いず

れの地域でも居間よりも寝室の方で指標が大きい

割合が増加する。 

ダンプネスが各アレルギー性症状に与える影響

程度を明らかにするために多変量ロジスティック

回帰分析を行い，性別や両親のアレルギー既往歴

などの交絡因子で調整を行った調整オッズ比（OR）

と 95%信頼区間を算出した。これにより、以下の

結果を得た。 

・「持続性せき」や「気道過敏症」「喘息様症状」

と，カビの「窓サッシ以外の両室（居間と寝室）発

生」には有意な関連性が見られ，症状に与える影

響が大きい。水シミに関しても，「窓サッシ以外の

両室に発生」している場合に「持続性せき」や「気

道過敏症」の OR が有意に 1.0 以上となった。 

Dampness Index と各症状との関係についてみ

ると，「気道過敏症」や「喘息様症状」にて

Dampness Index が増加するほど， OR が 1.0 よ

り大きくなる傾向を示した。つまり、ダンプネス

状態が複数発生しそれらが重度化するほど，発症

の確率が高くなる。カビや水シミの発生という高

湿度環境から誘発される問題と，呼吸器・アレル

ギー性疾患との関連についての疫学調査は海外で

多く実施されており， WHO によるガイドライン

では，ダンプネスが健康への阻害要因として関与

していることはほぼ間違いないとしている。本調

査においても，ダンプネスに起因する微生物汚染

等の種々の問題が健康に与える影響を無視するこ

とができないことが明らかとなった。 

住宅の低湿度環境は冬季に発生しやすく，肌，

喉，目，粘膜の乾燥感と関連している。過度な感想

状態がアトピー性皮膚炎の悪化の一因になる等，

居住者の健康に直接影響する場合や，インフルエ

ンザウィルスの生存率増加のように二次的に影響

するといわれている。このように，低湿度環境が

居住者の健康に影響を及ぼす可能性は依然として

指摘されているものの，健康被害低減の観点から

見た防除法の提示には至っていない。そこで，住

宅の低湿度環境に起因する健康影響と居住環境要

因の実態を把握するとともに，それらの関連性を

明らかにすることを目的として，インターネット

を介した全国規模のアンケート調査を行った。

Web サイトを通じたアンケート調査で、対象は全

国の住宅とし，有効回答数は 3,879 件（回収率
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83.3%）である。質問内容は，乾燥感の度合い，過

乾燥による建物側の被害状況，過乾燥による健康

状態の悪化の程度等の低湿度環境の状況、住宅属

性、住まい方である。これにより、以下の結果を得

た。 

・乾燥を問題と考えている割合は全体の 37.1%，

そのうち「健康に何らかの影響や被害を受けてい

る」割合が全体の 22.8%である。健康影響には， 

「風邪を引きやすい（12.3%）」「喉が痛い（9.0%）」

「アレルギー悪化（2.4%）」などが挙げられている。 

また、乾燥感と居住環境要因との関連性を把握

するために， 従属変数として，「乾燥による健康

被害あり」「健康被害なし」を二値化したダミー変

数を用いた多重ロジスティック回帰分析からは以

下の結果を得た。 

・乾燥を原因とする「健康被害あり」との回答に

は， 性別，年代，暖房運転，換気運転， 空気汚染

の知覚が強く関連していることがわかった。 

・性別では「女性」のオッズ比が l.20(p＜0.01）と

女性の方が被害を訴える傾向にある。 

・年代では，「30 歳代」以降の年齢層のオッズ比が

1.00 以下となり，特に，「40 歳代」「50 歳代」「60

歳代以上」では，「20 歳代」の方が被害を訴えてい

る。 

・断熱水準と乾燥による健康被害とには強い関連

性は見られないものの，「無断熱」の方が健康被害

を訴える傾向にある。「次世代省エネ基準」のオッ

ズ比は 0.61(p<0.05）であり， 断熱水準の向上が

健康影響低減に寄与することが示唆される。 

・暖房・換気運転では， 「終日運転」「常に運転」

と比べて，運転時間が短い方が健康被害がないと

回答する傾向が見られ，安定した温度環境や乾燥

した換気用外気の導入による低湿度環境が乾燥傾

向を促進していると考えられる。しかしながら，

空気汚染を「感じる」のオッズ比は 1.71(p<0.01）

と高く，健康被害が生じているのは，低湿度環境

が直接影響する場合のみとはいえないことが示唆

され，居住者が低湿度以外の空気質により乾燥す

ると知覚している可能性を検討する必要がある。 

屋外気温の変化と睡眠および疲労との関連性を

把握するために、夏季と冬季のそれぞれに対して

連続する 2 週間を 3 期（6 日間ずつ）選び、記述

式のアンケート調査を実施した。対象者は大阪府

内に居住する 20 歳以上の男女約 200 名とした。

睡眠の状況に関しては、過去 1 か月の睡眠状況を

問う日本語版ピッツパーグ睡眠質問票（PSQI・J)

を応用した SleepQuality Index for Daily Sleep 

(SQIDS) （毎日の睡眠を評価する指標で、総合得

点が高いほど睡眠が悪いと評価される）を用いて

評価した。疲労の状況に関しては、Chalder の疲

労尺度日本語版（DCFS)（慢性疲労の評価尺度で、

スコアが高いほど疲労している。）を用いて評価し

た。これにより、以下の結果を得た。 

・外気温が睡眠に与える影響について、ベースス

コア、闇値気温、気温感応度を推定した結果、図 2 

(左)に示すように 4.5 点がベーススコアとなり、暑

熱側では 18℃が闇値となる分岐が認められた。一

方で、寒冷側では分岐が認められなかった。l8℃超

では l℃あたり0.1点の割合で得点が増加すると推

定された。この結果と SQIDS のカットオフスコ

アである 3.8 点を基にして、睡眠に問題を生じる

人口の増加率を推計したところ、1℃の上昇で

0.84%の増加となった。睡眠に関して冬季に感応

が認められなかったのは、冬季には寝具や着衣に

より寝床内気候を適切に保つことができるためと

推察される。図 3 に就寝中の冷房利用と SQIDS ス

コアの関係を示すと、冷房を利用しない回答者の

SQIDS スコアは外気温の影響を受けない一方で、

冷房を利用した回答者は外気温の上昇により有意

に増加した。 

外気温が疲労に与える影響について、ベースス

コア、闇値気温、気温感応度を推定した結果、図 2 

(右)に示すように 9.7 点がベーススコアとなり、暑

熱側では 26℃、寒冷側では 12℃が闇値となる分

岐が認められた。気温感応度については、暑熱側

は 1℃あたり 0.2 点、寒冷側は℃あたり 0.18 点の

割合で得点が変化すると推定された。この結果と

DCFS のカットオフスコアである 8.6 点を基にし

て、疲労に問題を生じる人口の増加率を推計した

ところ、暑熱側では l℃の上昇で 0.76%の増加、寒

冷側では 1℃の上昇で 0.6%の減少となった。 
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図 2 健康影響の原因となる各種要因 

 

 

図 3 健康影響の原因となる各種要因 

 

屋外環境の高温化による睡眠問題・疲労への影

響については、因果関係に関する検討を深めるべ

く、睡眠や疲労に及ぼす影響に関するアンケート

調査として、睡眠や疲労の程度に関する調査を実

施した。これにより、以下の結果を得た。 

・エアコンを積極使用する回答者は暑熱により疲

労が悪化しやすい一方で、エアコンの使用頻度が

低い回答者は影響を受けにくいこと、夏季にはエ

アコン利用により睡眠の質が良化するが、設定温

度の影響も大きく受けることが示された。 

大阪府において、過去 35 年間の気温上昇によっ

て生じる人間健康全般に与える影響を DALY 

(disability adjusted life year：障害調整生命年）

を基にして各疾病の被害量を金銭価値で評価し、

以下の結果を得た。 

・通年では 207 億円［Eco Index Yen］の健康被害

が増加していることを示した。 

（２）健康増進部会 

住環境・ライフスタイルと健康状態の一つであ

る「腰痛／肩こり」との関連を明らかにし、住環境

による健康維持増進の効果を確認するためwebよ

るアンケート調査をした。住宅で過ごす時間の長

い女性で腰痛・肩こりの既往者 5000 名を対象と

した。「居住環境・生活行動」が「腰痛・肩こり」

に影響するという仮説を証明し、その影響度を定

量的に把握することを目的とし、共分散構造分析

を行った。これにより、以下の結果を得た。 

・『慢性腰痛』の 54%を『ストレス、疲労感』、『住

まいの満足度』、『家事の楽しみ』で説明できるこ

とがわかり、『住まいの満足』と『家事の楽しみ』

は『慢性腰痛』に直接的にはわずかに増やす方向

に影響を与えているが、『住まいの満足』と『家事

の楽しみ』は『ストレス、疲労感』を介することに

よって間接的に『慢性腰痛』を低下させる方向に

中等度の影響を与えていた。 

また、『慢性肩こり』の 60%を『ストレス、疲労

感』、『住まいの満足度』、『家事の楽しみ』で説明

できることがわかり、『家事の楽しみ』、『住まいの

満足』は『慢性肩こり』に直接的にはわずかに増や

す方向に影響を与えているが、『ストレス、疲労感』

を介することによって、間接的に『慢性肩こり』を

低下させる方向に中等度の影響を与えていた。 

次に、腰痛・肩こりと居住環境・生活行動に関す

るアンケートにより、住環境や生活行動は、スト

レス・疲労感を経由して、慢性腰痛・肩こりに影響

を与える可能性が示された。そこで、居住環境・生

活行動がストレスに与える影響を解明する事を目

的としたアンケート調査を行った。20 歳以上の女

性 1,000 名を対象とした。①現在働いていない人、

②パート・アルバイトをしている人、③フルタイ

ムで働いている人が均等になるよう就労時間によ

り割付した。これにより、以下の結果を得た。 

・『健康度』の 73%を『ストレス度』、『住環境満足

度』、『リラックス効果』、『リラックス時間』、

『CASBEE－健康』で説明できる事がわかり、

『CASBEE－健康』の『健康度』への直接的な影

響は見られなかったが、『住環境満足度』や『スト

レス度』、『リラックス効果』を介して与える間接

的な影響は強く、CASBEE・健康得点は健康感と

相関性があるという既往の報告に一致した。『リラ

ックス時間』は『健康度』と『ストレス度』に直接

的な影響は見られなかったが、『リラックス効果』

を介しての『健康度』への間接的な影響がみられ

た。『リラックス効果』は『健康度』を増やす方向

に、『ストレス度』は『健康度』を減らす方向に強

く影響を与えていた。 
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（３）健康コミュニティガイドライン部会 

 この部会では、住宅に加え、特に「地域環境・コ

ミュニティ（以下、地域環境）」に着目し、「住宅・

地域環境」と「健康」間の関連性とそれらの影響度

をアンケート調査に基づき定量的に示すことで、

居住者の健康決定要因及びその形成構造を解明す

る。更に、他部会の研究成果も踏まえ、健康配慮型

のまちづくりを促進する地域環境整備に関するガ

イドラインの策定を行った。 

2011 年に「コミュニティの健康チェックリスト」

を作成し、その妥当性を検証するために、WEB ア

ンケート調査を実施し、さらにその結果に対応し

てリストを改訂して再度 WEB アンケート調査を

実施した。全国の 20 歳以上の一般市民を対象とし

た。これにより、以下の結果を得た。 

・住まいを考慮したコミュニティの健康チェック

リストスコアと健康の関連について、コミュニテ

ィの健康チェックリストのスコアの 4 分位と、

CASBEE 健康チェックリスト（住まいチェックリ

スト）スコアの 4 分位の双方を考慮した 16 分位

の健康指標の値について検証し、住まいとコミュ

ニティの双方のスコアが上昇するに応じて、健康

な住民（風邪や関節痛などの自覚症状のない人や、

QOL の高い人）が増加することが確認できた（図 

4）。 

自覚症状については、住まい・コミュニティの

双方が第 l 分位の無申告者割合が 6%なのに対し

て、住まい・コミュニティの双方が第 4 分位では

26%であった。同様に、身体的サマリースコアは

46.26 から 50.33 に上昇し、精神的サマリースコ

アについても 44.23 から 50.55 へ大幅に上昇して

いる。このことからも、住まいとコミュニティの

双方のチェックが重要であることを示唆している。 

 

 
図 4 健康チェックリスト、コミュニティの健康チェックリスト

スコアと健康の関連 

 

C3．住まいの健康性評価ツール CASBEE 健康チ

ェックリスト 3) 

C3.1．概要 

住まいの環境が健康に大きな影響を与えること

から、健康に悪影響が及ばない居住環境を実現す

るために活用できる「CASBEE 健康チェックリス

ト」が開発され 2011 年に公開された。一般社団法

人日本サステナプル建築協会のホームページで公

開されており、健康維持増進住宅研究委員会

CASBEE 健康・検討 WG（主査：村上周三建築環

境・省エネルギー機構理事長）が企画・編集を担当

した。 

C3.2．主な内容 

部屋・場所ごとの健康に関するチェック項目に

答えていくと、健康に影響を与える要素をみつけ

ることができる。また、全国 6,000 軒の戸建住宅

に対して行ったアンケー卜調査に基づき、自宅の

健康ランキングを知ることができる。また、図 6

に示すように、健康チェックリストの総合スコア

が高い住宅に住む人ほど慢性疾患にかかる人の割

合（有病率）が少なくなることがわかった。 
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図 5 住まいの健康性評価ツール CASBEE 健康チェッ

クリスト出力例 
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図 6 健康チェックリストの総合スコアと有病率の関係

(6,000 軒のアンケート、JSBC 調査) 

 

C4．コミュニティの健康性評価ツール CASBEE 

コミュニティの健康チェックリスト 4) 

C4.1．概要 

先に公開された、すまいのための「CASBEE 健

康チェックリスト」のコミュ二ティ版として、地

域における健康面の問題点に、居住者が事前に気

づくことができるよう、簡易診断ツール（コミュ

ニティの健康チェックリスト）が開発され 2013 年

に公開された。一般社団法人日本サステナプル建

築協会のホームページで公開されており、健康維

持増進住宅研究委員会 健康コミュニティガイド

ライン部会（部会長：伊香賀俊治慶応大学教授）が

企画・編集を担当した。 

 

C4.2．主な内容 

全部で 36 問あるアンケー卜に回答することで、

合計スコアが算出され、コミュニティを構成する 

 

 

図7 コミュニティの健康性評価ツール CASBEE コミュニ

ティの健康チェックリスト出力例 

 

要素ごとのスコアを全国の平均値と比較すること

ができる。 

 

D．考察 

健康維持増進住宅研究第一フェーズでは、住宅

内の空気質、温熱環境さらには屋外環境、コミュ

ニティと健康との関連を検討しており、屋外環境

の影響を金額へ換算する手法など今後の研究上参

考にするべき点が多くある。 

健康維持増進住宅研究第二フェーズでは、第一

フェーズにて実施されていた内容を継続して成果

を上げている。浴室・脱衣室温の許容値や屋外気

温の影響などについては具体的な数値が挙げられ

ており、住宅の健康性評価に活用できる。また、健

康チェックリスト、コミュニティの健康チェック

リストについても評価への活用が期待できる。 
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住まいの健康性評価ツール CASBEE 健康チェ

ックリストは、健康維持増進住宅研究委員会にお

ける成果を活用し、簡単なインターフェースで自

宅の居住環境の健康性を判断できるツールとして

の活用が可能である。 

コミュニティの健康性評価ツール CASBEE コ

ミュニティの健康チェックリストは、健康維持増

進住宅研究委員会における成果を活用し、自宅の

おかれたコミュニティの状況から地域における健

康面の問題を判断できるツールとしての活用が可

能である。 

 

E．結論 

 「健康維持増進住宅研究成果にもとづくエビデ

ンス整理」との課題に対応して、「健康維持増進

住宅研究」及びこれに付随する研究成果等を整理

した結果、住宅内の空気質、温熱環境さらには屋

外環境、コミュニティと健康との関連に関する各

種の調査・研究成果が示されていた。また、これ

らの研究過程で示された成果を活用した、「住ま

いの健康性評価ツール CASBEE 健康チェックリ

スト」、「コミュニティの健康性評価ツール

CASBEE コミュニティの健康チェックリスト」

は健康面の問題を判断できるツールとしての活用

が可能である。 

 

F．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

 

２．学会発表 

  なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

居住に係る健康エビデンスの収集・整理 

スマートウェルネス住宅研究開発委員会成果のエビデンス整理 

研究分担者  長谷川 兼一  秋田県立大学 システム科学技術学部 教授 

 

研究要旨 

スマートウェルネス住宅研究開発事業は、一般社団法人日本サステナブル建築協会が主体となり、

全国各地の医学・建築環境工学の学識者で構成する委員会（委員長：村上修三，東京大学名誉教授）

を構成している。平成 26 年度から令和元年度にかけて断熱改修を予定・実施する住宅を対象として、

改修前後における居住者の血圧や活動量等を計測し、住環境の変化に伴う健康への影響を評価してい

る。調査が終了した直後から得られたデータ（改修前後を対象にした約 1,800 世帯，約 3,600 人を対

象）を分析し、以下の観点から貴重な知見を社会に発信している。 

① 家庭血圧と室温 

② 健康診断数値と室温 

③ 過活動膀胱・睡眠障害と室温 

④ 入浴習慣と室温 

⑤ 疾病・症状と室温 

⑥ 身体活動と温熱環境 

また、過年度に環境調査を実施した世帯に対してコホート調査を企画し、改修を終えた住宅の毎冬

の状況を把握することにより、断熱水準による健康影響について検証を継続し，断熱と健康に関する

更なる知見を蓄積がされている。 

A．概要 

 スマートウェルネス住宅研究開発事業は、一般

社団法人日本サステナブル建築協会が主体となり、

全国各地の医学・建築環境工学の学識者で構成す

る委員会（委員長：村上修三、東京大学名誉教授）

を構成している。平成 26 年度から令和元年度にか

けて断熱改修を予定・実施する住宅を対象として、

改修前後における居住者の血圧や活動量等を計測

し、住環境の変化に伴う健康への影響を評価して

いる。調査が終了した直後から得られたデータ（改

修前後を対象にした約 1,800 世帯、約 3,600 人を

対象）を分析し、以下の観点から貴重な知見を社

会に発信している。 

① 家庭血圧と室温 

② 健康診断数値と室温 

③ 過活動膀胱・睡眠障害と室温 

④ 入浴習慣と室温 

⑤ 疾病・症状と室温 

⑥ 身体活動と温熱環境 

また、過年度に環境調査を実施した世帯に対して

コホート調査を企画し、改修を終えた住宅の毎冬

の状況を把握することにより、断熱水準による健
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康影響について検証を継続し、断熱と健康に関す

る更なる知見を蓄積がされている。 

 

B．調査結果 

B1．家庭血圧と室温 

 「高血圧治療ガイドライン 2019」1)では、生活

習慣の修正に伴う高血圧予防・降圧の効果につい

て防寒の重要性に触れており、高血圧患者に対し

ては冬季の暖房に配慮すべきであることに言及し

ている。特に、日本の住宅ではトイレや浴室・脱衣

所を暖房する習慣がないため、寒冷曝露が懸念さ

れている。そこで、この事業において、防寒・暖房

の科学的根拠を補強するために、家庭血圧と室温

との関連性についての以下の知見が提示された。 

・ 年齢・性別・生活習慣・室温を説明変数とした

血圧推計モデルをマルチレベル分析により構

築した。このモデルを用いて高血圧者の割合

が 50％未満となる室温が提示された。 

・ 高齢者ほど、起床時の血圧は気温の影響を受

けやすい。なお、女性の方が血圧は低い傾向に

ある。 

・ 断熱改修前後の様子を比較すると、改修後の

起床時の血圧は、最高血圧が 3.1mmHg、最低

血圧が 2.1mmHg 有意に低下している。 

・ 断熱改修による起床時最高血圧の低下量は、

ハイリスク者（年齢 65 歳以上、男性、塩分 14

点以上、喫煙あり、飲酒あり、汗かく運動なし、

高血圧通院あり）ほど有意に大きい。 

B2．健康診断数値と室温 

健康診断により得られている血中脂質、血糖値、

心電図の結果と室温との関連性が検証された。分

析をあたっては、在宅中の曝露温度を 12℃、18℃

を閾値として、温暖群、準寒冷群、寒冷群の三群

に分け、各群の属性（年齢、性別、食生活など）

を調整した多変量解析が行われた。その結果、以

下の知見が提示された。 

・ 総コレステロール値と Non-HDL コレステロ

ール値は、温暖群と比較して寒冷群が有意に

高い。 

・ 温暖群と比較して寒冷群では、心電図異常の

割合が有意に高い。 

B3．過活動膀胱・睡眠障害と室温 

過活動膀胱とは、尿意切迫感を主症状とし、頻

尿症状を併発する症候群である。日本では、40 歳

以上の 12.4%が症状を有しており、年齢が高いほ

ど有病率は高く、80 歳以上の有病率は 38%程度

まで上昇している。そこで、断熱改修前後で過活

動膀胱と睡眠障害が改善されたかが検証され、以

下の知見が提示された。 

・ 過活動膀胱と室温との関連では、就寝前の室

温が 18℃以上と比較して 12℃未満では、有

病率が 1.4 倍となる。 

・ 過活動膀胱の発症は、改修後の冬季就寝前室

温が上昇すると抑えられている。 

・ 夏暑く、冬寒い住宅で暮らすことは、冬季に

過活動膀胱に罹患するリスクが上昇する。 

・ 断熱改修による就寝後の寝室の SET*の改善

が睡眠障害の解消に寄与する可能性が示唆

される。 

B4．入浴習慣と室温 

厚生労働省人口動態統計によると、入浴中溺死

者数は交通事故死者数を超えている。この原因の

一つとして、冬季の寒冷な住環境では熱いお湯に

長時間つかるという危険な入浴習慣が挙げられ

ている。そこで、居間と脱衣所の室温に着目した

分析が行われ、以下の知見が提示された。 

・ 居間と脱衣所の冬季の在宅時平均室温が

18℃以上の住宅では、入浴事故リスクが高い

とされる熱めの入浴をする確率が有意に低

い。 

・ 断熱改修後に居間と脱衣所の室温が上昇し

た住宅では、危険な熱めの入浴が有意に減少

している。 

B5．疾病・症状と室温 

居間や脱衣室の室温、居間床近傍の室温が高血

圧、関節症、腰痛症、糖尿病との関連性が検証さ

れ、以下の知見が提示された。 

・ 居間が 18℃未満の住宅群では、関節症である

割合が有意に高い。これは、皮膚表層部の血

流量が減少し、周辺の筋肉が硬直することと

関連している。 
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・ 居間が 18℃未満の住宅群では、腰痛症である

割合が有意に高い。 

・ 居間が 18℃以上であっても脱衣所が 18℃未

満の住宅群は高血圧症である割合が高い。さ

らに、居間と脱衣所ともに 18℃未満のであれ

ば、高血圧症である可能性がより高くなる。 

・ 居間が 14℃以上であっても、脱衣所が 14℃

未満の住宅群では、糖尿病である可能性が高

い。このような住宅は室間の温度差が大きい

ことになる。 

 また、断熱改修前後の居間の室温変化と各種疾

病・症状との関連性が検証され、以下の知見が提

示された。 

・ 床近傍室温が 3℃以上低下すると、つまずき・

転倒や骨折・捻挫の頻度が高くなる可能性が

ある。 

・ 居間室温が 1℃以上上昇すると、風邪の頻度

が低くなる可能性がある。 

・ 居間室温が 3℃以上上昇すると、腰痛の頻度

が低くなる可能性がある。 

B6．身体活動と温熱環境 

住宅内で座位時間が長くなると、総死亡リスク

が高くなるといわれている。我が国では、コタツ

の使用やトイレや脱衣所のような非居室が寒い

住宅が多いため、座位行動が長時間になる可能性

が高いと推察される。そこで、冬季の暖房使用と

住宅内の座位行動・身体活動との関連性が検討さ

れた。分析には調査 4 年間に得られた 3,482 名の

データが用いられ、線形混合モデルにより関連因

子の有意性が評価されている。その結果、以下の

知見が提示された。 

・ 断熱性能が低い住宅では、暖房を適切に使用

し、居室・非居室を暖かく保つことで、男女と

も座位行動が抑制され、身体活動を促進させ

る可能性がある。 

・ 居室では、局所暖房を使用せずに部屋を暖め

る暖房、脱衣所・トイレなどの非居室では、寒

さを我慢せず滞在時のみでも暖房することが

重要である。 

 

F．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

 

２．学会発表 

  なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし 

 

＜参考文献＞ 

1） 日本高血圧学会高血圧治療ガイドライン作成

委員会：高血圧治療ガイドライン 2019，高血

圧学会，2019 年 3 月 

2） 一般社団法人 日本サステナブル建築協会：

スマートウェルネス住宅等推進調査事業 報

告書，令和 3 年 3 月 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

健康増進に関わる住宅環境に関する国際機関の動向と関連文献等の調査 

 

分担研究者  東  賢一   近畿大学 医学部 准教授 

研究協力者  中間 千香子  近畿大学 医学部 助教 

 

研究要旨 

住環境による居住者の健康影響として、主として室内環境化学物質に起因するシックハウス症候群

や化学物質過敏症、真菌・ダニ等によるアレルギー疾患、室内温度に起因する高血圧、脂質異常症、

虚血性心疾患、脳血管障害等の多様な疾病が示唆されている。本分担研究では、主として生活習慣病

等に関わる住宅環境要因について、世界保健機関（WHO）の動向や関連文献を収集・整理し、これら

のエビデンスに関わる情報をとりまとめた。WHO では、2018 年 11 月に住宅と健康のガイドライン

を公表して以降、これらのガイドラインを各国がどのように実施できるかについての議論が行われて

きた。とりわけアフリカやアジア等の途上国を中心に議論が進められ、2020 年 1 月にはジュネーブ

で会合が開催された。但し、ガイドラインをどのように実行するかについては、各国の社会経済状況

の影響を大きく受けることもあり、各国における WHO の住宅と健康のガイドラインの実践をサポー

トする目的で、各国における健康住宅に関係する法規制等をレビューして「Repository: 所蔵庫」と

してとりまとめたものを 2021 年 1 月に公表した。また、COVID-19 の世界的流行の状況下において、

基本的な感染予防策に加えて、予防的措置として、適度な室内換気を確保することや、そのための改

善方法に関するロードマップを 2021 年 3 月に公表した。その他の文献調査では、建築物室内の温度、

湿度、換気と居住者の健康影響との関係に関する文献レビュー、ダスト中準揮発性有機化合物

（SVOC）の指針値に関する検討結果について、国際雑誌に論文として公表した。また近年、住宅環

境として、住宅周辺の緑化環境（Greenness）が生活習慣病（循環器疾患、悪性腫瘍等）のリスク低

減に関与することを示唆する疫学研究が欧米諸国で報告されている。住環境による健康増進に向けた

新たな分野として、このことに関する疫学研究のレビューを行った。緑化環境から期待される事象と

しては、自然緑化や人工的な緑化によって、ストレスや不安の緩和、大気汚染や騒音の低減、ヒート

アイランド化の低減、身体活動の促進がある。文献レビューの結果、緑化環境との関係が示唆される

アウトカムとして、総死亡、虚血性心疾患、脳卒中、高血圧、糖尿病、メンタルヘルス、肥満との関

係が示唆されていた。 

A．研究目的 

住宅環境による居住者の健康影響としては、室

内環境化学物質に起因するシックハウス症候群、

真菌・ダニ等によるアレルギー疾患、室内温度に

起因する高血圧、脂質異常症、虚血性心疾患、脳血

管障害等の多様な疾病が示唆されている。このう

ち室内環境化学物質については、国際機関や国内

外で室内空気中濃度の指針値設定等の対応がとら

れてきた。しかしながら、引き続き課題が残され

ており、国内外で取り組みが進められている。ま

た、世界保健機関（WHO）は 2018 年に「住宅と

健康のガイドライン（ Housing and Health 
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Guidelines）」を公表し、過剰な暑さや寒さ（excess 

heat and cold）、住居内の過密性（感染症対策）

（crowding）、住居内のアクセスのしやすさ（バリ

ア フ リ ー な ど の 高 齢 者 や 障 害 者 対 応 ） : 

（ accessibility of housing for people with 

functional impairments）、傷害要因に対する安全

性（ベランダの手すり、階段の落差など）: （home 

injury）に関するガイドラインを作成した。 

本分担研究では、主として生活習慣病等に関わ

る住宅環境要因について、WHO の動向や関連文

献を収集・整理し、これらのエビデンスに関わる

情報をとりまとめた。 

 

B．研究方法 

本分担研究者の東は WHO の住宅と健康のガイ

ドライン開発グループのメンバーであり、WHO

の動向については会合の状況や公表資料等をもと

にとりまとめる。またその他、関連する報告書、関

連学会の資料、関連論文をインターネットおよび

文献データベースで調査する。 

 

（倫理面での配慮） 

本研究は、公表されている既存資料を中心とし

た情報収集を行った後、それらの整理を客観的に

おこなうものであり、特定の個人のプライバシー

に係わるような情報を取り扱うものではない。資

料の収集・整理にあたっては、公平な立場をとり、

事実のみにもとづいて行う。本研究は、動物実験

および個人情報を扱うものではなく、研究倫理委

員会などに諮る必要のある案件ではないと判断し

ている。 

 

C．研究結果及び考察 

C1．WHO の住宅と健康のガイドラインの状況 

C1.1．住宅と健康のガイドラインの概要 

これまで WHO では、居住環境の衛生に対する

ガイドラインとして、室内空気質ガイドライン（汚

染物質、湿気とかび、家庭内での燃料の燃焼）、飲

料水質ガイドライン、夜間騒音ガイドライン、石

綿や鉛汚染に対する勧告、ラドンハンドブック、

受動喫煙防止の政策提言を公表してきた。しかし

ながら、健康住宅の基本原則や近年の調査結果等

を踏まえると、過剰な暑さや寒さ（excess heat and 

cold）、住居内の過密性（crowding, 感染症対応）、

住居内のアクセスのしやすさ（accessibility of 

housing for people with functional impairments, 

バリアフリーなどの高齢者や障害者対応）、傷害要

因に対する安全性（home injuries, ベランダの手

すり、階段の落差など住居内負傷への対応）の 4

項目に対して新たにガイドラインを開発すべきと

判断した。そして、既往のガイドラインの要約を

統合して包括的な住宅と健康のガイドラインを開

発し、2018 年 11 月に公表した。 

住宅と健康のガイドラインでは、室温の低下に

より血圧の上昇がみられ、循環器疾患のリスクが

高まること、また、COPD や小児の喘息のリスク

が上昇することが過剰な寒さによる健康影響とし

てあげられた。そこで、室内の寒冷による健康影

響を防止するために十分な室温を確保すること、

具体的な室温としては、温暖または寒冷な気候の

国では寒冷期の室温として 18℃以上を推奨する

ことがガイドラインとして勧告された。なお、建

物における断熱に関しては、断熱手段によって断

熱効果が異なるため、具体的な断熱手段までは勧

告せずに、寒冷期を有する地域では効果的で安全

な断熱手段を導入することがガイドラインとして

勧告された。室温 18℃以上の勧告については、高

齢者、小児、慢性疾患（特に循環器疾患）を有する

居住者等の高感受性集団に対しては、長期間の影

響等に関してさらに科学的知見を充実すべきであ

ることから、18℃よりも高い温度が必要となるか

もしれないことが補足されている。 

室内での過剰な暑さでは、睡眠障害、循環器疾

患、血圧上昇のリスクが高まるとし、外気温が高

い地域では室内における過剰な暑さを防ぐための

対策をとることがガイドラインとして勧告された。

なお、過剰な暑さに関しては、住宅の室温と健康

影響を直接評価した質の高い研究が極めて少なく、

具体的な室温を勧告するには至らなかった。 

住居内の過密性に関しては、結核やインフルエ

ンザ等の呼吸器感染症や、下痢や胃腸炎等を生じ

る感染症の二次感染リスク、精神的ストレスや睡
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眠障害のリスクが高まることから、住居内の過密

性を低減するための対策をとることがガイドライ

ンとして勧告された。住居内のアクセスに関して

は、落下や転倒等による傷害、生活の質の悪化、心

理的影響のリスクが高まることから、身体障害者

や高齢者がアクセスしやすい住宅を適切な割合で

確保することがガイドラインとして勧告された。

住居内の傷害要因に関しては、火傷、落下や転倒

等による外傷のリスクが高まることから、住宅に

安全装置（煙や一酸化炭素の警報器、階段のゲー

ト、窓の柵など）を設置し、不測の傷害をもたらす

有害要因を低減する手段をとることがガイドライ

ンとして勧告された。 

その他、飲料水の水質、空気質、有害物質（石綿、

鉛、ラドン）、騒音、受動喫煙に関しては、既往の

ガイドラインが要約されて収載されている。 

C1.2．住宅と健康のガイドラインを満たす住宅の

実現に向けた取り組み 

WHO では、住宅と健康のガイドラインを公表

後、これらのガイドラインを各国がどのように実

施できるかについての議論が行われてきた。とり

わけアフリカやアジア等の途上国を中心に議論が

進められ、2020 年 1 月にはジュネーブで会合が開

催された。但し、ガイドラインをどのように実行

するかについては、各国の社会経済状況の影響を

大きく受けることもあり、各国における WHO の

住宅と健康のガイドラインの実践をサポートする

目的で、各国における健康住宅に関係する法規制

等をレビューして「Repository: 所蔵庫」としてと

りまとめたものを 2021 年 1 月 28 日に公表した。

なお、2020 年 1 月の会合の内容は、報告書として

のとりまとめを進めており、追って公開される予

定である。 

C1.3．良質な室内換気のためのロードマップ 

2020 年初めに新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）が世界的に大流行し、現在も継続し

ている。COVID-19 の主要な感染経路は、飛沫感

染と接触感染である。しかしながら、エビデンス

は不十分ではあるが、閉鎖空間で飛沫核感染（空

気感染）が生じた可能性がある事例がいくつか報

告されており、予防的措置として適度に換気を行

うことが推奨されている。 

そこで WHO では、COVID-19 の状況下におい

て、適度な室内換気を確保することや、そのため

の改善方法について、関連する専門家によるレビ

ューを改めて行い、そのロードマップを 2021 年 3

月 1 日に公表した。 

室内換気は、COVID-19 を含む呼吸器感染症の

拡大を抑える（limit）包括的なパッケージの一部

であるが、換気だけ（例え適切に実施されていて

も）では適切な保護レベルを提供するには不十分

であり、マスク着用、手指消毒、身体的距離、咳エ

チケット、検査、接触者追跡、検疫、隔離、他の感

染予防策が SARS-CoV-2 の二次感染を防止するに

は決定的に重要（critical）としたうえで、医療施

設（WHO, 2009）、非住居施設（EN 16798-1）、住

居施設（EN 16798-1）における適正な室内換気量

や空気浄化装置の使用および改善策に関するロー

ドマップ（WHO の医療施設に対する感染予防ガ

イドライン、欧州規格の換気基準等をとりまとめ

たもの）を公開している。建物のオーナーや管理

者は、適切な状態で空調設備等が運用されている

かをチェックするよう推奨している。 

C2．換気の悪い密閉空間を改善する換気方法 

COVID-19 の感染拡大に対する予防的措置とし

て、適度に換気を行うことを推奨するにあたり、

日本では厚生労働省から、「換気の悪い密閉空間」

を改善するための換気量として一人あたり毎時

30m3 の必要換気量（窓の開放による方法では、換

気回数を毎時 2 回以上）が推奨されている。しか

しながら、換気を過度に意識して実施することに

より、夏場であれば室内温度が上昇して熱中症の

リスクが増大し、冬場であれば室内温度が低下し

て血圧上昇や虚血性心疾患等の循環器疾患のリス

クが増大することが懸念される。 

そこで、厚生労働省の新型コロナウイルス対策

本部では、COVID-19 の予防と夏期の熱中症や冬

期の循環器疾患等の予防をどのように両立させる

かについて、本研究班の分担研究者の一部の協力

のもと、推奨される方法をとりまとめて公表した。 

推奨方法としては、夏期であれば、居室の温度

および相対湿度を 28℃以下および 70％以下に維
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持できる範囲内で、２方向の窓を常時、できるだ

け開けて、連続的に室内に空気を通すこと。冬期

であれば、居室の温度および相対湿度を 18℃以上

かつ 40%以上に維持できる範囲内で、暖房器具を

使用しながら、一方向の窓を常時開けて、連続的

に換気を行うこととしている。 

C3．室内環境要因に関する文献レビュー 

C3.1．建築物室内の温度、湿度、換気と居住者の

健康影響との関係に関する文献レビュー 

欧州の知人とともに、標記の文献レビューを実

施し、国際雑誌で公表した。温度に関しては、WHO

の住宅と健康のガイドラインで推奨温度が示され

ている。健康影響を指標とした場合（WHO の住宅

と健康ガイドライン）以外では、労働生産性に対

する適正温度の推奨範囲は 22～24℃と報告した。

また、健康、労働生産性、感染リスクを指標とした

相対湿度の適正範囲は 40～60%、換気は急性及び

慢性的な健康影響のリスクを低減し、生産性を改

善することを近年の研究のレビューの結果として

報告した。 

C3.2．ダスト中準揮発性有機化合物（SVOC）の

指針値に関する検討 

フランス環境労働衛生安全庁（ANSES）は、室

内ダスト中化学物質のガイドラインの検討を行っ

ている。但し、その方法論を検討するにあたり、各

国の専門家からの意見を収集しており、2019 年 9

月に非公開の国際ワークショップ「Technical 

workshop on reference values for indoor dust」

をパリで開催した。分担研究者の東は、健康リス

ク評価の専門家として招聘されて本ワークショッ

プに出席した。 

ANSES は、室内ダスト中化学物質のガイドラ

インとして、フタル酸エステル類と鉛のガイドラ

インの検討を行っている。本ワークショップでの

議論の内容は、国際雑誌「Indoor Air」に原著論文

として出版された。なお、室内ダスト中のガイド

ラインの設定に関しては、ダストのサンプリング

や測定方法などに課題があり、明確な結論を出す

には至らなかった。しかしながら、SVOC の曝露

経路は、吸入曝露、経口曝露、経皮曝露と複数存在

し、ダスト、空気中ガス、空気中微粒子、飲食物と

曝露媒体も複数存在する。これらの媒体からの総

体内負荷量を減らすことが健康影響を防止するう

えで重要であり、室内ダスト中化学物質のガイド

ラインの設定が政策の一部として重要であること

を勧告した。 

C4．生活習慣病と緑化環境（Greenness）に関す

る文献レビュー 

近年、住宅環境として、住宅周辺の緑化環境が

生活習慣病（循環器疾患、悪性腫瘍等）のリスク低

減に関与することを示唆する疫学研究が欧米諸国

で報告されている。住環境による健康増進に向け

た新たな分野として、このことに関する疫学研究

のレビューを行った。 

Pubmed のデータベース初期から 2020 年 11 月

までの期間で検索を行った結果、180 件が出力さ

れた。緑化環境から期待される事象としては、自

然緑化や人工的な緑化によって、ストレスや不安

の緩和、大気汚染や騒音の低減、ヒートアイラン

ド化の低減、身体活動の促進がある。文献レビュ

ーの結果、緑化環境との関係が示唆されるアウト

カムとして、総死亡、虚血性心疾患、脳卒中、高血

圧、糖尿病、メンタルヘルス、肥満との関係が示唆

されていた。 

 

D．総括 

WHO では、2018 年 11 月に住宅と健康のガイ

ドラインを公表して以降、これらのガイドライン

を各国がどのように実施できるかについての議論

が行われてきた。とりわけアフリカやアジア等の

途上国を中心に議論が進められ、2020 年 1 月には

ジュネーブで会合が開催された。但し、ガイドラ

インをどのように実行するかについては、各国の

社会経済状況の影響を大きく受けることもあり、

各国における WHO の住宅と健康のガイドライン

の実践をサポートする目的で、各国における健康

住宅に関係する法規制等をレビュ ーして

「Repository: 所蔵庫」としてとりまとめたもの

を 2021 年 1 月 28 日に公表した。また、COVID-

19 の世界的流行の状況下において、基本的な感染

予防策に加えて、予防的措置として、適度な室内

換気を確保することや、そのための改善方法に関
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するロードマップを2021年3月1日に公表した。

その他の文献調査では、建築物室内の温度、湿度、

換気と居住者の健康影響との関係に関する文献レ

ビュー、ダスト中準揮発性有機化合物（SVOC）の

指針値に関する検討結果について、国際雑誌に論

文として公表した。また、近年、住宅環境として、

住宅周辺の緑化環境（Greenness）が生活習慣病

（循環器疾患、悪性腫瘍等）のリスク低減に関与

することを示唆する疫学研究が欧米諸国で報告さ

れている。住環境による健康増進に向けた新たな

分野として、このことに関する疫学研究のレビュ

ーを行った。緑化環境から期待される事象として

は、自然緑化や人工的な緑化によって、ストレス

や不安の緩和、大気汚染や騒音の低減、ヒートア

イランド化の低減、身体活動の促進がある。文献

レビューの結果、緑化環境との関係が示唆される

アウトカムとして、総死亡、虚血性心疾患、脳卒

中、高血圧、糖尿病、メンタルヘルス、肥満との関

係が示唆されていた。 
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衛生学会総会シンポジウム, 京都, 2020 年 10

月 22 日. 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし 
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詳細データ 

 

１．WHO の住宅と健康のガイドラインの状況 

１－１．住宅と健康のガイドラインの概要 

WHO では近年、環境における不均衡または不平等（environmental inequality）の問題に取り組んで

いる。このような問題は、健康における不均衡や不平等をもたらす。特に WHO は、住宅における不衛

生や不安全な状態を重要な問題と位置づけている。住宅における主要な健康リスクは、衛生状態が十分

ではない地域では、害虫媒介感染症、水系感染症、空気感染症（結核など）、自然災害後の建築物で生じ

る感染症など、伝染性疾患（Communicable diseases: CDs）が主要な健康リスク要因であった。しかし

近年は、喘息、慢性閉塞性肺疾患、その他の呼吸器疾患、循環器疾患（心血管系疾患、脳血管障害）、悪

性腫瘍、肥満のまん延（小児含む）、傷害、生活福祉、精神保健などの非伝染性疾患（Noncommunicable 

diseases: NCDs）が主要な健康リスクとして取り上げられている。 

 

表 1 WHO の住宅と健康のガイドラインの要約 

要因 勧告内容 勧告の

レベル 

健康影響等 

過剰な寒さ ・寒冷による健康影響を防止するため

に十分な室温を確保する 

・温暖または寒冷な気候の国では、寒

冷期の室温として 18℃以上を提案す

る 

強 ・呼吸器疾患の増悪（慢性閉塞

性肺疾患[COPD]、小児の喘息） 

・血圧上昇（循環器疾患） 

寒冷期を有する地域では、効果的で安

全な断熱手段を導入する 

条件付

き 

過剰な暑さ 外気温が高い地域では、室内における

過剰な暑さを防ぐための対策をとる 

条件付

き 

睡眠障害、循環器疾患、血圧上

昇、死亡（外気温） 

住居内の過

密性 

住居内の過密性を低減するための対

策をとる 

強 結核やインフルエンザ等の呼

吸器感染症、下痢や胃腸炎、心

の健康、睡眠障害 

住居内のア

クセス 

身体障害者や高齢者がアクセスしや

すい住宅を適切な割合で確保する 

強 落下や転倒等による傷害、生活

の質（QOL）の悪化、心理的影

響 

傷害要因 住宅に安全装置（煙や一酸化炭素の警

報器、階段のゲート、窓の柵など）を

設置し、不測の傷害をもたらす有害要

因を低減する手段をとる 

強 火傷、落下や転倒等による外傷 

WHO: WHO Housing and Health Guidelines. World Health Organization, Geneva, 2018. 
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これまで WHO では、居住環境の衛生に対するガイドラインとして、室内空気質ガイドライン（汚染

物質、湿気とかび、家庭内での燃料の燃焼）、飲料水質ガイドライン、夜間騒音ガイドライン、石綿や鉛

汚染に対する勧告、ラドンハンドブック、受動喫煙防止の政策提言を公表してきた。しかしながら、健康

住宅の基本原則や近年の調査結果等を踏まえると、過剰な暑さや寒さ（excess heat and cold）、住居内の

過密性（crowding, 感染症対応）、住居内のアクセスのしやすさ（accessibility of housing for people with 

functional impairments, バリアフリーなどの高齢者や障害者対応）、傷害要因に対する安全性（home 

injuries, ベランダの手すり、階段の落差など住居内負傷への対応）の 4 項目に対して新たにガイドライ

ンを開発すべきと判断した。そして、既往のガイドラインの要約を統合して包括的な住宅と健康のガイ

ドラインを開発し、2018 年 11 月に公表した 1)。 

WHO の住宅と健康のガイドラインの要約を表 1 に示す。室温の低下により血圧の上昇がみられ、循環

器疾患のリスクが高まること、また、COPD や小児の喘息のリスクが上昇することが過剰な寒さによる

健康影響としてあげられた。そこで、室内の寒冷による健康影響を防止するために十分な室温を確保す

ること、具体的な室温としては、温暖または寒冷な気候の国では寒冷期の室温として 18℃以上を推奨す

ることがガイドラインとして勧告された。なお、建物における断熱に関しては、断熱手段によって断熱効

果が異なるため、具体的な断熱手段までは勧告せずに、寒冷期を有する地域では効果的で安全な断熱手

段を導入することがガイドラインとして勧告された。室温 18℃以上の勧告については、高齢者、小児、

慢性疾患（特に循環器疾患）を有する居住者等の高感受性集団に対しては、長期間の影響等に関してさら

に科学的知見を充実すべきであることから、18℃よりも高い温度が必要となるかもしれないことが補足

されている。 

 

表 2 過剰な寒さに関する今後の研究 

項目 今後の研究に関する勧告 

全体 ・発展途上国、特にアフリカ地域における研究 

・一時的な極度の寒さ（ピーク温度）、慢性的な寒冷曝露（長期間の平均的な低温

状態）、累積的な寒冷曝露を考慮した曝露／反応の関係 

・断熱に関する研究では、より質の高い研究デザイン（無作為化臨床試験 RCT、

外気温・換気・熱の利用・熱効率などの交絡因子の調整、断熱性を独立して評価、

自己申告以外の客観的な健康指標） 

対象集団 ・全集団が対象、特に高齢者、小児、慢性疾患を有する居住者などの長時間在室

者で寒さによる健康影響の経験を有するもの 

・寒さによる健康影響の閾値が異なるかどうか（18℃が全集団に適切かどうか） 

介入 ・室内温度を健康なレベルにするための政策や介入に関する研究（断熱材の設置、

耐候性の向上、ソーラーパネル等を利用した暖房の改善など） 

・介入の効果に関する比較研究 

アウトカム ・室内温度／死亡・疾病、循環器疾患、喘息、慢性閉塞性肺疾患（COPD）、感染

症、うつ病 

・相対湿度や換気量も考慮 
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表 3 過剰な暑さに関する今後の研究 

項目 今後の研究に関する勧告 

全体 ・住宅の室内温度と健康を直接評価した質の高い研究（外気温の研究が多く、室

内温度の研究はほとんど無い） 

・一時的な極度の暑さ（ピーク温度）、慢性的な暑熱曝露（長期間の平均的な高温

状態）、累積的な暑熱曝露を考慮した曝露／反応の関係 

対象集団 ・全集団が対象、特に高齢者、小児、女性、肥満、慢性疾患を有する居住者など

の長時間在室者で暑さによる健康影響の経験を有するもの 

・熱による健康影響の閾値が異なるかどうか 

介入 ・室内温度を低下させる手段を用いた介入研究（換気、室内温度の低い住宅への

移動、その他） 

アウトカム ・死亡・疾病、特に循環器疾患、血圧、呼吸器症状、睡眠障害、熱中症、異常高

熱、脱水症 

 

室内での過剰な暑さでは、睡眠障害、循環器疾患、血圧上昇のリスクが高まるとし、外気温が高い地域

では室内における過剰な暑さを防ぐための対策をとることがガイドラインとして勧告された。なお、過

剰な暑さに関しては、住宅の室温と健康影響を直接評価した質の高い研究が極めて少なく、具体的な室

温を勧告するには至らなかった。表 2 及び表 3 に、過剰な寒さや暑さに対する今後の研究に関する WHO

の勧告を示す 1)。 

住居内の過密性に関しては、結核やインフルエンザ等の呼吸器感染症や、下痢や胃腸炎等を生じる感染

症の二次感染リスク、精神的ストレスや睡眠障害のリスクが高まることから、住居内の過密性を低減す

るための対策をとることがガイドラインとして勧告された。住居内のアクセスに関しては、落下や転倒

等による傷害、生活の質の悪化、心理的影響のリスクが高まることから、身体障害者や高齢者がアクセス

しやすい住宅を適切な割合で確保することがガイドラインとして勧告された。住居内の傷害要因に関し

ては、火傷、落下や転倒等による外傷のリスクが高まることから、住宅に安全装置（煙や一酸化炭素の警

報器、階段のゲート、窓の柵など）を設置し、不測の傷害をもたらす有害要因を低減する手段をとること

がガイドラインとして勧告された。 

 

１－２．住宅と健康のガイドラインを満たす住宅の実現に向けた取り組み 

WHO では、住宅と健康のガイドラインを公表後、このガイドラインを各国がどのように実行するかに

ついての議論が実施されてきた。とりわけアフリカやアジア等の途上国を中心に議論が進められ、2020

年 1 月にはジュネーブで会合が開催された。但し、ガイドラインをどのように実行するかについては、

各国の社会経済状況の影響を大きく受けることもあり、各国における WHO の住宅と健康のガイドライ

ンの実践をサポートする目的で、各国における健康住宅に関係する法規制等をレビューして「Repository: 

所蔵庫」としてとりまとめたものを 2021 年 1 月 28 日に公表した 2)。なお、2020 年 1 月の会合の内容

は、報告書としてのとりまとめを進めており、追って公開される予定である。 

 

 



- 39 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－３．良質な室内環境のためのロードマップ 

2020 年初めに新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が世界的に大流行し、現在も継続している。

COVID-19 の主要な感染経路は、飛沫感染と接触感染である。しかしながら、エビデンスは不十分では

あるが、閉鎖空間で飛沫核感染（空気感染）が生じた可能性がある事例がいくつか報告されており、予防

的措置として適度に換気を行うことが推奨されている。 

そこで WHO では、COVID-19 の状況下において、適度な室内換気を確保することや、そのための改

善方法について、関連する専門家によるレビューを改めて行い、そのロードマップを 2021 年 3 月 1 日に

公表した 3)。 

室内換気は、COVID-19 を含む呼吸器感染症の拡大を抑える（limit）

包括的なパッケージの一部であるが、換気だけ（例え適切に実施されてい

ても）では適切な保護レベルを提供するには不十分であり、マスク着用、

手指消毒、身体的距離、咳エチケット、検査、接触者追跡、検疫、隔離、

他の感染予防策が SARS-CoV-2 の二次感染を防止するには決定的に重要

（critical）としたうえで、医療施設（WHO, 2009）、非住居施設（EN 16798-

1）、住居施設（EN 16798-1）における適正な室内換気量や空気浄化装置

の使用および改善策に関するロードマップ（WHO の医療施設に対する感

染予防ガイドライン、欧州規格の換気基準等をとりまとめたもの）を公開

している（表 4）。建物のオーナーや管理者は、適切な状態で空調設備等

が運用されているかをチェックするよう推奨している。 
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表 4 各施設における最小要求換気量の目安 

 自然換気 機械換気 

医療施設（検疫施設を含む） 1）エアロゾル手技の実施現場 

160 L/s/患者または 12 回/h 

2）他の現場 

60 L/s/患者または 6 回/h 

1）エアロゾル手技の実施現場 

160 L/s/患者または 12 回/h 

2）他の現場 

60 L/s/患者または 6 回/h 

非居住施設（職場、学校、宿泊

施設、宗教施設、商業施設、公

共施設等） 

10 L/s/人（EN 16798-1） 10 L/s/人（EN 16798-1） 

居住施設 10 L/s/人（EN 16798-1） 10 L/s/人（EN 16798-1） 

WHO (2009) Natural ventilation for infection control in health-care settings: WHO guidelines. 

Geneva: World Health Organization. 

 

＜参考文献＞ 

1) WHO: WHO Housing and Health Guidelines. World Health Organization, Geneva, 2018. 

2) WHO: Policies, regulations and legislation promoting healthy housing: a review. World Health 

Organization, Geneva, 2021. 

3) WHO: Roadmap to improve and ensure good indoor ventilation in the context of COVID-19. World 

Health Organization, Geneva, 2021. 

 

２．換気の悪い密閉空間を改善する換気方法 

COVID-19 の感染拡大に対する予防的措置として、適度に換気を行うことを推奨するにあたり、日本

では厚生労働省から、「換気の悪い密閉空間」を改善するための換気量として一人あたり毎時 30m3 の必

要換気量（窓の開放による方法では、換気回数を毎時 2 回以上）が推奨されている。しかしながら、換気

を過度に意識して実施することにより、夏場であれば室内温度が上昇して熱中症のリスクが増大し、冬

場であれば室内温度が低下して血圧上昇や虚血性心疾患等の循環器疾患、呼吸器疾患のリスクが増大す

ることが懸念される。 

そこで、厚生労働省の新型コロナウイルス対策本部では、COVID-19 の予防と夏期の熱中症や冬期の

循環器疾患等の予防をどのように両立させるかについて、本研究班の分担研究者の一部の協力のもと、

これらのことに関する最新のエビデンスを整理し、推奨される方法をとりまとめ、厚生労働省のホーム

ページに夏期（2020 年 6 月 17 日）および冬期（2020 年 11 月 27 日）にバックグランド資料とリーフレ

ットを公表した。 

推奨方法としては、夏期であれば、居室の温度および相対湿度を 28℃以下および 70％以下に維持でき

る範囲内で、２方向の窓を常時、できるだけ開けて、連続的に室内に空気を通すこと。冬期であれば、居

室の温度および相対湿度を 18℃以上かつ 40%以上に維持できる範囲内で、暖房器具を使用しながら、一

方向の窓を常時開けて、連続的に換気を行うこととしている。 
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３．室内環境要因に関する文献レビュー 

３－１．建築物室内の温度、湿度、換気と居住者の健康影響との関係に関する文献レビュー 

欧州の知人とともに、標記の文献レビューを実施し、国際雑誌で公表した。温度に関しては、WHO の

住宅と健康のガイドラインで推奨温度が示されている。健康影響を指標とした場合（WHO の住宅と健康

ガイドライン）以外では、労働生産性に対する適正温度の推奨範囲は 22～24℃と報告した。また、健康、

労働生産性、感染リスクを指標とした相対湿度の適正範囲は 40～60%、換気は急性及び慢性的な健康影

響のリスクを低減し、生産性を改善することを近年の研究のレビューの結果として報告した。 

 

Peder Wolkoff, Kenichi Azuma, Paolo Carrer. Health, work performance, and risk of infection in office-

like environments: the role of indoor temperature, air humidity, and ventilation. Int J Hyg Environ 

Health 2021;233:113709. doi: 10.1016/j.ijheh.2021.113709. 

 

リーフレット 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000640917.pdf 

参考資料 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000640920.pdf 

冬場における「換気の悪い密閉空間」を改善するための換

気の方法 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15102.html 

感染拡大防止と医療提供体制の整備 

https://www.mhlw.go.jp/stf/covid-19/kansenkakudaiboushi-

iryouteikyou.html#h2_6 
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３－２．ダスト中準揮発性有機化合物（SVOC）の指針値に関する検討 

フランス環境労働衛生安全庁（ANSES）は、室内ダスト中化学物質のガイドラインの検討を行ってい

る。但し、その方法論を検討するにあたり、各国の専門家からの意見を収集しており、2019 年 9 月に非

公開の国際ワークショップ「Technical workshop on reference values for indoor dust」をパリで開催し

た。分担研究者の東は、健康リスク評価の専門家として招聘されて本ワークショップに出席した。 

ANSES は、室内ダスト中化学物質のガイドラインとして、フタル酸エステル類と鉛のガイドラインの

検討を行っている。本ワークショップでの議論の内容は、国際雑誌「Indoor Air」に原著論文として出版

された。なお、室内ダスト中のガイドラインの設定に関しては、ダストのサンプリングや測定方法などに

課題があり、明確な結論を出すには至らなかった。しかしながら、SVOC の曝露経路は、吸入曝露、経口

曝露、経皮曝露と複数存在し、ダスト、空気中ガス、空気中微粒子、飲食物と曝露媒体も複数存在する。

これらの媒体からの総体内負荷量を減らすことが健康影響を防止するうえで重要であり、室内ダスト中

化学物質のガイドラインの設定が政策の一部として重要であることを勧告した。 

 

Glorennec P, Shendell DG, Rasmussen PE, Waeber R, Egeghy P, Azuma K, Pelfrêne A, Le Bot B, 

Esteve W, Perouel G, Pernelet Joly V, Noack Y, Delannoy M, Keirsbulck M, Mandin C. Towards 

setting public health guidelines for chemicals in indoor settled dust? Indoor Air 2021;31(1):112-115. 

doi: 10.1111/ina.12722. 

 

４．生活習慣病と緑化環境（Greenness）に関する文献レビュー 

近年、住宅環境として、住宅周辺の緑化環境が生活習慣病（循環器疾患、悪性腫瘍等）のリスク低減に

関与することを示唆する疫学研究が欧米諸国で報告されている。住環境による健康増進に向けた新たな

分野として、このことに関する疫学研究のレビューを行った。以下に概要を示す。 

 

４－１．文献検索方法 

Pubmed に 検 索 式 ((greenness[Title/Abstract]) OR (green space[Title/Abstract])) AND 

((cardiovascular[Title/Abstract]) OR (cancer[Title/Abstract]) OR (mortality[Title/Abstract]))を入力し、

データベース初期から 2020 年 11 月までで 180 件の出力を得た。 

 

４－２．結果の概要 

(1)背景 

近年、Greenness と健康への影響が少しずつ明らかになり、注目されている。植生や近隣の Greenness

が健康に良い影響を与えるメカニズムは十分には分かっていないが、Greenness がストレスや不安を和

らげ、大気汚染や騒音を減らし、気温が高温になるのを和らげ、身体活動を促進させることと関係してい

ることが報告されている[1]。住宅街の緑はまた、社会的な交流を生み出す可能性がある[1]。Greenness

の健康への影響に関する研究は、循環器疾患などの慢性疾患の環境要因への新しい知見を提供し、循環

器疾患とその臨床症状を予防するための実用的な Greenness に基づく戦略の開発に情報を与える可能性

がある[2]。 

Greenness は通常、参加者の住所とリンクさせた衛星情報の植生指数（normalized difference 
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vegetation index (NDVI)）または土地利用データベースを使用して測定される。Greenness は全死亡、

心血管疾患を防ぎ、メンタルヘルスを改善することが報告されている。また、Greenness と身体活動の

間に正の相関があることが報告されており、また緑と体重の間に負の関連があるという報告がされてい

る。 

 

(2) Greenness が健康に与えるメカニズム 

Greennessが健康にプラスの影響を与えるための多くのメカニズムが示唆されている。Biophiliaとは、

人間が自然、植物、生物に親和性を持つように進化したことを示唆するものであり[3]、これに基づいて、

ウルリッヒの心理進化論は、自然への曝露が認知に直接的な回復効果をもたらし、ストレスを軽減する

可能性があると仮定している[4]。Greenness はまた、社会的活動の機会を提供し、社会的なつながりを

強める可能性があり、社会的な結束や強い社会的なつながりの存在は、健康によい影響を与える[5]。ま

た、自然環境は、日常的な身体活動とレクリエーションの身体活動の両方の場所を提供する[6]。植生は

大気汚染への暴露を緩衝し、オゾン、粒子状物質、NO2、SO2、および一酸化炭素を空気から除去し、有

害な騒音への曝露を減らし、熱ストレス時の不快感を軽減する可能性がある[7]。 

 

(3) Greenness の各種疾患への影響 

1) 全死亡 

Greenness は全死亡に影響を与える可能性があることが報告されている。Greenness に関する最初の

全死亡に関する研究が、我が国で行われた。Takano, T らは、ベースラインでの居住環境の特徴につい

て、高齢の参加者らに尋ね、5 年生存率は、住居近くの並木道を報告した人々の中で最も高かった[8]。

Yuan らの観察研究を対象としたレビューでは、22 の観察研究のうちのほとんどで全死亡と循環器疾患

のリスクが低下したことを報告している[9]。また、Yuan, Y.らは 8 つのコホート研究を含むメタアナリ

シスでは、高齢者では greenness への曝露(normalized difference vegetation index (NDVI)の 0.1 ユニ

ットの増加)は、全死亡の減少と関連したことを報告している(pooled hazard ratios (HR) (95% confidence 

interval (CI) = 0.99 (0.97, 1.00))。Rojas-Rueda D らは、システマティックレビューで、9 つの研究のう

ち 7 つで 500 m 以下の緩衝地帯での 0.1 NDVI あたりの周囲の緑の増加と、すべての原因による死亡の

リスクとの間には、有意な負の相関がみられたが、2 つの研究では関連性は見られなかったとしている

[10]。参加者の住居から 500m 以下のバッファー内での 0.1NDVI の増加ごとのすべての原因による死亡

率の HR は 0.96（95％CI 0.94-0.97; I2、95％）であった。Aerts R らのグループは、ecological study で、

residential greenness が与える影響は、全死亡に対しては限定的であると報告している[11]。 

 

2) 心血管病、脳卒中 

Greenness への曝露は、身体活動、ストレス、社会的関与、騒音、大気汚染への曝露のレベルに影響を

与える可能性があり、心血管疾患のリスクを軽減させる可能性がある[2] [12-14]。Aerts R らのグループ

は、ecological study で大部分の研究が residential greenness が高い地域では、CVD のリスクが軽減さ

れることを報告している[11]。Yeager, R.A.らは、いくつかの大規模疫学研究では、greenness と CVD の

リスクが強い関係がみられることを報告しており、住居が Greenness に近いことは、心血管イベントと

同様心血管病による死亡とも関係していることを報告している[2] 。Yitshak-Sad らは、NDVI は心筋梗
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塞と関係していることを報告している（OR 0.72(p<0.01) for NDVI 0.1-0.2; and OR 0.52(p=0.270) for 

NDVI >0.2） [15] Yuan, Y.らは 8 つのコホート研究を含むメタアナリシスで、高齢者では greenness

への曝露(per 0.1 unit increase of NDVI)は、脳卒中による死亡 (pooled HR (95% CI) = 0.77 (0.59, 1.00))

の減少と関係したことを報告している[9]。Maas らは、オランダの一般開業医からの横断的罹患率デー

タをレビューし、より住宅の緑が多い方が冠状動脈性心臓病のより低いオッズと関連していることを発

見し[16]、オーストラリアでの横断的調査では、絶対的な緑との関連は見られなかったものの、家の周り

の緑の変動が大きい成人の心臓病または脳卒中による入院のオッズが低いことが示された[17] 。

Villeneuve らは、カナダのオンタリオに拠点を置く前向き生存分析を実施し[18]、大気汚染への曝露を調

整後、緑のレベルが高いほど、CVD、虚血性心疾患、脳卒中による死亡のリスクが低くなることを報告

した。ただし、個人の喫煙のデータがなく、喫煙の補正は行っておらず、交絡因子の補正が十分に行えて

いるとは言いがたい。また、Mitchell らによる英国全体の分析では、緑地のレベルが高いと、地域レベル

の社会経済地位による循環器死亡率の不平等が減少することが分かった[19]。Greenness と心血管病と

の関連を報告する研究は多いが、個人レベルの情報を用いた前向きな検討が今後必要である。 

 

3) 高血圧、糖尿病 

Astell-Burt らは、前向き研究において、Total green space [オッズ比（OR）0.993、95％信頼区間（CI）

0.988〜0.998]および tree canopy（0.984、0.978〜0.989）が 1％増加すると、糖尿病の罹患率が低くな

り、tree canopy のみが 1％増加すると、一般的な CVD のオッズが低くなることを報告している（0.996、

0.993〜0.999）[20]。糖尿病（0.988、0.981〜0.994）、高血圧（0.993、0.999〜0.997）、CVD（0.993、

0.998〜0.998）の発生率の低下は、tree canopy の 1％の増加と関連していたが、Total green space では

関連していなかった。また、横断研究において、Dzhambov らは、Greenness は、高血圧もしくは低血

圧と 30-40％低いオッズと関係しており、2-3ｍｍHg 低い収縮期血圧と関係していることを報告してい

る[21] 

 

4) 身体的活動量、肥満 

Greenness は、ウォーキングやサイクリングなど、遊びや運動の場を提供することで、身体活動を促

進する可能性がある[6]。多くの研究が、緑地と身体活動との関連を報告しており、近隣の緑が土地利用

ファイルから導き出され、Greenness と成人の身体活動（例：歩行時間、歩行維持、身体活動の推奨事項

を満たす）との間の適度に正の関連がみられている一方[22-25]、いくつかの研究では関連がみられてい

ない[26, 27]。個々の横断的研究は因果関係の判断が難しい可能性があるが、個人および地域レベルの潜

在的な交絡因子（年齢、性別、個人の社会経済的状況（SES）、地域レベルの SES、および人口密度）の

範囲を調整した後の研究間の強い一貫性を持って、Greenness が身体活動を促進する可能性があること

を示唆している。James P らは、緑と身体活動の間の正の関連、および緑と体重の間の一貫性の低い負

の関連を報告している[1]。 

また、Greenness は、身体活動との関連性が考えられることから、肥満との関係も研究されている。一

般に、近隣の緑が大きいほど、太りすぎや肥満の可能性が低くなる。Mowafi らは、近隣 SES の調整後

に関連性はみられないことを[28]、Cummins and Fagg は、緑地が太りすぎや肥満のオッズの増加と関

連していることを報告している[29]。また、性別による差も報告されている。ある研究では、緑地は男性
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ではなく女性の太りすぎや肥満の可能性の低下と関連していたが[30]、別の研究では、男性では身体活動

の可能性が低下し、太りすぎ/肥満が増加していたが、女性では太りすぎ/肥満が減少した[31]。これらの

研究はほとんどが横断研究であるものの、潜在的な交絡因子（年齢、性別、人種、民族、SES、地域レベ

ルの SES および都市性など）で補正されており、ほとんどの研究で、Greenness と肥満の間に負の相関

があることを示している。しかしながら、交絡因子や性別による影響を考慮し、前向き研究が必要であ

る。 

 

5) メンタルヘルス 

Greenness は、身体活動を促し、社会的関係を促進し、直接的な心理的な利益を提供することにより、

メンタルヘルスを促進する可能性がある[3] [32]。緑とメンタルヘルスに関するほとんどの研究は、横断

的、調査ベースであり、自己管理の臨床スケールを使用してメンタルヘルスの状態を評価しているが、一

部の研究では医療記録を用いている[33, 34]。近隣の緑化または緑地へのアクセスの増加は、ストレスの

リスクの低下、精神医学的病的状態の傾向、心理的苦痛、抑うつ症状、臨床的不安および抑うつ有病率、

および成人の気分障害治療と関連している[33, 35-37]。緑とメンタルヘルスに関する研究の大部分は横

断的だが、追跡期間が長い研究では、緑地がメンタルヘルスに有益な効果をもたらすことが示されてい

る。White らは、英国での縦断的調査からのパネルデータを使用し、都市の緑地が大きいほど心理的苦痛

のリスクが低いことを発見した[38]。 Annerstedt らは、身体的に活動的で、特定の性質（静けさと空間）

を備えた緑地にアクセスできる女性で、メンタルヘルスが悪化するリスクが低いことを発見した[39]。

Astell-Burt らの報告では、Greenness が男性では、成人初期から中期の精神医学的罹患率に対する緑地

のメンタルヘルスの悪化に対する保護効果があり、女性では年配の女性で、緑地へのアクセスが中程度

の女性は、緑地へのアクセスが少ない女性に比べてメンタルヘルスが良好であった[40]。今後、前向き研

究による、さらなる研究が必要である。 

 

6) 癌 

Greenness は、癌の有病率、発症率に影響を与えるかについての報告は少ない。Aerts R らのグループ

は、ecological study で、Greenness は肺がんに対して benefit がないことを報告している[11]。 オー

ストラリアでは、近隣の緑地が皮膚がんの確率が高いことが報告されており、Greenness が 0〜20％の

人と比較して、緑地が 80％を超える人では、調整後の皮膚がんの確率が 9％高くなった[41]。 

 

(4) 総括 

Greenness は総死亡をはじめ、虚血性心疾患、脳卒中、高血圧、糖尿病、メンタルヘルス、体重、運動

量と関係している可能性が高い。今後は、自然の Greenness だけでなく、都市計画としての近隣の緑化

などの計画が人々を健康に導くのかもしれない。今後の研究が期待される。 
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5 review physical activity, 

body weight.  

9 

Commentary - 
Climate change, 
health and green 
space co-benefits 

Health Promot Chronic Dis Prev 
Can. 2019 Apr;39(4):131-135. doi: 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

住居環境と循環器疾患に関する文献調査と課題抽出 

研究分担者  杉山 大典  慶應義塾大学 看護医療学部 教授 

 

研究要旨 

住居環境と健康障害に関する騒音による健康影響については、これまでに世界各国で数多くの研究

がなされている。そこで、本研究では健康障害の中でも循環器疾患に影響を与えると考えられる住居

因子に関する先行研究について、直近 1 年間で新たに発表された研究を対象とした文献調査を行い、

今後わが国において健康増進のための住居環境に関する研究を進める上で必要と思われる課題の抽

出を試みた。 

WHO の関連ガイドライン（WHO Housing and health guidelines および Noise guidelines for the 

European Region）を参考にした検索式にて PubMed を用いた文献検索を行い、9 件の対象文献を抽

出した（検索対象：2020 年 12 月 15 日から過去 1 年分）。評価対象となる居住環境因子については、

その出現頻度やこれまでの知見を鑑み、１）各種騒音と循環器疾患の関連 ２）室内温度と循環器疾

患の関連 ３）大気汚染と循環器疾患の関連 以上の 3 カテゴリーに先行研究を大別することとし

た。英語以外で書かれた文献や学術論文化されていない thesis および学会抄録は最終的な評価対象

から除外した。また、アウトカムである循環器疾患については虚血性心疾患・脳卒中の発症もしくは

死亡・循環器疾患による救急受診・循環器疾患による服薬（除く降圧薬のみ）といったハードエンド

ポイントを扱ったものに対象を絞って検討を行った。  

文献検索の結果、１）各種騒音と循環器疾患の関連については 6 件、２）室内温度と循環器疾患の

関連については 1 件、３）大気汚染と循環器疾患の関連特に騒音と循環器疾患の関連については 2 件

の文献が抽出された。１）の騒音曝露と循環器疾患の発症・死亡などとの間に概ね正の関連が見られ

た。２）については、温暖期では室温が上昇するにつれ、寒冷期では室温が下降するにつれ、より短

い累積曝露時間で循環器疾患による救急受診に対するリスクが上昇していた。３）については騒音と

同様に、大気汚染と循環器疾患の発症・死亡などとの間に概ね正の関連が見られた。今回抽出された

研究の中に日本国内で行われた研究は抽出されず、既存の国内コホート研究と協働して研究を行う場

合には、新型コロナウイルスの影響で現地調査が難しい状況を踏まえると、曝露因子の評価を住居単

位で行う事は困難を伴うと思われ、騒音などの曝露については住居単位ではなく市町村レベルのデー

タを利用した retrospective なアプローチするのが現実的ではないかと考えられた。 

A．研究目的 

住居環境と健康障害に関する騒音による健康影

響については、これまでに世界各国で数多くの研

究がなされており、WHO が HOUSING AND 

HEALTH GUIDELINE を発表している 1)。特に

騒音については欧州を中心にして道路騒音・鉄道

騒音・航空機騒音による健康影響を評価する研究

が行われており、虚血性心疾患など心血管系疾患
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への影響を示唆する結果が発表されており、こち

らも WHO Environmental Noise Guidelines for 

the European Region という形のガイドラインが

まとめられている 2)。 

令和元年度厚生労働行政推進調査事業費補助基

金『健康増進のための住環境についての研究』に

おいて、健康障害の中でも循環器疾患に影響を与

えると考えられる住居因子に関する先行研究につ

いての文献調査を行ったところ、以下の結果とな

った。 

１）室内温度と循環器疾患の罹患や死亡との関連

を直接評価した研究は見いだせなかった  

２）各種騒音については、曝露評価が地域単位の

ものから研究対象者単位（住居単位）のもの

まで様々なものが混在しているものの、概ね

循環器疾患の罹患や死亡と各種騒音には弱い

ながらも正の関連が認められた。 

３）抽出された研究はいずれも海外の研究で、日

本で行われたものはなかった。 

本研究においては、先行研究である『健康増進

のための住環境についての研究』での文献検索で

得られた知見をさらに補強すべく、直近 1 年間に

て発表された研究を抽出・吟味し、循環器疾患に

影響を与えると考えられる住居因子に関する研究

の最新動向を探索することを目的とした。 

 

B．研究方法 

居住環境と循環器疾患の関係について、WHO

の関連ガイドライン（WHO HOUSING AND 

HEALTH GUIDELIN1））および Noise guidelines 

for the European Region2)）を参考にした検索式 

("Living environment" OR "dwelling 

environment" OR "environmental temperature" 

OR "indoor temperature" OR "heat wave" OR 

"room heating" OR "noise exposure") AND 

(cardiovascular OR stroke OR "myocardial 

infarction" OR "blood pressure")にて PubMed を

用いた文献検索を行った。なお、同様の文献検索

を『健康増進のための住居環境に関する研究』に

て 2019 年 11 月 25 日を文献固定日として行って

いる事もあり、今回の検索については 2020 年 12

月 15 日から過去 1 年分を対象とした。 

評価対象となる居住環境因子については、その

出現頻度や『健康増進のための住居環境に関する

研究』を踏まえて、 

 

１）各種騒音と循環器疾患の関連 

２）室内温度と循環器疾患の関連  

３）大気汚染と循環器疾患の関連  

 

以上の 3 カテゴリーに先行研究を大別することと

した。 

 居住環境と循環器疾患の関係についての文献調

査では、英語以外で書かれた文献や学術論文化さ

れていない thesis および学会抄録は最終的な評価

対象から除外する事とした。また、研究デザイン

は横断研究・生態学的研究・症例対照研究・コホー

ト研究など研究デザインによる除外は行わなかっ

たが、レビュー論文についてはシステマティック

レビュー／メタアナリシスではないレビュー論文

は除外した。 

アウトカムである循環器疾患については、今回

の文献調査においては、虚血性心疾患・脳卒中を

含む循環器疾患の有無・発症・死亡、循環器疾患に

よる救急受診、循環器疾患による服薬（除く降圧

薬のみ）といったハードエンドポイントをアウト

カムとして含む研究のみを対象とし、高血圧・糖

尿病などのソフトアウトカムのみをアウトカムに

した研究は除外した。 

 

C．研究結果 

「付表：住居環境と循環器疾患に関する文献調

査のまとめ」に今回の文献調査結果をまとめた。 

（１）各種騒音と循環器疾患の関連 

 メタアナリシス 2 件 3),7)、コホート研究 4 件 4)-

6),8)の計 6 件の研究が抽出された。 

 2 件のメタアナリシスは目的が異なり、Cai らの

研究 3)は循環器疾患・虚血性心疾患・脳卒中死亡に

対する交通騒音 10 dB 毎増加の影響を評価し、そ

れぞれの 1.01 (0.98-1.05)、1.03 (0.99-1.08)、1.05 

(0.97-1.14)と有意ではないものの弱い正の関連を
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示していた。一方、Khosravipour らの研究 7)は心

筋梗塞の有病・罹患・発症（心筋梗塞死亡を扱った

研究は除外）各研究の highest exposure vs lowest 

exposure を比較した categorical analysis および

10db 増加毎の曝露を評価した exposure-response 

analysis を行い、categorical analysis では 1.03 

(0.93-1.13)、exposure-response analysisでは1.02 

(1.00-1.05)とやはり弱い正の関連を示していた。 

また、4 件のコホート研究については、いずれも

アウトカムと有意な正の関連を示していた。 

（２）室内温度と循環器疾患の関連 

台湾住民からのランダムサンプリング 260,465

名と 2001～2014 年の保険情報を突合したデータ

を基に、5～10 月を温暖期、11～4 月を寒冷期とし

て、それぞれの季節で平均室温および累積曝露時

間の閾値を推定し、循環器疾患による救急受診と

の関連を retrospectiveに評価した研究 9)が抽出さ

れ、この研究においては温暖期では気温が上昇す

るにつれ、寒冷期では気温が加工するにつれ、よ

り短い累積曝露時間で循環器疾患による救急受診

に対するリスクが上昇していた。 

（３）大気汚染と循環器疾患の関連 

2 件のコホート研究が抽出された 10),11)。 

So らの研究 10)では、PM2.5、PM1.0、NO2の 3 年

間の移動平均の Interquartile rangeあたりに対す

る循環器疾患死亡との関連を評価した調整ハザー

ド比はそれぞれ 1.14 (1.03-1.26)、1.15 (1.04-1.27)、

0.97 (0.89-1.05)であった。Rodins らの研究 11)に

おいては、PM2.5 ・PM1.0 1μg/m3 増加あたり、

PMAM100n/cm3 増加あたりに対する脳卒中新規発

症の調整ハザード比はそれぞれ 1.16 (1.02-1.34)、

1.08 (1.01-1.16)、1.06 (1.01-1.10)であり、大気汚

染物質発生源別では工場由来より交通由来の方が

影響大きいという結果となった。また、冠動脈疾

患と各物質との有意な関連は見られなかった。 

 

D．考察 

各種騒音については、曝露評価が地域単位のも

のから研究対象者単位（住居単位）のものまで様々

なものが混在しているものの、『健康増進のための

住居環境に関する研究』にて行った文献調査の結

果と同様に、概ね循環器疾患の罹患や死亡と各種

騒音には弱いながらも正の関連が認められた。ま

た、統計学的な有意性については研究対象人数に

左右されるため、研究によって統計学的に有意か

否かは異なるものの、騒音曝露と循環器疾患イベ

ントが弱いながらも正の関連にある傾向について

は、交通・鉄道・飛行機といった騒音源の違い、罹

患・死亡といったイベントの種類、また虚血性心

疾患や脳卒中といった疾病の違いによっても大き

な違いは見られなかったため、騒音が循環器疾患

の発症などに少なからず影響を与えている事が改

めて確認された。なお、『健康増進のための住居環

境に関する研究』の文献調査では疾患については

脳卒中の方が虚血性心疾患よりも controversial

と述べている研究もあったが、今回抽出された研

究では脳卒中と虚血性心疾患には大きな相違は見

いだせなかった。 

一方、騒音と循環器疾患の関連については、騒

音そのものではなく、特に自動車などの排ガスに

よる大気汚染が主たる影響で、騒音はいわば交絡

として介在しているに過ぎないという考えもあり、

逆に大気汚染と循環器疾患の関連については騒音

が交絡因子となっているという考え方がある。今

回の文献調査においては、Thacher らの研究 6)に

て、循環器疾患死亡・虚血性心疾患死亡・脳卒中死

亡と騒音の関連については大気汚染の影響を調整

しても有意な関連が見られた。また、S0 らの研究

10)では、循環器疾患死亡と PM2.5・PM1.0曝露との

関連は交通騒音を調整因子に含めても有意な関連

が見られた（ただし、NO2 については有意な関連

を認めず）。騒音と大気汚染については相互に密接

に関わる環境因子であることから、片方の影響を

評価する際にはもう片方につては少なくとも共変

量として統計学的調整した上での評価を行うか、

これらの組み合わせによる複合要因として評価し

た方が良いと考えられた。 

室内温度については WHO HOUSING AND 

HEALTH GUIDELIN1)にて、冬季は 18℃以上に

することを推奨にしているが、これは低い室温と

血圧上昇の関係を反映させたものである。血圧上

昇は循環器疾患の重要なリスクファクターである
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ことは間違いないが、『健康増進のための住居環境

に関する研究』の文献調査では室内環境と循環器

疾患の罹患や死亡との関連を直接評価した研究は

見いだせなかったが、今回の文献調査では室温と

循環器疾患による救急搬送との関連を検討した研

究 9)が抽出された。本研究は台湾で行われ、室温と

循環器疾患の関連を評価した点のみならず、日本

とはやや気候が異なるもののアジア地域からの研

究結果として貴重なエビデンスと考えられる。 

今回抽出した文献は、『健康増進のための住居

環境に関する研究』の文献調査同様に、全て欧州

を中心とした海外からの報告であり、少なくとも

英文誌に発表されたレベルでのわが国発の研究

は見つからなかった。既存の国内コホート研究と

協働して研究を行う場合には、新型コロナウイル

スの影響で現地調査が難しい状況を踏まえると、

曝露因子の評価を住居単位で行う事は困難を伴

うと思われ、実現可能性が高いとは言えない。し

たがって、現状ではまず国の公的データを利用し

た生態学的研究もしくは、騒音などの曝露につい

ては住居単位ではなく市町村レベルのデータを

利用した retrospective なアプローチするのが現

実的ではないかと考える。 

 

E．結論 

今回の文献調査の結果から、住居環境（特に騒

音）と循環器疾患の発症・死亡といったハードア

ウトカムの関連について一定の新規エビデンスの

蓄積が確認されたものの、日本国内で行われた研

究成果は皆無であった。今後、国内で同様の検討

を行う際には、既存のデータを利用した

retrospectiveなアプローチなどが現実的と考えら

れた。 
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健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

気象データと人口動態統計を用いた疾病による死亡の 

季節依存性に関する経時的分析 
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研究要旨 

日本人の死因で心疾患、脳血管疾患、呼吸器疾患、不慮の溺死溺水は冬季に増加するという報告が

多い。本研究では 1972～2015 年の人口動態統計死亡票と気象データの関係を整理し、健康で安全な

建築、都市計画の指標とすることを目的とした。個々の死亡データと日平均気温をマージさせてデー

タベースを作成し(1)CSVM、(2)Death Index、(3)死亡数重み付け月平均外気温と月別死亡割合による

分析を行った。その結果、下記の知見を得た。 

1)欧州 30 か国と日本 6 都市について、CSVM と冬期の外気温の間には正の相関が見られた。 

2)CSVM と二重サッシ・複層ガラスの窓の普及率との間に負の相関が認められた。JD Healy らによ

る欧州を対象とした研究においても、窓の性能と CSVM との間には有意な相関が認められており、

冬の寒さを意識した生活スタイルにより、冬期の死亡割合は低くなることが示唆された。 

3)月別死亡割合の外気温に対する回帰係数は寒冷地で小さく、寒冷地以外の地域でも 1980 年頃より

改善の傾向が見られた。また、死亡割合が低外気温と高温で高くなる現象は年齢調整を行うと小さ

くなった．高温，低温気象下での高齢者へのサポートによって死亡数を減少させることができると

考えられる。 

4)月別死亡割合の回帰係数と建築的な要因の比較に関して，暖房費の増加割合との相関関係があっ

た。冬に暖房費を多く使う地域ほど回帰係数が小さかったため、暖房によって死亡率を削減できる

と考えられる 

A．研究の背景と目的 

日本の年間死亡総数は約 120 万人である。その

死因は疾病、事故等による外傷、溺死溺水など多

岐にわたる。そのうち、疾病では新生物、循環器疾

患、呼吸器疾患などが死因として分類され、新生

物では悪性新生物、循環器疾患では心疾患、脳血

管疾患などさらに細分化される。悪性新生物、心

疾患、脳血管疾患は 3 大死因と言われており、特

に死亡数の多い疾患である。またこのうち、心疾

患、脳血管疾患は季節により死亡数が変化し、冬

季に死亡数が増加するという報告が多くされてお

り 1)、室温、気圧、外気温度などの気象条件の変化

によって、心拍数や血圧などが変化することが関

係していると考えられている。特に、寒さが高齢

者の健康状態に与える影響は大きく、日本での高

齢化進行を考慮すると寒さへの対応は急務である。

しかし、外気温度と疾病による死亡の関係や、低

外気温度が死亡に与える影響に関して長期的に分

析した研究は少ない。そこで、1972～2015 年(44

年間)の人口動態統計死亡票と気象データを用い
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て外気温度と死亡との関係を経時的に分析する。

初めに、1970 年以前の死亡の季節依存性と近年の

状況を比較するために、Death Index2)を用いた分

析を行った。 

次に、冬期の死亡数についての日本における状

況を確かめ、加えて欧州の状況との比較をするた

め、CSVM3)を用いた分析を行った。最後に、日本

における外気温の変化による死亡数への影響を地

域別に確認するため、月平均外気温と月毎の死亡

割合との相関を分析した。以上により、低外気温

度下で疾患による死亡へ至らないための対策を住

環境の点から検討することを目的とした。 

 

B．既往の研究 

籾山による既往研究 2)では 1930～1934 年と

1952～1956 年における季節病カレンダーを作成

し、1930～1934 年では夏期と冬期に傷病の発生が

多く、1952～1956 年では夏の傷病が減り、冬期に

集中するようになったことを報告している。その

後、1970 年に近づくにつれて死亡率が減少し、冬

のピークも緩慢化していることが見受けられる。

本研究では、籾山が用いた月ごとの死亡割合を示

す指標である Death Index を 1972 年以降のデー

タについて算出した。 

外気温と死亡を分析した研究には山中ら 4)によ

る研究がある。月単位での脳血管疾患による死亡

率と平均外気温の関係を分析しており、石川県よ

り外気温の低い地域では 22～25℃の間で、和歌山

県より外気温の高い地域では 25～28℃の間で死

亡率が最小となったことを報告している。また、

伊香賀ら 5)の研究では住宅の断熱性能が健康に与

える影響を評価するため、アンケート調査により

断熱、気密性能の高い住宅に転居した時の有病率

について分析しており、転居後には対象とした 10

の疾病全てにおいて改善の傾向が見られたと報告

している。 

川久保ら 6)の研究でも戸建住宅の環境性能が健

康に与える影響を分析しており、調査結果から住

環境の改善により疾病を予防しうると示唆してい

る。これらの研究は住宅の性能が与える健康への

影響を評価したものであるが、本研究では外気温

に着目しその健康影響について分析する。また、

本研究で用いる人口動態統計死亡票を用いた既往

研究は、松村ら 7)、濱田ら 8)、三上ら 1)による研究

がある。松村らによる既往研究では 2003～2006

年の人口動態統計死亡票を用いて死亡数の季節依

存性、死亡数と外気温の関係を整理している。

2003 年において死亡数の多い死因のうち、新生物、

脳血管疾患、心疾患を対象とし、日本全国を 9 エ

リアに区分してそれぞれの月別死亡数を算出した

ところ、脳血管疾患、心疾患において冬期の死亡

数が高くなるが、北海道と沖縄においては季節変

動が小さいことを報告している。また、濱田らは

2003～2006 年の人口動態統計死亡票とアメダス

気象データを用いて、呼吸器疾患における地域、

気象条件、死亡場所と死亡率の関係について分析

している。その結果、外気温度、絶対湿度が低くな

るほど死亡率が高くなり、温暖な地域ほどその傾

向が顕著にみられたと述べている。 

三上らによる既往研究では、2003～2011 年の人

口動態統計死亡データについて、CSVM という指

標を用いて日本と欧州の CSVM と暖房デグリー

デー(HDD)の比較、日本の CSVM と窓性能の関係

について分析を行っている。その結果、日本と欧

州に共通して CSVM と HDD には負の相関があ

り、CSVM と窓等の高断熱化にも負の相関があっ

たことから、寒冷地ほど断熱に配慮した建築が普

及しているため、冬期の死亡数が少ないと結論付

けている。 

ここで、CSVM とは JD Healy3)が提案した冬期

の死亡数変動を示す指標である。JD Healy は既往

研究で欧州 14 か国について 1988～1997 年の

CSVM を算出し、死亡数と外気温の関係について

分析している。その結果、寒冷地では CSVM が低

い、即ち冬期の死亡数が少ない傾向が見られたと

報告している。 

 

C．調査資料・分析概要 

C1．分析対象 

本研究では 1972～2015 年(44 年分)の人口動態

統計死亡票 9)(Table.1)、市町村別のアメダス気象
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データ 10) (Table.2)を用いて統計分析ソフトR11)に

より分析を行った。 

C2．日本における人口と死亡の推移 

Fig.1 に示したように、日本の人口は 1970 年～

2015 年で約 4 千万人増加しており、そのうち 65

歳以上の高齢者の割合は 7.1％から 26％までに増

加している 12)。また、日本における年間の総死亡

数は 1972～2015 年で Fig.2 のように推移してい

た。1972 年の総死亡数は約 70 万人であるのに対

し、2015 年ではおよそ 2 倍の 130 万人となって

いた。特に、高齢化の進行により 65 歳以上の人の

死亡割合は年々増加しており、1972 年では 6 割程

度であったのが、2015 年では約 9 割まで増加して

いた。また、死亡場所の推移は Fig.3 のようにな

っており、1977 年以前では病院の死亡割合よりも

自宅の死亡割合が大きいが、それ以降は逆転して

いた。 

C3．分析データの構築 

人口動態統計死亡票から、死亡場所、生年月日、

年齢、性別、死因を得た。死亡場所は市区町村コー

ドで表され、死因は WHO の定める国際疾病分類

(ICD-8,9,10)で表される。Table.1に示したように、

死亡場所、死因分類は年により改正されている。

また、気象庁のホームページから日平均外気温を

得た。これらを用いて死亡データと気象データの

マージを行った。 

以下にその方法を述べる。気象庁のホームペー

ジの「過去の気象データ」のページから Web スク

レイピングを用いて全国の気象データ(日平均外

気温)をダウンロードし、行が場所、列が日付(1972

～2015 年)の表、過去の市町村合併分を含む市区

町村コードと緯度経度の関係、アメダス観測所の

緯度経度データを作成した。次に GIS(QGIS)を用

いて、それぞれの市区町村コードの代表位置から

水平距離を測定し 15 番目までのアメダス観測所

のリストを作成した。このリストを用いて、死亡

データを 1 行ずつ順に取り出し、死亡日と自治体

コードの情報をもとに最も近傍の気象データを取

り出し、その気象データがない場合は、次に近い

アメダス観測所のデータを検索することを最大

15 番目まで繰り返し，それでもデータがない場合

は NA とした。以上を繰り返すことで死亡データ

と気象データで構成されるデータベースを構築し

た。 

 

D．Death Index を用いた分析 

Death Index2)は年平均死亡数を100とした月々

の死亡割合であり、月々の死亡数変動を表す指標

である。(1)式に Death Index の算出式を示す。 

𝐷𝑒𝑎𝑡ℎ 𝐼𝑛𝑑𝑒𝑥 =
100𝑓 (𝐽𝑎𝑛)

𝑓 (𝐽𝑎𝑛 + 𝐹𝑒𝑏 + ⋯ + 𝑁𝑜𝑣 + 𝐷𝑒𝑐)/12
 (1) 

𝑓 : 各月の死亡数 

既往の研究では、北海道と東京について 1890 年

代から 1960 年代までの Death Index が求められ

ている(Fig.4)。これに、Fig.5 に示す 1970 年代か

ら 2010 年代までの Death Index を求め算出した

グラフを加えた。東京では 1920 年代までは 7～9

月の Death Index が高くなったが 1930 年代以降

は低くなった。 

一方、北海道では 1940 年まで 7 月～9 月の

Death Index が高く 1950 年以降低くなり始め、

その後 4 月～6 月の Death Index も低くなった。

北海道より東京の方が早く 7 月～9 月の Death 

Index が下がったのは、インフラ整備、特に水道

の整備時期の違いによるものであると考えられる。

東京では1590年代から水道の整備が行われ、1911

年には改良水道の工事が完了したが、北海道では

1940 年以降に水道の整備が完了する都市も多か

った 14)。 

これにより、1910 年代以前には毎年夏から秋に

かけて大流行していたコレラや赤痢等の消化器系

伝染病による死亡者が、東京の方が早く少なくな

ったことが原因と考えられる。近年では東京、北

海道共に 1～3 月、10～12 月に上昇し 4～6 月、7

～9 月に減少するという似た傾向を示すようにな

ったが、これは 2 都市共にインフラが完備された

ためと考えられる．一方で冬季の死亡率は東京の

方が高い状態が続いており、暖房習慣が影響して

いると考えられる。 
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E．CSVM を用いた分析 

E1．CSVM の定義 

CSVM(coefficient of seasonal variation in 

mortality)3)は死亡の季節変動を表す係数であり、

冬期でない期間の死亡数に対する冬期の死亡数の

割合で表される。Table.3 に示すように 1 年を 4 か

月毎に区分し、冬期を 12 月と翌年の 1～3 月、冬

期でない期間を 4～7 月及び翌年の 8～11 月と定

義する。欧州における既往研究 3)15)ではこの期間

で 1 年間を区分けし CSVM を算出しており、本研

究でもこの結果を用いて日本と欧州の冬期の死亡

割合の状況を比較するため、同じ期間で分けて

CSVM を算出した。その CSVM の算出式を(2)式

に示す。CSVM が上昇するほど冬期の死亡数が多

いことを示す。 

𝐶𝑆𝑉𝑀 =
𝑓 −

𝑓
2

𝑓
2

         (2) 

𝑓 : 冬期の死亡数 

𝑓 : 冬期でない期間の死亡数 

E2．日本における CSVM の経時的分析 

1972～2014 年における東京、北海道の CSVM

を算出し分析したものを Fig.6 に示す。また，高

齢化の影響を考慮し，年齢分布に関して年齢調整

を行ったもの，行わないもの両方のデータについ

てグラフを作成した．なお，年齢調整は以下の式

にて行った． 

𝑁 , = 𝐷 , ,

𝑃 , ,

𝑃 , ,

(5) 

𝑃 , , = 𝑃 ,

𝑃 ,

𝑃 ,

(6) 

年により変動が見られたが、年齢調整にかかわ

らず，全国的に 1998 年に増加のピークがあるこ

とが分かった。これについて、心疾患、脳血管疾

患、呼吸器疾患、悪性新生物の 4 疾患について疾

患別の CSVM を算出したところ、Fig.7、8、9、

10 に示したように、悪性新生物、心疾患では

CSVM の変動が小さく、呼吸器疾患において 1998

年の CSVM が著しく増加していることが分かっ

た。 

Kawai らによると 16)1994 年の予防接種法改正

により、それまで強制であった小中学生のインフ

ルエンザワクチン接種が自由化し、1998 年まで小

中学生のインフルエンザワクチン接種率が下がっ

たことが、全年齢におけるインフルエンザやそれ

に起因する疾病による死亡率を高めており、今回

の結果もその影響であると言える。 

現在、新型コロナウイルス(COVID-19)の感染が

拡大しているが(2020/3)、建築学の範囲を建物の

運営まで含む領域とするならば、学校の感染をコ

ントロールすることで呼吸器系疾患による死亡数

を減らすことができるということは貴重な知見と

考えられる。 

E3．日本と欧州の CSVM 

欧州 30 か国 13)と日本の 6 都市での、1980～

2013 年における CSVM と月平均外気温の関係に

ついて、各都市の平年の月平均外気温を用いて 12

月～3 月の 4 か月平均外気温を求め Fig.11 に示し

た。月平均外気温の平年値は、気象庁ホームペー

ジ 7)の「世界の天候データツール(Climate View 

月統計値)」から各国の首都のデータを得て用いた。

ただし、キプロス、イタリア、スイス、オランダ、

ラトビア、スロバキアについては首都の月平均外

気温の平年値が得られなかったため、それぞれ別

の代表都市のデータを用いた。Fig.11 から、日本

と欧州に共通して、CSVM と 4 カ月平均外気温に

は正の相関が見られ、北海道やフィンランドのよ

うな寒冷地では CSVM が低く、三重やキプロスの

ような温暖地では高い傾向があることが分かった。

これは、温暖な地域に比べ寒冷地では暖房習慣が

根付いていること、建物の断熱性能が関係してい

ると考えられる。 

E4．CSVM と建築的な要因 

次に，CSVM の都道府県ごとの違いと建築的要

因の関係を考察するため、重回帰分析を行った。

目的変数を年齢調整死亡数から得た CSVM、説明

変数を冬期の暖房費増加度合い、築浅の住宅の割

合、一戸建住宅の割合、二重サッシ・複層ガラスの

窓の普及率とし、2003 年、2008 年、2013 年それ

ぞれで分析した結果、いずれの年においても、二

重サッシ・複層ガラスの窓の普及率との負の相関
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が認められた（Fig.12）。都道府県ごとにバラつき

があるものの、窓の断熱が施されている地域ほど

CSVM は低くなった。これについて、JD Healy ら

3)による欧州を対象とした研究においても、窓の性

能と CSVM との間には有意な相関が認められて

おり、冬の寒さを意識した生活スタイルにより、

冬期の死亡割合は低くなることが示唆された。 

 

F．外気温と月別死亡割合を用いた分析 

F1．月別死亡割合の定義 

都道府県別に、(3)式で年間死亡数に占める月別

の死亡割合を求め、(4)式で、死亡数で重み付けし

た月平均外気温を求めた。死亡数には粗死亡数(自

宅を対象)、年齢調整死亡数それぞれについて算出

した。 

𝑅 =
𝑁

∑ 𝑁 + 𝑁 + ⋯ + 𝑁
(3) 

𝜃 = 𝜃 / 𝑁 (4) 

𝑅 ：月別死亡割合 

 𝑁 , 𝑁 , 𝑁 , ⋯ , 𝑁 ：各月の死亡数 

 𝜃 ：月平均外気温 

 𝜃 ：死亡者に紐づいた日平均外気温 

自宅での死亡者を対象とし、47 都道府県それぞ

れについて月別死亡割合と月平均外気温の関係を

算出した。ただし、災害による死亡数への影響を

考慮し、岩手、宮城、山形については 2011 年のデ

ータ、兵庫については 1995 年のデータを除いた。

また、十分なデータ数を得るためにその年から 5

年間のデータをまとめて用いた。これにより得ら

れたグラフがFig.13のようなグラフである。また、

ここから得られた回帰係数の経時変化をFig.14に

示す。 

北海道では 1972 年から 2011 年で大きな変動は

見られなかったが、東京などの関東以南の多くの

地域で、1995 年以降に回帰係数が 0 に近づく、即

ち、外気温による月別死亡割合の変動が小さくな

っていた。一方で、山梨など一部の地域では近年

に近づくにつれて外気温による月別死亡割合の変

動が大きくなっていることが分かった。年齢調整

死亡数から算出したものと比較すると、全体的な

傾向として、自宅での粗死亡数の方が回帰係数は

0 から遠ざかったことから、自宅での死亡者の方

が、外気温による月別死亡割合の変動は大きいと

考えられる。44 年間の月別死亡割合と月平均外気

温の関係を分析したところ、低外気温のときと高

外気温のときに月別死亡割合が高くなる傾向が見

られた。そこで、低外気温時と高外気温時に回帰

直線の傾きが変わるブレークポイント(以下、BP1、

BP2)がそれぞれ 1 点あるものとし、外気温の最低

値～BP1、BP1～BP2、BP2～外気温の最高値で範

囲を分け(以下、低温域、中温域、高温域)、それぞ

れで回帰直線を算出した。BP の算出は R の

segmented パッケージ 17)18)19)20)を用いて行った。

北海道、岩手、山形、新潟では BP1 が正しく検出

されなかったため BP2 のみを境界とし、範囲を低

温域と高温域の 2 つに分けて回帰直線を算出した。

その結果から抜粋して Fig.15 に示す。また、47 都

道府県における結果をまとめたものを Table.4 に

示す。Fig14 で示した結果が「1972-2011 の回帰

係数の経時変化」と題した列に示されており、

Fig.15 で示した結果が「segment1」～「segment3」

の列に示されている。 

Fig.15、Table.4 から、北海道では他の地域に比

べ低温域の傾きが緩やかとなっており、地域によ

りバラつきはあるが、全体の傾向として北海道よ

りも南の地域になるほど、低温域と中温域の傾き

が急になっていることが分かった。また、低温域

と中温域の回帰係数の差から 47 都道府県を*で分

類した。Table.4 において、segment2 の回帰係数

から segment1 の回帰係数を引き、0 未満の時は

記号なし、0 以上 0.1 未満の時は*、0.1 以上 0.2 未

満の時は**、0.2 以上 0.3 未満の時は***、0.3 以上

の時は****とした。*が多い地域ほど、中温域に比

べ低温域での回帰直線の傾きが大きい、即ち外気

温が低いほど死亡割合が高くなっている地域と言

える。 

特に四国、九州地方において低温域の傾きが取

り分け急な地域が多く、北海道、東北地方では低

温域と中温域で傾きの変化は微小、あるいは見受

けられなかった。これは北海道のような寒冷地で

は他の温暖な地域に比べ、外気温が 20℃以下にな
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ったときに室内温度を高くする傾向があり防寒対

策がなされているため 21)、20℃以下、即ち低温域

と中温域での回帰直線の傾きは緩やかであり、一

様であるといえる。一方でその他の地域では、外

気温が 20℃以下と低くなっても暖房を始めず、低

温域でも十分に暖房していないために寒さの影響

を受けて特に低温域での死亡割合が高くなってい

ると考えられる。また、高温部については、比較的

に寒冷地では回帰係数が小さく温暖地では大きい

傾向がやや見られるが、長崎などの地域では小さ

く、埼玉、東京などの地域では高いことが分かっ

た。 

既往研究 22)では、高外気温が与える死亡への影

響は、低外気温の与える影響よりも小さいことが

分かっており、今回の結果においても、高温部の

死亡数増加は外気温差よりも地域差によるものと

考えられる。 

F2．年齢調整の影響 

年齢調整死亡数による分析結果(大阪)を Fig.16

に示す．外気温が最も低いときの傾きの変化，ま

た，高温時の傾きの変化ともに顕著に見られなく

なった．つまり，粗死亡数のグラフに現れる，極端

な温度による死亡者数の増大は高齢者に顕著な現

象と考えられ，高齢者に対する暖冷房システムの

支援や第一 seg，第三 seg 以下，以上の日平均気温

になる際には，その状況を周知することによって

死者数を削減することができると考えられる． 

F3．月別死亡割合の気温感度と暖房費 

冬期の暖房費増加度合いと、外気温による月別

死亡割合の変動について分析を行った。44 年間の

外気温と月別死亡割合の回帰係数(以下、死亡割合

の気温感度)と、冬期の暖房費増加度合いとの関係

を Fig.17 に示す。北海道や秋田、長野など冬に暖

房費を多く使う地域ほど外気温による月別死亡割

合の変動が小さく、熊本や宮崎、鹿児島など暖房

費をあまり使わない地域では外気温による月別死

亡割合の変動が大きいことが分かった。このこと

からも、暖房による防寒対策が月別死亡割合に影

響していると窺える。 

 

G．総括 

本研究により得られた知見を以下に示す。 

1) CSVM は 1998 年に増加のピークを迎え、呼吸

器疾患においてその傾向が顕著に見られた。ま

た、欧州 30 か国と日本 6 都市について、CSVM

と冬期の外気温の間には正の相関が見られた。 

2) CSVM と建築的な要因との相関については二

重サッシ・複層ガラスの窓の普及率との負の相

関が認められた。JD Healy ら 3)による欧州を

対象とした研究においても、窓の性能と CSVM

との間には有意な相関が認められており、冬の

寒さを意識した生活スタイルにより、冬期の死

亡割合は低くなることが示唆された。 

3) 月別死亡割合の外気温による変動は北海道で

は他の地域に比べ小さく、北海道以外の地域で

も 1980 年頃より改善の傾向が見られた。また、

死亡割合が低外気温と高温で高くなる現象は

年齢調整を行うと小さくなった．したがって，

両者は高齢者特有の減少であり，そういった気

象下での高齢者へのサポートによって死亡を

減少させることが示唆された。 

4) 月別死亡割合の回帰係数と建築的な要因の比

較に関して，暖房費の増加割合との相関関係が

あった。北海道や秋田、長野など冬に暖房費を

多く使う地域ほど外気温による月別死亡割合

の回帰係数が小さく、熊本や宮崎、鹿児島など

暖房費をあまり使わない地域では外気温によ

る月別死亡割合の変動が大きいことが分かっ

た。このことからも、暖房によって死亡率を削

減できると考えられる。 

 

以上から、死亡には低外気温が関与しており、

インフラの整備、予防接種、建築性能の向上、暖房

習慣の改善により防ぎ得ると考えられる。 
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Table.1  Mortality Data from Vital Statistics

 

 

Table.2 AMeDAS Weather Data 

 
 

 
Fig.1 Population of Japan 

 

 
Fig.2 Number of Deaths in Japan 
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Fig.4 Death Index of Hokkaido and Tokyo (1890s-1960s)13) 

 

 

Fig.5 Death Index of Hokkaido and Tokyo (1970s-2010s) 

 

Table.3 Winter Period and Non-winter Period of CSVM 

 

 
Fig.6 Yearly Change of CSVM (All Disease) 
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Fig.7  Yearly Change of CSVM (Heart Disease) 

 

 

Fig.8  Yearly Change of CSVM (Cerebrovascular disease) 

 

 

Fig.9  Yearly Change of CSVM (Respiratory Disease) 

 

 

Fig.10  Yearly Change of CSVM (Malignant neoplasms) 
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Fig.11 Relationship between CSVM and Average Temperature from December to March 

Fig.12 Relationship between CSVM and Penetration of double glazing windows 

 

Fig.13  Relationship between Death ratio and Monthly mean temperature in Hokkaido 
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Fig.14 Relationship between Regression coefficient and Year 

 

 
Fig.15 Relationship between Monthly mean temperature and Death ratio (1972-2015) 
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Table.4 Relationship between Death ratio and Temperature by Prefectures 
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Fig.16 Comparison of Death ratio between data without Age-adjusted and without Age-adjusted 

Mortality Rate 

 

 

Fig.17 Relationship between Regression coefficient of Death ratio and Ratio of heating cost 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

死亡率が上昇する室温閾値の推計（既存データとコホートデータリンケージ分析） 

研究分担者  佐伯 圭吾  奈良県立医科大学 疫学・予防医学 教授 

 

研究要旨 

外気温が低下する冬に死亡率が上昇する現象は、1900 年代前半から世界各国の統計から認識され

ていた。近年、統計分析法の進歩により、低い外気温に曝露に関連する総死亡の相対危険や過剰死亡

数を、曝露からイベント発生までの潜時を考慮して正確に推定する時系列分析法が開発された。この

方法を用いて推定したわが国の外気温低下と関連する過剰死亡数は、高血圧による過剰死亡に匹敵す

ることから、公衆衛生上重要な課題と考える。外気温低下による死亡率上昇の対策として、WHO は

住環境に関するガイドライン（2018 年）を公表しており、冬の室温を 18℃以上に維持するように勧

奨している。しかし室温の目標値設定には明確な根拠を欠く状態である。室温コントロールの目標値

の設定にはコホート研究によって、対象者が曝露する室温を測定しておき、死亡率の上昇する室温の

閾値を明らかにすることが望ましいが、そのためには数十万人単位の大規模コホートの設定が必要と

考えられ、現実的ではない。そこで本研究では既存の死亡率および外気温データと、筆者らが実施す

るコホート研究参加者の室温データのリンケージによって、死亡率上昇の室温閾値を推定しようとす

るものである。 

本研究では、コホート研究参加者が居住する奈良県の人口動態統計と気象庁の外気温データを用い

て、外気温低下と死亡率上昇に関して、温度曝露から死亡までの潜時を考慮した時系列分析モデル 

(DLNM: Distributed Lag Non-linear Model) を用いて、死亡率が上昇する外気温の閾値を推定す

る。続いて著者らが実施する前向きコホート研究のベースライン測定において、同時に測定した室温

と外気温の回帰モデルに基づいて、外気温の上昇閾値に対応する室温とその信頼区間を推定する。す

でに分析に用いるプログラムを統計モデル開発者から入手し、サンプルデータを用いた分析で実行性

を確認できた。既存データの分析に用いる死亡データの利用について厚生労働省に申請し、データの

入手を待っているところであり、研究はおおむね順調に進行している。 

A．研究目的 

 わが国の 1985 年から 2012 年の死亡データと

外気温データを用いて推定された外気温低下に関

連する過剰死亡は全死亡の約 9.8％（約 9.4 万人/

年）であり (1)、高血圧症による過剰死亡（10.4

万人/年）に匹敵していることから (2)、重要な公

衆衛生問題といえる。寒冷曝露による過剰死亡対

策として、WHO は住環境ガイドラインにおい

て、冬の住居内温度を 18℃以上に保つように推

奨したが、その目標値を裏付けるエビデンスは明

らかではない (3)。本研究の目的は、死亡率が上

昇する室温の閾値を、総死亡が上昇する外気温に

相当する室温を、著者らが実施する地域コホート

研究のデータを用いて推定することである。死亡

率上昇の室温閾値が明らかになれば、室温調整の

目標値を設定する重要なエビデンスとなる。 
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B．研究方法 

奈良県の 2010 年から 2019 年の 1 日ごとの総

死亡数と外気温データから、DLNM：Distributed 

Lag Non-linear Model (4) を用いて、総死亡率が

上昇する外気温を推定する。さらに著者らが実施

する奈良県在住高齢者を対象とする前向きコホー

ト研究のベースライン調査において同時測定した

室温と外気温データの回帰モデルに基づいて、総

死亡率が上昇する室温閾値の点推定値と 95％信

頼区間を推定する。 

 

C．研究結果 

 2010 年から 2019 年の人口動態統計に含まれる

日ごとの死亡数データの利用許可を厚生労働省に

申請中である。また同期間の奈良県の外気温デー

タは、気象台から入手した。さらに分析に用いる

DLNM の R スクリプトを分析法開発者から入手

し、サンプルデータを用いた解析を完了した。 

 

D．考察 

 研究の進捗は、おおむね順調であると考える。 

 

F．研究発表 

１．論文発表 

1) Tai Y, Obayashi K, Saeki K, et al. Hot water 

bathing before bedtime and shorter sleep 
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distal-proximal skin temperature gradient 

in older adults. J Clin Sleep Med. 2021, in 

press. DOI: 10.5664/jcsm.9180 

 

2) Okumura K, Obayashi K, Saeki K, et al.  

Association between NT-proBNP and 

nocturia among community-dwelling 

elderly males and females: A cross-sectional 

analysis of the HEIJO-KYO study. 

Neurourol Urodyn. 2021;40(1):112-9. 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

室内環境と学童の自覚症状との関連 

研究分担者  荒木 敦子      北海道大学 環境健康科学研究教育センター 特任教授 

研究協力者  岸  玲子      北海道大学 環境健康科学研究協力センター 特別招へい教授 

研究協力者  Rahel Mesfin Ketema 北海道大学大学院保健科学院博士課程 

 

研究要旨 

背景：今日、特に都市部においては、人々は一日のうちの約 90％の時間を室内で過ごす。そのうち

自宅で過ごす時間が 50-60％を占める。加えて、新型コロナコロナウイルス（COVID-19）による感

染拡大を受け、外出の自粛、および休校や在宅勤務の増加により、多くの人が自宅で過ごすことにな

った。過去の学童を対象とした調査から、室内環境のうち、ダンプネスの増加、排気の無いガスや石

油暖房器具の使用、換気システムが無いことが、シックハウス症候群やアトピー性皮膚炎、喘息有訴

のリスクを上げることを報告した。しかし、一般的な風邪症状と自宅環境との関連については明らか

になっていない。そこで、本研究では、最近 1 年間のよく風邪をひく、咳が続くといった自覚症状と

病院受診の有無と自宅環境との関係を明らかにすることを目的とした。 

方法：本研究は、2008 年－2009 年に北海道札幌市の公立小学校 12 校の全校生徒を対象に実施し

た調査票調査のデータを用いた。子どもの自覚症状としては、Andersson によるシックビル質問票

MM080 for school から、最近 1 年間の自覚症状（「息がゼイゼイする・息苦しい」「せきが長く続く」

「よくかぜをひく」「何回も抗生物質を服用する」）4 項目に加え、それらについて「病院にかかった

か」を用いた。住環境としては、自宅の構造、築年、居住者数、過去 1 年の改修の有無、喫煙者の有

無、換気装置の有無、ペットの有無、カーペットの有無、幹線道路からの距離について調査を行った。

自覚症状の有無と住環境についてはχ二乗検定および、ロジスティック回帰分析では性・年齢で調整

した。解析は JMP（SAS）で行った。 

結果：結果が回収できた 4,408 人（69.0%）を解析に用いた。有訴割合は、「息がゼイゼイする・息

苦しい」13.0%、「せきが長く続く」15.5%、「よく風邪をひく」9.5%、「何回も抗生物質を飲む」7.1%

だった。性・年齢で調整後も統計学的有意な関連が認められた住環境は、戸建て以外の住宅、喫煙者

がいる、換気システムがない、カーペットが敷き詰めがある、幹線道路の近くの住宅、築年、ダンプ

ネス指数であった。医療機関を受診したケースのみにすると、築年経過と、ダンプネス指数の増加が

リスクを上げる結果が認められた。 

考察：本研究では、築年の増加やダンプネス指数の増加のみならず、木造以外の構造、集合住宅、

喫煙者がいる、換気システムがない、カーペットの敷き詰め、幹線道路の近くの居住が、息苦しさ、

長く続くせき、易風邪の罹患、抗生物質の服用といった自覚症状のリスクを上げることが明らかにな

った。こういった症状のリスク要因には基礎疾患の有無など様々な要因が考えられるが、住環境の改

善によってリスクを下げる可能性がある。本研究の限界としては、検討した要因、例えば築年数の古
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さと換気設備がないことは相関しており、どれが独立した要因であるかまでは検討できていない。ま

た、横断研究であり、因果関係を述べることはできない点がある。 

A．研究目的 

今日、特に都市部においては、人々は一日のう

ちの約 90％の時間を室内で過ごす。そのうち自宅

で過ごす時間が 50-60％を占め、学校または職場

で過ごす時間は 30％程度である[1, 2]。また、平均

的な成人男性（75 Kg）の場合は固形食品の摂取量

や約 0.75g、水分が 1.5 Kg とされるが、これに対

して呼吸による空気摂取量は 15 Kg である[2, 3]。

従って、世界保健機関（WHO）は室内環境を健全

に保つことは、健康に生活する上で重要な要素で

あるとしている。加えて、2019 年以来の新型コロ

ナコロナウイルス（COVID-19）による感染拡大を

受け、外出の自粛、および休校や在宅勤務の増加

により、多くの人が自宅で過ごすことになった。

したがって、快適な室内環境を保ち、疾病を予防

し健康を保つことは、以前にもまして重要になっ

ている。 

我々は過去に学童を対象として室内環境とシッ

クハウス症候群、アレルギーおよび、室内環境に

関する調査研究を実施した[4, 5]。この結果、室内

環境のうち、ダンプネスの増加、排気の無いガス

や石油暖房器具の使用、換気システムが無いこと

が、シックハウス症候群やアトピー性皮膚炎、喘

息有訴のリスクを上げることを報告した。本報告

では、一般的な風邪様症状や病院受診の有無およ

び自宅環境との関連について明らかにする目的と

した。 

 

B．研究方法 

本研究では、厚生労働科学研究「シックハウス

症候群の原因解明のための全国規模の疫学研究―

化学物質及び真菌・ダニ等による健康影響の評価

と対策―（Ｈ20－健危－一般－009 ）」で収集した

データを用いて解析を行った。 

研究の方法を以下に簡単に記す。札幌市公立小

学校 202 校のうち札幌市小学校校長会保健体育部

会 27 校および立地などから抽出した 8 校の合計

35 校の学校長に調査の内容説明および協力依頼

を行なった。このうち、調査協力に同意が得られ

た 12 校を調査対象校とした。協力 12 校の 1 年生

から 6 年生までの全校生徒 6404 人に 2008 年 11

月から 2009 年 2 月の間に質問紙調査の配付およ

び回収を実施した。調査票は各学校の担任の先生

にから児童に配付し、5～8 日間後に担任が調査票

を回収した。調査票への記入は保護者が、子供に

聞き取りをしながら、あるいは普段の子供の様子

から判断して行なった。調査内容は、最近の自覚

症状、ライフスタイル、自宅環境についての項目

を Andersson によるシックビル質問票 MM080 

for school を用いた[6]。アレルギーに関する質問

は ISAAC（international Study of Asthma and 

Allergies in Childhood）の日本語版調査票から抜

粋して用いた[7]。 

子どもの自覚症状としては、最近 1 年間の自覚

症状（「息がゼイゼイする・息苦しい」「せきが長く

続く」「よくかぜをひく」「何回も抗生物質を服用

する」）4 項目に加え、それらについて「病院にか

かったか」を用いた。住環境としては、自宅の構

造、築年、居住者数、過去 1 年の改修の有無、喫

煙者の有無、換気装置の有無、ペットの有無、カー

ペットの有無、幹線道路からの距離について調査

を行った。自覚症状の有無と住環境についてはχ

二乗検定および、ロジスティック回帰分析では性・

年齢で調整した。解析は JMP（SAS）で行った。

両側 p<0.05 を統計学的有意とした。 

 

（倫理面の配慮） 

調査は、北海道大学医学部医の倫理委員会の承

認を得て実施した。本研究対象者は未成年である

ため、保護者による調査票への回答をもって同意

とみなした。 
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C．研究結果 

結果が回収できた 4,408 人（69.0%）を解析に用

いた。表 1 に、対象者の住宅特徴と自覚症状の有

訴割合を示す。住宅特徴は、居住者数および築年

数の平均±標準偏差はそれぞれ 4.1±1.1 人、14.1

±10.0 年だった。住宅タイプは戸建て住宅（43.5%）

よりも集合住宅（56.6%）の方がわずかに多かった。

有訴割合は、「息がゼイゼイする・息苦しい」13.0%、

「せきが長く続く」15.5%、「よく風邪をひく」9.5%、

「何回も抗生物質を飲む」7.1%だった。さらに、

有訴ありでかつ医師の受診ありはそれぞれ 11.3%、

12.4%、7.8%、6.8%だった。 

表 2 には、自覚症状と住環境の分布を示す。「息

がゼイゼイする・苦しい」「せきが長く続く」「よく

風邪をひく」は、集合住宅、喫煙者あり、換気シス

テムなし、カーペットの敷き詰めあり、幹線道路

から 50m 未満、築年の経過した住宅およびダンプ

ネス指数の高い住宅で有訴が多かった。「何回も抗

生物質を飲む」は、幹線道路から 50m 未満、築年

の経過した住宅およびダンプネス指数の高い住宅

で有訴が多かった。 

表 3 に住宅特徴と症状へのリスクを示す。性・

年齢で調整後も統計学的有意な関連が認められた

住環境は、「息がゼイゼイする・息苦しい」は戸建

て住宅に対して戸建て以外の住宅の Odds Ratio 

(OR): 95% Confidence Interval (CI)が 1.30: 1.09-

1.56、喫煙者がいない家に対している家で 1.34: 

1.12-1.60、換気システムがある家に対してない家

で 1.43: 1.19-1.71、カーペットが敷き詰めた部屋

がない家に対してある家で 1.37: 1.14-1.65、幹線

道路の近くの住宅で離れた住宅に対して 1.28: 

1.03-1.60、築年が 5 年経過するごとに 1.05: 1.05-

1.10、ダンプネス指数が１増える毎に 1.24:1.14-

1.35 であった。「せきが長く続く」は戸建て住宅に

対して戸建て以外の住宅で 1.32: 1.11-1.56、木造

の住宅に対してそれ以外の構造で 1.33: 1.13-1.57、

喫煙者がいない家に対している家で 1.29: 1.10-

1.53、換気システムがある家に対してない家で

1.29: 1.09-1.53、カーペットが敷き詰めた部屋がな

い家に対してある家で 1.39: 1.17-1.65、幹線道路

の近くの住宅で離れた住宅に対して 1.44: 1.17-

1.77、築年が 5年経過するごとに1.05: 1.01-1.09、

ダンプネス指数が１増える毎に 1.21:1.11-1.30 で

あった。同居者数については一人増える毎に 0.88: 

0.80-0.96 とむしろリスクが低下した。「よく風邪

をひく」は戸建て住宅に対して戸建て以外の住宅

で 1.42: 1.15-1.76、木造の住宅に対してそれ以外

の構造で 1.36: 1.11-1.67、喫煙者がいない家に対

している家で 1.26: 1.03-1.54、カーペットが敷き

詰めた部屋がない家に対してある家で 1.33: 1.08-

1.64、幹線道路の近くの住宅で離れた住宅に対し

て 1.41: 1.09-1.83、築年が 5 年経過するごとに

1.10: 1.04-1.15、ダンプネス指数が１増える毎に

1.30:1.18-1.43 であった。「何回も抗生物質を服用

する」は幹線道路の近くの住宅で離れた住宅に対

して 1.39: 1.03-1.87、築年が 5 年経過するごとに

1.11:1.05-1.17、ダンプネス指数が１増える毎に

1.39:1.25-1.55 であった。居住者数については一人

増える毎に 0.80:0.71-0.91 とむしろリスクが低下

した。 

 表 4 に住宅特徴と受診ありの症状へのリスクを

示す。性・年齢で調整後も医療機関を受診したケ

ースのみにすると、「息がゼイゼイする・息苦しい」

への有意な関連が認められたのは築年が 5 年毎に

1:02:1.00-1.05、「何回も抗生物質を服用する」のリ

スクを上げたのは、ダンプネス指数が１増える毎

に 1.32:1.05-1.67 だった。一方、居住者数が多く

なると「何回も抗生物質を服用する」リスクが低

下した。 

 

D．考察 

本集団における自覚症状有訴割合は、「息がゼイ

ゼイする・息苦しい」13.0%、「せきが長く続く」

15.5%、「よく風邪をひく」9.5%、「何回も抗生物質

を飲む」7.1%だった。かつ医師の受診ありはそれ

ぞれ 11.3%、12.4%、7.8%、6.8%だった。これま

でに、同じ集団で、住環境、ライフスタイルおよび

シックハウス症候群との関連については既に報告

している。Andersson によるシックハウス症候群

調査票 MM080School を用いた有訴は、粘膜への

刺激症状 6.9%、皮膚症状 2.0%、一般症状 0.8%で

あった[8]。MM080School では、自宅の環境と関
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連する（自宅を離れるとよくなる）症状として「目

がかゆい・あつい・チクチクする」「鼻水・鼻づま

り・鼻がムズムズする」「声がかすれる、のどが乾

燥する」「せきがでる」（以上、粘膜への刺激症状）、

「顔が乾燥したり赤くなる」「頭や耳がかさつく・

かゆい」「手が乾燥する・かゆい・赤くなる」（以

上、皮膚症状）、「とても疲れる」「頭が重い」「頭が

痛い」「はきけやめまいがする」「物事に集中でき

ない」（以上、一般症状）、については「症状があり

かつその症状が家を離れるとよくなる」と回答し

た場合をシックハウス症候群ありとしている。本

報告に用いた自覚症状は、「せきがでる」などシッ

クハウス症候群と一部症状の重複はあるが、自宅

環境によるかは検討しておらず、異なっている。

有訴割合は、症状によるが 7.1-15.5%であった。シ

ックハウス症候群については、築年の経過、換気

装置がない、カーペットの敷き詰め、ダンプネス

指数の増加、幹線道路の近くであることが、粘膜

への刺激症状のまた、皮膚症状は築年の経過とダ

ンプネス指数の増加、一般症状は集合住宅とダン

プネス指数の増加がそれぞれリスク要因であった。

これに対し、本研究で評価した自覚症状について

も、築年の増加やダンプネス指数の増加のみなら

ず、木造以外の構造、集合住宅、喫煙者がいる、換

気システムがない、カーペットの敷き詰め、幹線

道路の近くの居住が、息苦しさ、長く続くせき、易

風邪の罹患、抗生物質の服用といった自覚症状の

リスクを上げることが明らかになった。こういっ

た症状のリスク要因には基礎疾患の有無など様々

な要因が考えられるが、住環境の改善によってそ

の症状発症のリスクを一部でも下げることが可能

であれば意義は大きい。さらに、医師の受診をし

ている症状がより重篤と考えられる場合において

も、築年が古くなること、およびダンプネス指数

の増加がリスク要因として残った。特にダンプネ

ス指数については、指数が１増える毎の抗生物質

の使用のオッズ比が 1.32 と、約 30%も増加した。

ダンプネスのうち最も多い有訴は結露（50.8%）、

目に見えるカビの生育（34.1%）、水漏れ（10.9%）、

カビ臭（5.2%）、であった[5]。これら、ダンプネス

の項目を一つでも減らすための住環境改善ができ

れば、有病割合 6.8%を 30%削減して 4.8%まで減

らす可能性があると考えるとその効果は無視でき

ない。 

本研究の限界としては、まずは横断研究であり、

因果関係を述べることはできない点がある。加え

て、検討した要因、例えば築年数の古さと換気設

備がないことは相関しており、どれが独立した要

因であるかまでは検討できていない。シックハウ

ス症候群有については、住環境以外にも、学童の

ライフスタイルとして、朝食を抜く、好き嫌いが

多い、睡眠が十分でない、および便秘（4 日以上毎

に 1 回の排便）であることがリスクであった。本

研究では学童のライフスタイルについては検討し

なかったが、住環境と自覚症状との間においても

交絡または介在している可能性は否定できない。 

 

E．結論 

本報告では、小学生集団における自覚症状の有

訴割合をしめした。「息がゼイゼイする・息苦しい」

13.0%、「せきが長く続く」15.5%、「よく風邪をひ

く」9.5%、「何回も抗生物質を飲む」7.1%だった。

かつ医師の受診ありはそれぞれ 11.3%、12.4%、

7.8%、6.8%だった。住環境としてカーペットの引

きつめ、幹線道路の有無、ダンプネスあり、といっ

た項目が症状のリスクとなった。加えて、受診し

ているといったより重篤な自覚症状で会っても、

ダンプネスの予防が自覚症状の発生を下げられる

ことができると考えられる。今後住宅を建築する

にあたって、工務店等業者がしっかりとダンプネ

スを予防する対策をとる必要があるだろう。 
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表1 対象者の住宅特徴と自覚症状の有訴割合 

  
項目  n (%) または 

(平均 ±SD) 

住宅特徴 居住者数  人 4.1 ± 1.1 

築年数  年 14.1 ±10.0 

ダンプネス指数 (0-4) 1.1 ±1.1 

住宅タイプ 
戸建て住宅 1910 (43.5) 

集合住宅 2483 (56.5) 

構造 
木造 2248 (51.4) 

その他 2124 (58.6) 

新築または 1 年以内の改築 
あり 279 (6.3) 

なし 4129 (93.6) 

喫煙者の有無 
あり 2105 (47.9) 

なし 2291 (52.1) 

換気システムの有無 
あり 2846 (65.4) 

なし 1503 (34.6) 

ペットの有無 
あり 1106 (25.1) 

なし 3293 (74.5) 

カーペットの敷き詰め 
あり 2511 (57.3) 

なし 1870 (42.7) 

幹線道路からの距離 50m 未満 
あり 3336 (76.4) 

なし 1028 (23.5) 

自覚症状 

息がゼイゼイする・息苦しい 

あり 

（うち、受診あり 

574 (13.0) 

499 (11.3)） 
 なし 3692 (83.8) 

 

欠損 142 (3.2) 

せきが長く続く 

あり 

(うち、受診あり 

684 (15.5) 

548 (12.4) 

 なし 3554 (80.6) 

 欠損 170 (3.9) 

 

よくかぜをひく 

あり 

（うち、受診あり 

419 (9.5) 

343 (7.8)) 

 なし 3798 (86.2) 

 欠損 191 (4.3) 

 

何回も抗生物質を服用する 

あり 

（うち、受診あり 

311 (7.1) 

299 (6.8)) 

 なし 3881 (88.0) 

 欠損 216 (4.9) 
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表2 自覚症状と住環境の分布 

χ2検定 
Boldはp＜0.05 

 

  

  息がゼイゼイする・息苦しい せきが長く続く よくかぜをひく 何回も抗生物質を服用する 

  あり なし p value あり なし p value あり なし p value あり なし  

住宅タイプ 
戸建て住宅 217 (11.7) 1631 (88.3) 0.005 257 (14.0) 1573 (86.0) 0.001 148 (8.1) 1671 (91.9) 0.001 125 (6.9) 1688 (93.1) 0.301 

集合住宅 353 (14.7) 2052 (85.3)  424 (17.7) 1972 (82.3)  267 (11.2) 2118 (88.8)  183 (7.7) 2184 (92.3)  

構造 
木造 275 (12.7) 1897 (87.3) 0.124 306 (14.2) 1848 (85.8) <0.001 183 (8.5) 1959 (91.5) 0.003 150 (7.0) 1987 (93.0) 0.358 

その他 294 (14.2) 1766 (85.8)  370 (18.1) 1680 (81.9)  230 (11.3) 1810 (88.7)  157 (7.8) 1865 (92.2)  

新築または 1 年

以内の改築 

あり 38 (13.9) 234 (86.1) 0.797 42 (15.6) 227 (84.4) 0.808 18 (6.7 ) 249 (93.3) 0.071 21 (7.9) 245 (92.1) 0.759 

なし 536 (13.4) 3458 (86.6)  642 (16.2) 3327 (83.8)  401 (10.1) 3549 (89.9)  290 (7.4) 3636 (92.6)  

喫煙者の有無 
あり 307 (15.2) 1717 (84.8) 0.001 361 (17.9) 1648 (82.1) 0.002 220 (11.0) 1778 (89.0) 0.026 156 (7.9) 1825 (92.1) 0.256 

なし 262 (11.7) 1968 (88.3)  321 (14.5) 1897 (85.5)  198 (8.9) 2010 (91.1)  153 (7.0) 2047 (93.0)  

換気システムの

有無 

あり 329 (11.9) 2465 (88.1) <0.001 409 (14.9) 2331 (85.1) 0.003 257 (9.4) 2479 (90.6) 0.135 192 (7.1) 2529 (92.9) 0.253 

なし 232 (16.1) 1214 (83.9)  267 (18.5) 1179 (81.5)  155 (10.8) 1274 (89.2)  114 (8.0) 1305 (92.0)  

ペットの有無 
あり 144 (13.4) 930 (86.6) 0.995 164 (15.4) 897 (84.6) 0.495 104 (9.8) 953 (90.2) 0.908 63 (6.0) 984 (94.0) 0.051 

なし 427 (13.4) 2756 (86.6)  518 (16.3) 2651 (83.7)  314 (10.0) 2838 (91.0)  246 (7.8) 2891 (92.2)  

カーペットの敷

き詰め 

あり 362 (14.9) 2064 (85.1) 0.001 435 (18.0) 1985 (82.0) <0.001 264 (11.1) 2138 (90.0) 0.007 187 (7.8) 2204 (92.2) 0.244 

なし 208 (11.5) 1607 (88.5)  244 (13.6) 1550 (86.4)  152 (8.5) 1639 (91.5)  122 (6.9) 1655 (93.1)  

幹線道路からの

距離 50m 未満 

あり 435 (14.0) 2775 (86.0) 0.032 554 (17.2) 2658 (82.8) <0.001 338 (10.6) 2855 (89.4) 0.008 249 (7.9) 2919 (92.1) 0.030 

なし 114 (11.4) 883 (88.6)  125 (12.7) 862 (87.3)  76 (7.7) 908 (92.3)  57 (5.8) 927 (94.2)  

居住者数 連続数 4.1 ± 1.1 4.1 ± 0.9 0.087 4.0 ± 0.9 4.1 ± 1.0 0.002 4.1 ± 1.1 4.1 ± 0.9 0.048 3.9 ± 1.1 4.1 ± 1.0 <0.001 

築年 連続数 15.7 ± 10.1 13.8 ± 9.9 <0.001 14.9 ± 10.3 13.9 ± 9.9 0.013 

15.9 ± 

10.1 13.8 ± 9.9 <0.001 16.1 ± 10.7 13.8 ± 9.8 <0.001 

ダンプネス指数 連続数 1.2 ± 1.1 1.0 ± 1.0 <0.001 1.1 ± 1.1 1.0 ± 1.0 <0.001 1.3 ± 1.1 1.0 ± 1.0 <0.001 1.4 ± 1.1 1.0 ± 1.0 <0.001 
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表３ 住宅特徴と自覚症状へのリスク 
 

  息がゼイゼイする・息苦しい せきが長く続く よくかぜをひく 何回も抗生物質を服用する 

  AOR L95% U95% P-value AOR L95% U95% P-value AOR L95% U95% P-value AOR L95% U95% P-value 

住宅タイプ 
戸建て住宅 Ref    Ref    Ref    Ref    

その他 1.30 1.09 1.56 0.004 1.32 1.11 1.56 0.001 1.42 1.15 1.76 0.001 1.13 0.89 1.43 0.305 

構造 
木造 Ref    Ref    Ref    Ref    

その他 1.15 0.96 1.38 0.105 1.33 1.13 1.57 0.001 1.36 1.11 1.67 0.003 1.12 0.88 1.41 0.358 

新築または 1 年

以内の改築 

なし Ref    Ref    Ref    Ref    

あり 1.04 0.73 1.48 0.815 0.96 0.68 1.35 0.808 0.64 0.39 1.04 0.074 1.07 0.68 1.70 0.760 

喫煙者の有無 
なし Ref    Ref    Ref    Ref    

あり 1.34 1.12 1.60 0.001 1.29 1.10 1.53 0.002 1.26 1.03 1.54 0.027 1.14 0.91 1.44 0.256 

換気システムの

有無 

あり Ref    Ref    Ref    Ref    

なし 1.43 1.19 1.71 <0.002 1.29 1.09 1.53 0.003 1.17 0.95 1.45 0.136 1.15 0.90 1.46 0.254 

ペットの有無 
なし Ref    Ref    Ref    Ref    

あり 1.01 0.82 1.23 0.949 0.94 0.77 1.13 0.496 0.99 0.78 1.25 0.908 0.75 0.57 1.00 0.051 

カーペットの敷

き詰め 

なし Ref    Ref    Ref    Ref    

あり 1.37 1.14 1.65 <0.001 1.39 1.17 1.65 <0.001 1.33 1.08 1.64 0.007 1.15 0.91 1.46 0.245 

幹線道路からの

距離 50m 未満 

なし Ref    Ref    Ref    Ref    

あり 1.28 1.03 1.60 0.024 1.44 1.17 1.77 0.001 1.41 1.09 1.83 0.009 1.39 1.03 1.87 0.031 

居住者数 連続数 0.92 0.84 1.01 0.085 0.88 0.80 0.96 0.002 0.94 0.85 1.04 0.233 0.80 0.71 0.91 <0.001 

築年 5 年毎 1.05 1.05 1.10 <0.001 1.05 1.01 1.10 0.014 1.10 1.05 1.16 <0.001 1.11 1.05 1.17 <0.001 

ダンプネス指数 連続数 1.24 1.14 1.35 <0.001 1.21 1.11 1.30 <0.001 1.30 1.18 1.43 <0.001 1.39 1.25 1.55 <0.001 
ロジスティック回帰分析、性・年齢で調整 
Boldはp＜0.05 
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表４ 住宅特徴と医師を受診した自覚症状へのリスク 

 

  息がゼイゼイする・息苦しい せきが長く続く よくかぜをひく 何回も抗生物質を服用する 

  AOR L95% U95% P-value AOR L95% U95% P-value AOR L95% U95% P-value AOR L95% U95% P-value 

住宅タイプ 
戸建て住宅 Ref    Ref    Ref    Ref    

その他 0.89 0.59 1.33 0.577 1.02 0.70 1.46 0.922 1.13 0.73 1.74 0.569 1.11 0.69 1.80 0.658 

構造 
木造 Ref    Ref    Ref    Ref    

その他 0.95 0.65 1.41 0.836 1.28 0.90 1.83 0.168 1.36 0.89 2.07 0.153 1.29 0.81 2.07 0.287 

新築または 1 年

以内の改築 

なし Ref    Ref    Ref    Ref    

あり 1.54 0.68 4.14 0.324 0.89 0.44 1.96 0.766 1.14 0.43 3.53 0.807 1.64 0.55 4.92 0.375 

喫煙者の有無 
なし Ref    Ref    Ref    Ref    

あり 1.03 0.70 1.51 0.893 0.97 0.68 1.38 0.874 1.04 0.69 1.58 0.850 1.09 0.68 1.74 0.719 

換気システムの

有無 

あり ref    Ref    Ref    Ref    

なし 1.19 0.80 1.79 0.393 1.10 0.77 1.60 0.594 1.07 0.69 1.66 0.766 1.17 0.71 1.93 0.532 

ペットの有無 
なし Ref    Ref    Ref    Ref    

あり 1.43 0.93 2.17 0.103 1.02 0.67 1.53 0.927 1.19 0.74 1.89 0.474 1.49 0.87 2.53 0.146 

カーペットの敷

き詰め 

なし Ref    Ref    Ref    Ref    

あり 1.25 0.84 1.86 0.272 0.99 0.68 1.43 0.952 0.84 0.54 1.31 0.447 0.82 0.50 1.35 0.432 

幹線道路からの

距離 50m 未満 

なし Ref    Ref    Ref    Ref    

あり 1.34 0.84 2.11 0.211 1.25 0.80 1.92 0.323 1.26 0.74 2.08 0.389 1.56 0.88 2.78 0.132 

居住者数 連続数 0.96 0.81 1.15 0.676 0.94 0.79 1.13 0.506 0.85 0.71 1.01 0.067 0.79 0.63 0.97 0.026 

築年 5 年毎 1.02 1.00 1.05 0.011 1.00 0.98 1.01 0.727 1.00 0.98 1.02 0.801 1.01 0.98 1.03 0.542 

ダンプネス指数 連続数 1.05 0.88 1.26 0.550 0.92 0.78 1.08 0.341 1.13 0.93 1.38 0.193 1.32 1.05 1.67 0.016 
ロジスティック回帰分析、性・年齢で調整 
Boldはp＜0.05 
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分担研究報告書 

 

健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 

住宅環境の実態と健康影響の分析 

総務省統計局住宅・土地統計調査及び省エネ住宅普及率を用いた住宅性能の実態 

研究分担者  長谷川 兼一  秋田県立大学 システム科学技術学部 教授 

研究分担者  桑沢  保夫  国土技術政策総合研究所 住宅研究部 住宅情報システム研究官 

 

研究要旨 

本研究では、統計データを組み合わせて、住宅ストックの断熱性能の地域分布を推定する手法の構

築を目指している。断熱性能が高い住宅ストックが増加すれば、それに伴う室内温熱環境を始めとす

る室内環境の質の向上と健康増進効果に期待できる。 

本年度は、構築している手法を用い秋田県を例として、2050 年までの断熱水準(無断熱、1980 年基

準、1992 年基準、1999 年基準)の割合を推計した。住宅ストックに占める断熱水準別の割合は、各年

の着工住宅に占める断熱水準別の割合から戸数を想定し、1990 年時点の断熱等級別の住宅ストックを

ベースに断熱等級別の着工戸数を積み上げることにより、将来推計が可能となる。今後、この手法を全

国に展開し、都道府県毎の現状と将来推計を行う予定である。住宅ストックの断熱水準を知ることが

できれば、断熱仕様と温熱環境の関係についての数値シミュレーションにより居室の最低気温や気温

の出現頻度分布等を求めることができる。また、断熱性能に見合った温熱気環境を把握することがで

き、各地域の住宅性能の実態や将来を予測することが可能となる。 

A．研究目的 

省エネルギー法の普及に伴う室内温熱環境の改

善による健康リスクの変化を定量的に評価するた

めに、住宅ストックの断熱性能の地域分布を推定

する手法の構築を目指している。断熱性能が高い

住宅が普及すれば、それに伴う室内温熱環境を始

めとする室内環境の質の向上と健康増進効果が期

待できる。 

健康の観点から見た住宅の室内環境の質の評価

には CASBEE 健康チェックリスト注 1)を用いるこ

とができる。N 数は少ないものの秋田県内の調査

例では、図 1 に示す通り、居住者の主観的な健康

感(主指標・副指標)と CASBEE 健康チェックリス

トの総合スコアとの関係 1)には有意な関連性が認

められる。すなわち、主指標及び副指標において

「健康」な群ほど総合スコアが高く、室内環境の

質が高い傾向にあることが確認できる。また、断

熱等級と CASBEE 健康チェックリストの総合ス

コアの関係 1)においても、両者には有意な関連性

があり、断熱等級が高い住宅ほど総合スコアが高

い。さらに、群間比較においては、「断熱等級 1」 

と比較して「断熱等級 3」 の総合スコアは有意に

高く、断熱性能が高い住宅ほど、健康に暮らすこ

とが可能であることが示唆される。 

そこで、今年度においては、総務省が提供して

いる住宅土地統計調査より得られるデータを用い

て、住宅の断熱性能を代表する窓構成の地域性を

確認する。さらに、長谷川ら 2)が作成している住

宅のエネルギー消費量の将来推計のためのマクロ

モデルに着目し、最新の統計データを用いて、秋

田県の家族類型別世帯数と断熱水準別住宅シェア

の将来推計を行う。今後、このモデルを全国に展 
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図 1 居住者の健康感と CASBEE 健康・総合スコアの

関係 1) 

 

 

 
図 2 断熱等級と CASBEE 健康・総合スコアの関係 1) 

 

 

 

図 3 都道府県別の窓構成の割合(住宅土地統計調査，

平成 30 年) 

 

開し、住宅の室内温熱環境の改善による健康増進

効果を定量的に評価するツールとして活用する。 

 

B．窓構成の地域性 

図 3 に、平成 30 年における都道府県別の住宅

の窓構成の割合を示す。「二重以上のサッシ又は

複層ガラス」の使用は、住宅の断熱性能との関連

性が深いと考えられる。よって、全ての窓に使用

されていれば、一定以上の断熱性能が確保されて

いるといえるが、いわゆる「内窓」も含まれるた

め、省エネルギー基準に適合している訳ではない

ことに留意する必要がある。 

図を見ると、寒冷な地域ほど、窓の複層化の割

合が高いことが確認できる。特に、北海道では、

全ての窓への適用が 60％に達し、東北地方で

は、20％以上となっている。一方で、関東以南の

温暖な地域においては、10％前後にとどまってい

る。今後、住宅の基本性能として断熱性能を向上

させることが重要であるが、その効果を健康リス

ク低減の観点から評価することは意義あることで

ある。 

 

C．断熱水準別住宅シェアの推計モデルの構築 

C1．マクロモデルの概要 

現段階では、秋田県を対象としたモデル作成を

試行しているが、推計フローの妥当性が確認され

れば、これを都道府県別に展開することが可能と

なる。元々、このモデルは、秋田県全体のエネルギ

ー消費量及び二酸化炭素排出量を将来推計し、低

炭素社会構築のためのシナリオを作成するために

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都

神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県

和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県

割合[%]

二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓がすべての窓にある

二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓が一部の窓にある

二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓がない
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開発されてきた。図 4 に計算フローを示すが、住

宅内エネルギー消費量を算出するために、暖冷房、

給湯、その他の用途別に、3 住戸形態(戸建住宅・

RC 造集合住宅・木造集合住宅)、7 家族類型別世

帯あたりのエネルギー消費原単位を算出し、世帯

数を乗じることで当該年のエネルギー消費量を算

出する。 

このモデルは、計算の過程で、家族類型ごとの

一般的なエネルギー消費量を推計し、各年代別の

世帯数を乗じるマクロな視点で構築されている。

暖冷房エネルギー消費量を算出するために、拡張

デグリーデー法注 2)を用いて家族類型別、住戸形態

別、断熱水準別(無断熱、1980 年基準、1992 年基

準、1999 年基準)に暖冷房負荷を求めており、4 つ

の断熱水準を将来推計している。 

 

 

 

図 4 マクロモデルの推計フロー 

 

 

図 5 家族類型別世帯数の計算フロー 

 

 

 

図 6 断熱水準別シェア推計フロー 

 

 

C2．家族類型別世帯数の推計方法 

家族類型の分類は、国立社会保障・人口問題研

究所の世帯数推計データに準拠した分類に加え、

今後の高齢化の影響を予測する目的から、高齢世

帯と高齢世帯以外の違いが検討できる分類として、

①高齢単独世帯・②その他単独世帯・③高齢夫婦

世帯・④その他夫婦世帯・⑤夫婦と子から成る世

帯・⑥ひとり親と子から成る世帯・⑦その他の一

般世帯の 7 家族類型に分類した。 

図 5 に家族類型別世帯数の計算フローを示す。

2015 年までを国勢調査の統計値 3)、2040 年まで

を国立社会保障・人口問題研究所の推計値 4)を用

いた。2050 年までは 2020 年から 2040 年の人口

問題研究所による推計値を対数近似し、推計する
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年代を代入して独自推計した。推計は以下のよう

に行った。①2020～2040 年の平均世帯人員の推移

を対数近似して 2050 年までの平均世帯人員を算

出する。②2020～2040 年の秋田県の人口比率の推

移を対数近似して 2050 年までの人口比率を算出

し、全国の総人口に乗じて秋田県の総人口を算出

する。③秋田県の総人口を平均世帯人員で除すこ

とで一般世帯総数を算出する。④2020～2040 年の

家族類型別世帯数の割合を対数近似して割合を算

出し、2050 年までの各年の一般世帯総数に乗じて

家族類型別世帯数を算出する。 

C3．断熱水準別住宅シェアの推計方法 

運用段階におけるエネルギー消費予測モデルで

は、暖冷房エネルギー消費量を算定する上で、各

予測年における断熱水準別の住宅戸数のシェアを

データベースに組み込む必要がある。また、建設・

改修・解体段階におけるエネルギー消費量を予測

するためには各年の建設・改修・解体戸数が必要

である。図 6 に推計フローを示す。断熱水準は無

断熱、1980 年基準、1992 年基準、1999 年基準と

し、外岡らの手法 5)をもとに、各年における着工住

宅に占める断熱水準別のシェアから戸数を想定し、

1990 年時点の断熱水準別の住宅ストック戸数を

ベースに、断熱水準別の着工戸数を積み上げるこ

とにより、各年における住宅ストックに占める断

熱水準別住宅数を住戸形態別(戸建住宅、RC 造集

合住宅、木造集合住宅)に推計する。推計は以下の

ように行った。①5 年ごとのデータである家族類

型別世帯数を直線補完し、各年の世帯数を推計し

た上で住戸形態別割合注 3)を乗じることで各年の

住戸形態別ストック住宅戸数を推計する。②1990

年から 2018 年までの着工数は建築統計年報注 4)よ

り、戸建、長屋、共同住宅の新設住宅戸数を用い

た。2019 年以降は前年のストック戸数から解体戸

数を減じた戸数と当該年ストック戸数との差をそ

の年の着工数とする。③1990 年から 2018 年まで

の解体戸数は前年のストック戸数に着工数を加え

た戸数と当該年ストック戸数との差をその年の解

体数とする。2019 年以降は、それまでの解体戸数

から住戸形態別の解体比率注 5)を求め、前年のスト

ック戸数に乗じて推計する。④1990 年から 2002

年までの断熱水準別着工住宅戸数は文献値 6)を利

用し、2003 年以降は 2002 年時点の比率を用いる。

また、2020 年以降の着工住宅は全て 1999 年基準

とした注 6)。⑤1990 年の住宅ストックに占める断

熱水準別シェアを外岡らの手法をもとに推計する。

①から⑤のデータをもとに、1990 年の住宅戸数に

各年の断熱水準別の住宅戸数を積み上げ、無断熱

の住宅から解体されていくものとして 2050 年ま

での断熱水準別住宅戸数を推計する。 

C4．家族類型別世帯数の推計結果 

図 7 に推計結果を示す。世帯数は 2005 年に最

も多く 391,276 世帯となり、その後徐々に減少し

ていく。2050 年の世帯数は 268,131 世帯になる結

果となった。家族類型別にみると、高齢単独世帯

は、2040年の61,600世帯となるまで増加を続け、

家族類型別に最多となる一方、その他単独世帯は

2015 年以降減少していく。その他夫婦世帯は

1995 年以降、高齢夫婦世帯は 2025 年以降減少し

ていく。夫婦と子世帯、その他世帯は 1990 年以降

減少し続け、ひとり親と子世帯は 2020 年までは

増加し、以降減少していく結果となった。 

C5．断熱水準別住宅シェアの推計結果 

図 8～10 に断熱水準別住宅ストック戸数の推移

を住戸形態別に示す。戸建住宅では 1990 年にお

いて住宅ストックのうち、無断熱が 66%、1980 年

基準が 33%を占めている。1990 年以降、無断熱住

宅が解体されて、1980 年基準や 1992 年基準住宅

の占める割合が増加し、2034 年には無断熱住宅が

0%となる結果となった。RC 造集合住宅では 2022

年、木造集合住宅では 1998 年に無断熱住宅が 0%

となる結果となった。さらに、木造集合住宅では

2034 年以降、ストック戸数全ての断熱水準が

1999 年基準となる結果となった。 
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図 7 家族類型別世帯数の推移 

 

 

図 8 断熱水準別住宅ストック戸数の推移(戸建住宅) 

 

 
図 9 断熱水準別住宅ストック戸数の推移 

(RC 造集合住宅) 

 

 
図 10 断熱水準別住宅ストック戸数の推移 

(木造集合住宅) 

 

D．まとめ 

本研究では、住宅ストックの断熱性能を推計す

る手法を構築し、秋田県を例として 2050 年まで

の断熱水準の割合を推計した。断熱性能を確保す

ることは健康に暮らすこととの関連が深く、意義

深い。今後、この手法を全国に展開し、都道府県毎

の現状と将来推計を行う。住宅ストックの断熱水

準を知ることができれば、断熱仕様と温熱環境の

関係についての数値シミュレーションにより居室

の最低気温や気温の出現頻度分布等を求めること

ができる。また、断熱性能に見合った温熱気環境

を把握することができ、各地域の住宅性能の実態

や将来を予測することが可能となる。 

 

注釈 

注 1）(一社)建築環境・省エネルギー機構が作成し

た、住まいの健康性を評価するツール。住環

境と関連が深い健康に関する 50 の項目を「0

点(よくある)」～「3 点(ない)」の 4 段階で評

価し、回答の合計点(132 点満点)から、住宅

全体および部屋ごと・健康要素ごとに評価さ

れる。 

注 2）建物の暖冷房負荷を簡易に予測する手法と

して、住宅の熱損失係数に暖冷房デグリーデ

ーを乗じることにより、暖冷房期間の総熱損

失量を求める方法がある。しかしながら、こ

の方法では外気温のみしか考慮していない

ため、実用的な暖冷房の予測をするには限界

がある。そこで、本マクロモデルでは、方位

別日射量や内部発熱などの影響も考慮した

拡張デグリーデー法を適用している。 

注 3）平成 20 年度住宅・土地統計調査の統計値を

用い、戸建住宅を84%、RC造集合住宅を 9%、

木造集合住宅を 7%と設定した。 

注 4）財団法人 建設物価調査会発行の建築統計年

報の統計値を平成 30 年度まで反映している。 

注 5）1991 年から 2018 年までのストック戸数に

占める解体戸数の割合をもとに戸建住宅を

1.8%、RC 造集合住宅を 1.6%、木造集合住宅

を 5.9%と設定した。  
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注 6）2020 年の断熱義務化は延期となったが、住

宅性能評価・表示協会の令和元年度建設住宅

性能評価書(新築)データより、省エネルギー

基準 3 地域では戸建住宅は 94.8%、共同住宅

等は 100%が断熱等級 4 となっていることを

もとに、2020 年以降の着工住宅は全て 1999

年基準住宅であると設定した。 
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